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はじめに
本報告書は，われわれが2010年から2012年までに行った日本学術振興会の科学研究費補助金にもと
づく研究の成果をまとめたものである。「グローパル・シティ ・リージョンズ」という言葉に代表され
る近年の欧米を中心とした資本主義世界経済における新しい成長戦略に関する議論が，学術的にも，
実践的にも，どの程度目本の都市において受け入れられ，現実のものになっているかについて，検討
したものである。 1990年代後半以降，日本経済の停滞が問題とされ，いくどとなく新しい成長戦略の
必要性が語られている。それらは当然， 80年代以降欧米を中心に優勢となってきた新しい成長戦略を
意識したものである。本研究は，そのような動向を日本の都市の現実のレベルでとらえようとしたも
のである。
全体は4つの部分からなる。 I部では，欧米を中心とした研究の動向を紹介する。 I部の1では，
「グローパル ・シティ ・リージョンズ」などの認識に至る議論の展開を整理している。 I部の2では，
それらの動向を総括する議論として近年注目を集めている 「リスケ リー ングj論について，われわれ
が取り組むことになった2011年と2012年の国際講演会の成果について紹介している。
E部では，近年における日本の都市の現状について，事業所統計などの地域メッシユデータの分析
にもとづいて，その概要について考察している。H部の1では，三大都市圏に関する分析を， E部の
2で、は東京圏に関する分析を行っている。そこから，日本の都市においても90年代後半以降は， 80年
代の欧米の都市がそうであったように，新しい成長戦略が求められる状況になっていることが示され
ている。
E部では，そのような認識にもとづいて，具体的に日本における都市政策がどのように展開してい
るかを確認している。E部のlと2では，それぞれ国家レベルと東京都レベルについて， 血部の3か
ら7については，東京都特別区の中からE部の2での分析にもとづき，特に新しい都市政策への対応
が求められていると思われる港区，渋谷区，新宿区，墨田区，大田区について考察している。
最後に， N部では本研究の結果と展望がまとめられている。全体とじて日本の都市の現状において
はますます新しい成長戦略が求められる状況が進展しているにもかかわらず，現実の都市政策のレベ
ルにおいては，まだまだこれまでの政策のあり方が踏襲され，十分な対応が図られていないという現
状が明らかになった。個別の政策メニューとしては大概のものがすでに導入されているが，国家の統
制を離れて都市が直接国境を越えた地域とつながることによって新だな展望を見いだそうとする政策
志向は，いまだ十分には展開していない。昨今の近隣諸国との関係をめぐる圏内の政治情勢をみるか
ぎり，今後もさしたる進展があるとは思えない。そのような状況がいずれ何をもたらすのかという点
を考えるうえで，本研究の成果がなにがしかの貢献をもたらすならば幸いである。
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I .欧米を中心とした研究の動向
われわれは本科学研究費の申請を行った2009年の頃から，経済地理学の領域で優勢となってきた資
本主義世界経済に関する議論の検討を継続的に行ってきた。I部のlは，その成果の概要をまとめた
ものである。本報告書における具体的な検討は，すべてここでその概要が示されている議論の系譜に
もとづいたものである。
また。そのような検討を進めるうちに，やはり地理学の領域を中心に「リスケーリング」に関する
議論が注目を集めていることがわかってきた。同じ時期に地域社会学会でも，このリスケーリングの
議論が研究テ｝マとして取り上げられていたので，学会とも連携しながら，学内の傾斜研究費を活用
して，リスケーリングに関する国際講演会を2011年と2012年に開催することになった。I部の2は，
その成果を紹介したものである。
なお，これに関しては既発表論文として玉野（2012）がある。首都大学東京での国際講演会と連動
して行われた地域社会学会のシンポジウムについては，2011年についてはすでに地域社会学会編
(2012）で詳しく紹介されており， 2012年についても同じ年報で何らかの紹介がなされる予定である。
文献
地域社会学会編，2012，『地域社会学会年報第24集 リスケーリング下の国家と地域社会J，ハーベス
ト社
玉野和志， 2012，「日本におけるリスケーリング研究の可能性をめぐって」， 地域社会学会編，f地域社
会学会年報第24集 リスケ←リング下の国家と地域社会J，ハ ベースト社， 5・19
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1.資本主義世界経済の転換とグローバル・ シティ ・リー ジョンズ
金津良太
本章では，欧米における経済地理学や都市政治研究を中心に、近年の研究動向を整理する。とりわ
け， 1970年代以降のフォーデイズムからポス ト・フォーデイズムへという資本主義世界経済の転換と
グローパリゼーションの進展によって，経済成長の原動力として都市が政治的 ・経済的に重要な戦略
的拠点としての位置づけを得たことについて論じている研究のレピ、ユ｝をする。特に1980年代以降，
「地域経済の再発見」と呼ばれる状況の中で，グローパル化は資本の蓄積にとってローカルな制約を消
し去るのではなく，かえってローカルな特性の重要性を高めることもあり， したがって地域経済に特
有の性質こそが先進国経済の成長にとって欠かすことができないという認識が共有されている。 この
点と関連して，近年では国民国家 ・国民経済よりも重要な政治 ・経済的単位として，グローパル・ シ
ティ ・リージョンと呼ばれるような既存の行政区分にとらわれない空間的スケールの設定が必要だと
いう議論が展開されている。それらは，行政的な区分を超えて巨大な都市圏を形成していたり，場合
によっては国境をまたいだ地域間連携が成立していたりもする。このように，旧来の行政区分では捉
えきれないような，多様な政治 ・経済の空間的スケールが，成長を実現するための戦略的拠点として
生じているのである。
グローパリゼーションの深化にともなうサブナショナルなリージョンの台頭についての議論と関連
して，国家がその重要性を失ってしまったかのような議論も存在する。ただしグローパル経済と地
域経済が結びっくためには，ローカルからグローパルに至るまでの様々な空間的スケールにおける政
治的調整が欠かせないことも事実であり，そこにおける国家の重要性は失われておらず，むしろ国家
もまたそれまでとは異なった位置づけで理解されなければならなくなる。したがって，国家は資本主
義世界経済の転換にともなう複雑な政治 ・経済の空間的再編との関連で理解されなければならない。
この点について，国家のリスケーリングに関する議論は注目される。リスケーリング論は国家と都市
の関係を，グローバル化や地域経済の台頭といった資本主義経済の転換にともなう国家空間の再編成
過程において理解するものであり，現在，日本の都市において構想・実施きれている政策の意義を理
解する一助となるとわれわれは考えている。
l節では， 1970年代におけるフォーデイズムからポス ト・フォーデイズムへという資本主義経済の
転換によって，国民経済の成長のために地域経済の差異が重要性になったことを指摘する。その結果，
成長の原動力として戦略的に都市が位置付けられ，国家の地域開発政策が変化していった。その影響
について， 2節以降では説明する。まず2節では，都市政治も国の政策との関連で成長主義的な形態に
変質していった点を指摘する。次に3節では，グローパリゼーションに対応しようとする国家の政策
が，都市間競争の激化の原因にもなっていることを指摘する。最後に，以上の議論を踏まえて，資本
主義の空間的再編成における都市と国家の関係を理解するうえで有効な分析視覚として，リスケ リー
ング論について述べる。
1 . 1 1970年代以降の資本世界主義経済の転換一一フォーデイズムからポスト・フォーデイズムへ
(1) フォー ド主義的成長とその危機
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1970年代以降の資本主義経済の転換は，レギュラシオン学派がいうところのフォーデイズムからポ
スト・フォーデイズムへの転換として特徴づけられる (Jessop1992; Amin 1994）。そのころに，フォー
デイズムと呼ばれる第二次大戦後の経済成長モデルに危機が生じ，その危機を乗り越えるための様々
な政治・経済的な試みが実施されたのである。この時代における経済危機の脱出という文脈において，
都市の政治・経済的な位置づけがそれまでとは変化したといえる。
フォーデイズムとは，構想、と実行の分離を原則としたテイラー主義的分業に基づく画一的な商品の
大量生産と生産性の向上に連動して上昇する賃金，そして需要管理を目的としたケインズ主義的政策
が可能にする大量消費という景気の好循環が，相対的に閉じたものとして国民経済を扱うことで可能
になるような経済成長のモデルである(Jessop1992）。国民経済を相対的に閉じたものとして扱うため
に，市場の拡大を目指して囲内の低開発な地域を経済成長させることこそが地域開発政策の課題とな
る。したがって，フォード主義的な大量生産・大量消費を囲内全域で可能にするために，地域開発を
左右するようなローカルな条件をできる限り消し去ることが目指される。しかし第二次大戦後の欧
米諸国において支配的となったフォード主義的な成長モデルは，その成長の源泉を徐々に失っていく。
つまり，国内市場の飽和と情報通信技術の発展，そして画一的商品の大量生産の技術的な陳腐化によ
り，安い労働力をもとめる資本は大量生産方式の新興国への移転を進めたのである（Lipietz
1989=1990）。大量生産体制で競争優位を保てなくなった先進国は脱工業化を経験することになり，
重厚長大な製造業が経済的基盤で、あった先進国の諸都市は，失業率の増加や財政の悪化などの脱産業
化に起因する社会問題によって，深刻な都市危機に陥ることになった（1）。
新興国との価格競争を続ける限り，先進国の経済的基盤は弱体化するばかりである。しかも，経済
的基盤の弱体化は国際社会における政治的影響力の低下にも作用し，自国の経済競争力に有利な条件
を生み出す政治的戦略を困難にするため，フォード主義的成長モデルの危機が避けがたいものとなる。
そこで，先進国は新たな成長モデルを模索することになる。そのとき，かつて繁栄した工業都市が衰
退する一方で，大量生産とは異なる生産体制に経済基盤のおいた諸地域が成長を続けていたことが見
出された。それらは，フォーデイズムに内在する矛盾や危機へ向かう傾向を解消するという意味で，
ポスト・フォード主義的成長モデルとして注目を集めたのである。
(2) 地域経済の再発見とポスト・フォーデイズム
フォーデイズムの矛盾と危機を乗り越えるポスト・フォード主義的成長のモデルとして注目を集め
た地域は， 「フレキシブルな専門化J(Piore and Sabel 1984=1993）に基づく生産が成長の原動力となっ
ていることが注目された（Scott1988a; Storper and Scott 1989）。フレキシブルな専門化とは，高度な
熟練や知識を有する労働者が多様な目的に応用できる生産設備を用いて，市場の変化や様々な需要に
対応すべく，多品種少量生産をおこなう生産体制のことをいう。このような生産体制は，国家の
フォード主義的成長モデルが目指す生産体制と対照的な特徴を持つゆえに，きわめてローカルな特性
を基盤に発展した地域経済であるといえるのである。また，市場の変化や多様な需要への対応という
点で，絶えざるイノベーションがフレキシブルな生産を可能にする条件となっており，この点が先進
国にとって重要な意味を持っている。なぜならば，大量生産体制が行き詰まった先進国は，平準化さ
れた製品にはない魅力を持った製品の生産によって新興国に対抗せざるを得ないからである。先進国
は一方でニッチ市場向けの高級品や特注品の生産によって，他方で高度な知識や技術が可能にする卓
越した製品開発能力によって優位性を維持しなければならない。したがって，そのような競争優位を
生み出すローカルな特性に基づいた地域経済こそが，国民経済の成長にとって重要であるという議論
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が優勢になっていった（Sorper1995）。
イノベーションを通じた地域経済の競争優位の確立こそが国の経済競争力に寄与するという実践的
な関心の強い議論は， 1980年代から経済地理学を中心に盛んにおこなわれるようになった。先進国経
済の優位性の源泉としてのイノベーションを引き起こす特性を持った地域は，たとえば「産業地域」
や 「産業クラスター」ないしは「学習する地域（learningregion）」として概念化され，これらの概念
によって特徴づけられる地域経済のモデルは政策目標としても強い影響力を持った（Harrison1992; 
Florida 1995; Porter 1998=1999）。このように，ローカルな特性に基づく競争優位をもった地域は，フ
レキシブルな生産体制 独自の高度な知識と技術 そして草新的な製品開発能力によってグローパル
経済と結びつき，経済成長の戦略的拠点としての政治的な位置づけを得ることになる。政策介入の目
的も，いかにしてイノベーションに基づく競争優位を維持するかという点に集中するようになる。こ
こにおいて国家ではなく地域が重要な政治・経済的な単位となるのである。
一方で，同じ1980年代に，都市社会学の文脈においては「世界都市」がグローパル経済の分業体制
の中に都市を位置付けて理解する概念として影響力を持った（Freidmann1986=2012; Sassen [1991] 
2001=2008）。それは，都市を世界資本主義経済に位置付けて理解する枠組みを提示したという点で
画期的であった。ただし， JohnFreidmannやSaskiaSassenが主導した世界都市論における論点は，どの
ようにして都市がグローパル経済との関連で経済成長を達成するかという点にあったわけではない。
むしろ，グローパルな金融資本の中枢としての世界都市に特徴的な社会問題ーーその最たるものは
サービス経済化がもたらす社会階層の二極分化一ーが生じるメカニズムを明らかにすることに，その
目的があった。しかし世界都市が事業者サービスや金融サーピスについてグローパルな競争力をも
っ都市であり，世界都市という概念は都市政府によって政策目標として用いられたことは注目に値す
る。世界都市に限らず産業地域であれ，産業クラスターであれ，学習する地域であれ，都市政府の政
策目標としても機能した。すなわち 一方で国家は国民経済の成長のエンジンとしてのローカルな特
性に基づく地域経済の意義を認識すると同時に，他方で都市政府の側にはローカルな特性に基づいて
グローパル経済と結びつくための戦略が求められるようになるのである。1970年代以降，経済成長を
どのようにして達成すべきなのかというテーマが，都市政治にとって主要なものとなるのである。
1. 2 経済成長をめぐる都市政治
(1）企業家主義的都市の台頭
フォーデイズムからポス ト・ フォーデイズムへという資本主義経済の転換は，国家の経済成長戦略
だけではなく，都市政治のあり方の変化をともなうものであった。先進国における大量生産体制の行
き詰まりは，フォーデイズムの時代に栄えた工業都市の脱産業化を引き起こし，どのようにして経済
を再生するのかが都市政府にとって最も重要な課題となった。しかも 国家はローカルな競争優位を
持つ地域を経済成長の戦略的拠点として位置づけ，そこに資源を集中することで国民経済の競争力を
維持しようとするため，諸都市は戦略的拠点としての位置づけを得るための多様な試みをおこなうこ
とになる。つまり，フォード主義的成長モデルに危機が生じた1970年代から1980年代にかけて，欧米
諸国では都市政治の重要な課題として経済成長が顕在化するとともに，都市統治（urbangovernance) 
の様式にも変化が生じたのである（Keating1993）。
この時代における都市統治様式の変化は， DavidHarveyがいうところの「都市管理者主義」から
「都市企業家主義」への変容として特徴づけられる （Harvey1989ニ1997）。つまり，都市政策の重点が，
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住民に対するサービスや社会資本の供給から地域経済の成長戦略の策定と施行に移行したのである。
このような企業家主義によって特徴づけられる都市統治の様式は，国境だけでなく，政党や政治的イ
デオロギーの差異を超えて受け入れられ， 1980年代には欧米の諸都市で広く見受けられるようになっ
た（Harvey1989 = 1997; Leitner 1990; Parkinson 1991）。
成長戦略の策定と実施が都市政治の中心になったという現実を踏まえて， 1980年代の終わりごろか
らヨーロッパの諸都市を対象とした研究にアメリカ都市研究で展開してきた新都市政治学的アプロー
チが取り入れられていった（Lloydand Newlands 1988; Di Gaetano and Klemanski 1993) (2）。そのとき，
特に「成長マシーン論」（Loganand Molotch 1987）と「都市レジーム論」（Stone1989）がヨ ローツノT
都市の現実を捉えるために有効であるかどうかが議論の焦点となった（Harding1994; Wood 2004）。こ
のようなヨーロッパ都市研究の潮流の背景として重要な点は，都市 ・地域レベルの経済成長戦略の策
定と実施が，公私提携（public-privatepartnership）とよばれる行政手法によって推進されたことであ
る。 Harvey(1989= 1997）も述べているように，公私提携は都市企業家主義を特徴づける重要な要素
である。したがって，なぜ都市・地域レベルの成長戦略に公私提携が用いられたのか述べたい。
(2）公私提携と成長戦略
1970年代以降，都市政策が経済成長戦略へとその重点を移していく中で，都市政策の策定と施行に
関わるアクターに決定的な変化が生じた。いわゆる公私提携のもとで地域開発政策の策定と実施がお
こなわれるようになったのである。公私提携とは，フォーマル／インフォーマルな制度を通じて業界
団体や私企業，財界人といった私的セクターを都市政策に直接的に関与させる政治手法である。公私
提携は，都市における「内部のコンフリクトを長期的な目標と置き換え，都市が採用すべき成長戦略
とそれに充当されるべきリソースについての公私問のローカルな合意を生じさせる試みJ(Parkinson 
1991: 300）として広く採用され，成長戦略を推進する原動力となった。
もちろん，成長マシーン論や都市レジーム論が明らかにしているように，アメリカにおいて私的セ
クターの都市政策への強い影響力は必ずしも目新しい現象とはいえない（Loganand Molotch 1987; 
Stone 1989）。 しかしながら，ヨーロッパにおいては経済のグローパル化，フォード主義的大量生産の
衰退，そしてケインズ主義的福祉国家体制の危機に起因する脱産業化や失業などの社会問題を抱える
都市・地域を再生するために， しばしば中央政府が主導する形で私的セクターを動員した点が特徴的
である。たとえば，保守党政権下のイギリスでは都市開発公社（UrbanDevelopment Corporation）や
職業訓練企業協議会（τrainingand Enterprise Council)といった団体が設立され，そこに財界人を登
用することで公私提携が制度化された形で導入された。それらの団体はしばしば時限付きで運営され
るものであった。しかも，「イデオロギー的および制度的な手段を通して，保守党は財界の利害をイギ
リス産業連盟のような 『頂上団体jではなく，個人かつローカルなベースに基づいて再構築しようと
した」（Peck1995: 29）。つまり，私的な利害を政策立案の段階から組み込むにしても，そこには一定
の基準による選別の過程があり，都市レベルの成長戦略にあたって既存の利害関係にとらわれずに独
立して事業を進めていける人材が求められたのである。そして，このような選別が働くために，公私
提携は都市再生についての多様な考えを反映したものではなく， 一部の人々の展望を反映したものに
なっている（Law1988）。このような都市再生について明確な方向性を持つ団体に強い権限を与え，公
的資金を注入することによって相対的に短い期間で集中的に成長戦略を実行していったのである。
イギリスのように公的セクターの権限の強い国々においても公私提携が制度化されたことによって，
都市研究の側も公的セクターたる都市政府だけでなく，私的セクターも含む多様なアクターからなる
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都市統治を捉える理論的フレームワークの必要性が生じることになる。そのため，アメリカの諸都市
を対象にして私的セクターの政治への関与を前提に展開してきた政治経済学的アプローチが，ヨー
ロッパの都市研究に積極的に導入されるようになった。つまり，成長戦略がどのような過程で策定・
施行されていくのかを理解するためには，都市政府一一ガパメントーーのみではなく，様々なアク
ターを含んだ統治一一ガパナンスーーの仕組みを明らかにしなければならなくなったのである（3）。
公私提携が都市を単位とした成長戦略を推し進める手法として浸透したことにより，都市政府以外
の様々なアクターを含んだ政策決定の過程とその影響を理解することが，ヨーロッパにおける都市研
究の重要な課題となった。その結果として，私的セクターも含めたものとしての都市のガパナンスを
分析する枠組みとして，成長マシーン論や都市レジーム論が積極的に導入されたのである。
(3）都市企業家主義とポスト ・フォーデイズム
上述のように，企業家主義的な都市統治は公私提携によって駆動された。イギリスの場合には私的
セクターの政策決定および施行への関与が制度化され，公と私の境界線があいまいになるような政治
的状況が生じた。そのような都市政治の様相を分析するためのフレームワークとして成長マシーン論
や都市レジーム論が取り入れられた。しかしそれら新都市政治学的アプローチを採用した研究は，
フォーデイズムからポスト・フォーデイズムへという資本主義経済の転換と，都市管理者主義から都
市企業家主義へという政治的な転換との関連について十分な説明ができたとは言えない。Harvey
(1989=1997）が述べているように，企業家主義への都市統治の変容は，資本主義の転換と関連のある
ものとして捉えられている。しかしながら，どちらかといえば新都市政治学的アプローチは都市内部
の政治過程に焦点を当てていた。また，ヨーロッパにおける新都市政治学の受容はヨーロッパに特殊
な事情によって，その本来の意味を減じた形での導入であった。
アメリカにおいて展開した新都市政治学の中でも，特にヨーロッパの都市を事例とした研究で受け
入れられたのが都市レジーム論であった。成長マシーン論が都市開発の過程において不動産資本の利
害を重要視し，主に土地利用をめぐる資本と住民の対立や妥協ないしは同意のあり方に焦点を当てる
ため，不動産資本の影響力がそこまで強くなかったり，土地の所有と利用について相対的に行政の力
が強かったりする場合などには必ずしも成長マシーン論のフレームワークは当てはまらない。そこで，
より広範な公私提携による都市開発の様相を描き，多国間の比較を可能にするものとして都市レジー
ム概念が受け入れられたのである。しかしそれでも都市レジーム概念の適用に問題がなかったわけ
ではない。とりわけ， Stone( 1989）の議論はヨーロッパの研究者の準拠点になっている。Stoneのレ
ジーム論においては，統治に関する意思決定を可能にするような公私のインフォーマルな結びつきと
して都市レジームを捉え，それが中長期的に維持され， しかも歴史的に異なる性格を持つレジームに
移り変わるという点が重要だと恩われる。しかしながら，ヨーロッパにおける都市レジーム論の受容
は歴史的な分析というよりも，共時的な都市間比較一一それは国内における比較もあれば国際的な比
較もあるーーに向かう傾向があった（Harding1994）。また，インフォーマルな公私の関係だけでなく，
フォーマルな制度を通した公私の結びつきや公的機関同士の提携も含めるものとして都市レジームの
概念が広げられた（DiGaetanoand Klemanski 1993）。しかも，フォーマルな制度としての公私提携はし
ばしば時限が定められていたため，長期的な視野にたって都市レジームを分析するような研究が現れ
にくく，都市聞におけるレジームの性格の違いを明らかにすることに研究が収赦していく傾向にあっ
た。
上記のように，ヨーロッパにおける新都市政治学の受容は1980年代に広く見受けられるようになっ
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た公私提携によって再開発や成長戦略が進められていく都市統治を分析することに第一義的な目的が
あったといえる。そのような研究は，それぞれの都市に特有の政治経済学的文脈によって異なる企業
家主義的なアプローチの具体的な現れ方を明らかにしたが，管理者主義的な都市統治から企業家主義
的なそれへの変容がどのようなメカニズムによって生じたかを説明できない。つまり，資本主義経済
の転換と都市統治の変容は議論の前提となっているのである。したがって，もし資本主義経済の転換
と都市統治の変容の聞に関連が見出せるという立場をとるならば，フォーデイズムからポス ト・
フォーデイズムへという資本主義経済の転換に関する議論と都市政治研究を接合していく必要が生じ
る。この点について注目されるのが，レギュラシオン学派のアプローチと都市政治研究の統合を図っ
た一連の研究である（4）。
フォーデイズムの繁栄と危機，そしてポスト・フォーデイズムへという資本主義経済の転換に関す
る議論において，広く社会科学に影響を持ったのはマルクス主義的な経済学のー潮流であるレギュラ
シオン学派であった（5）。 Jessop(1992）によれば，フォーデイズム／ポスト ・フォーデイズムは労働
過程，蓄積体制，調整様式，社会編成の様式という 4つのレベルから分析されている。レギュラシオ
ン学派流の資本主義経済の分析と都市政治研究との接合という文脈では，とりわけ調整様式に注目し
たい。つまり，調整様式を構成する要素として都市政府ないしは都市統治を捉えることで， 資本主義
の転換と都市統治の変容を関連付けて分析することができる。ここで重要であるのは，都市統治は調
整の主体であると同時に，それ自体が調整の対象だということである（Goodwinet al.1993）。しかし
ながら，調整（regulation）と統治（governance）が意味するところを混同しではならない。 Painterと
Goodwin；こよれば「『調整Jはプロセスから一一それはしばしば他の目的で続けられた活動の意図しな
い結果である一一構成されている一方で， 『統治』は戦略的かっ目標志向の活動という意味合いがあ
るJ(Painter and Goodwin 1995: 346）。したがって，「それらの戦略や活動が経済成長の安定化に寄与す
る場合にそれらは調整的であるが，戦略的行為は（意図的であろうとなかろうと）反調整的でもあり
うるj(Painter and Goodwin 1995: 346）。つまり，調整様式は資本蓄積の安定化に寄与したという歴史
的事実によって事後的に見出せるものであるが，それは偶発的な条件に左右されるものの戦略的な意
図の存在を排除するものではない。したがって，都市・地域を調整ないしは統治の主体であると同時
に客体であると捉えるならば，「新しいローカル・ガパナンスの台頭はフォーデイズムの崩壊の結果で
あるばかりではなく，フォード主義的な戦略を追求する可能性の消滅の原因となる要素でもある」
(Goodwin and Painter 1996: 645）と理解されるようになる。 このような認識に基づけば，具体的には
様々に異なる現れ方をする都市企業家主義を，フォーデイズムからポス ト・フォーデイズムへという
資本主義の転換に対する都市政府ないし都市統治の側からの戦略的な対応として理解できる。
しかし，より重要なことは都市企業家主義の背景には都市間競争の激化という現実があることであ
る。都市問競争のもとにおける都市統治のあり方を新都市政治学的なアプローチをとる研究は明らか
にした。しかし都市 ・地域が調整ないし統治の主体であると同時に客体であるというレギュラシオ
ン学派流の都市政治研究の議論を踏まえるならば，都市問競争がどのような政治経済学的な過程に媒
介されているかに応じて，それぞれの都市がとりうる成長戦略もまた変わってくるはずで、ある。ここ
において，あらためてポスト・フォーデイズムの時代における国家の成長戦略を考える必要がでてく
る。とりわけ，ポスト ・フォード主義的な経済成長におけるローカルな競争優位の重要性の増大はグ
ローパリゼーションとの関連で理解されるべきであり したがってグローパリゼーションのもとにお
けるローカリティの意味が都市間競争にどのような影響を与えるかを理解する必要がある。
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1. 3 グ口ーパリゼーションと口ーカリティ
(1) グローパルな空間のローカルな基盤
本章でこれまで述べてきたように，一方ではフォーデイズムからポスト・フォーデイズムへという
資本主義経済の転換によってフレキシブルな生産体制に基づく成長地域が国民経済の成長にとって重
要な位置づけを得るようになり，他方では都市政治において企業化主義的といわれるような経済成長
を一義的な目標とした統治形態への変容が生じた。この2つの政治・経済的な変化の背景にあるのは
グローパリゼーションである。
グローパリゼーションは資本 ・情報・労働力がグローパルに移動しうる空間が現れてくる過程とし
て理解される。しかし だからといってローカルな空間的単位の重要性が失われてしまうわけではな
い。むしろ，ローカルな基盤によってグローパル化は進んでいくのである。Harveyが述べているよう
に「資本と労働力が迅速かっ安価にあちこち移動する能力は，定位され（fixed），安定し概して移
動不可能な社会的・物的インフラを生み出すことに依存する」（Harvey1985: 149）。資本・情報・労働
力がグローパルに移動するとはいっても，そこには常に何らかの空間的制約が働いているのである（6）。
特にグローパリゼーションのもとにおける都市・地域間競争を考える場合に，グローパルな資本の
循環を考えることが重要である。なぜならば，資本の高い移動性とは対照的な都市の移動不可能性が，
都市間競争の性格を規定する重要な要素だからである（Cox1993, Leitner and Sheppard 1998）。ただし，
資本の循環のグローパル化は， Jessopによれば「ますます脱埋め込みされつつある空間を通じて抽象的
資本（貨幣資本）のフローを加速する新自由主義的要求と，資本のより具体的形態が価値を生み出す
( valorization）ための条件として特定の社会関係に埋め込まれるとともに時間・空間的に 『定位（fixed)J 
される必要性との聞の一般的な緊張状態J(Jessop 1999: 29）を生じさせる。このような緊張関係のた
めに，資本や労働力，そして情報が国境を越えて移動するグローパリゼーションのもとにおける都市
間競争は物的・社会的なインフラの整備によってグローパル経済と地域経済を結び付けようとする方
向に向かう。その際に， 2節で述べた公私提携などの手法が用いられる。また，資本・労働力・情報の
グローバルな移動は，しばしば既存の行政区画を超えたシティ ・リージョン（city-region）としての
地域間連携の必要性を生じさせる。つまり，地域関連携によって一定の産業集積と経済規模をもった
政治機構を生み出し，それによってグローパル経済と結びつこうとするのである（Scotted. 2001）。こ
のようなグローパル経済と結びつくための地域関連携一ーしたがってグローパル ・シティ ・リージョ
ンと呼ばれるーーという戦略も移動不可能な都市と，移動性が高いとはいえ時間 ・空間的に定位され
た物的・社会的インフラーーすなわちローカルな基盤ーーを必要とする資本・労働力・情報との関係
から理解されるべきものだろう（7）。
(2）地域開発政策の変容
都市・地域に独自の成長戦略の追求は国家の地域開発政策の転換によっても助長される。 Brennerに
よれば「国境を越えた資本や商品，労働力の移動の増加に直面して，現代の領土国家（territorystate) 
は移動不可能な生産要素－ t附や地域といったサブナショナルなスケールで組織化された空間的イ
ンフラにおける資本の領域化された定着（fixity）のモメン トと関連する外部性一一の供給に向かう」
ようになり「今日，国家の役割は，もはや単に領土に配置された諸生産複合体を再生産するのではなく，
生産力としてのそれらの能力を修復し，高め，強化し再構成し続けることである」（Brenner1998: 
15）という。このような地域経済への国家の介入の仕方は，フォーデイズムからポス ト・ フォーデイ
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ズムへという資本主義経済の転換による広範な国家の役割の変化を反映したものである。Jessopによ
れば「国際化へ向かう後期フォード主義的な傾向とフレキシブルな生産のポスト・フォード主義的な
重視という傾向の組み合わせは，国家を国際競争力についての供給サイドの問題に集中させ，福祉政
策をフレキシピリテイの要求に従属させるJ(Jessop 1994: 262）。国家はフォーデイズムに時代にメイ
ンであった需要管理ではなく供給サイドへの政策的介入の度合いを強め，特定の都市や地域にグロー
パル資本を引き付けるべく特定の都市 ・地域へ資源を集中するようになる。実際，フォーデイズム後
のヨーロッパでは統合が進展するなかで国家による地域間の再分配機能が弱くなり，先進的な都市部
に経済活動が集中し，地域間の不平等が拡大する傾向が見られた（Dunfordand Perrons 1994）。
上記のような国の政策の変化は，都市・地域への権限の委譲と並行して行われるものであった
(Jessop 1994）。権限の委譲は，フォーデイズムの危機によって国家が緊縮財政を実施する必要があっ
たことと関連している。それによって，地方政府は一方で財源を税収に依存するようになると同時に，
他方で支出の圧縮のために民間とのパートナーシップによって行政サービスをおこなう必要性がでて
きた（Mayer1994）。つまり，国家の緊縮財政と地方への権限の委譲によって，地方政府は国家から
の自律性を得ると同時に市場へ依存する度合いを強めることになったのである（Keating1997）。した
がって，都市や地域は国家による再分配を期待することが難しくなり，財源の確保のために互いに競
争しあう関係におかれ，経済成長が優先的な課題になるのである。このような都市間競争は国家によ
る地域聞の再分配機能が弱くなり，同時に経済活動がグローパル化することによって激しさを増すこ
とになる。国家に成長の拠点として位置付けられた都市には物的 ・社会的な資源が集中し，グローパ
ル経済で存在感を発揮することが求められるようになる。しかし，必ずしも都市は国家の戦略に従属
する存在ではない。かつて国家が保持した権限が委譲されるゆえに，それぞれの都市が独自の成長戦
略によって繁栄する可能性も聞かれることになる。一定の自律性を得た都市や地域は国家や超国家的
政治機構に影響を及ぼしその制度機構に変革を迫ることもありうる。
1. 4 リスケーリング論への注目
(1) スケールの相対化
フォーデイズムからポスト・フォーデイズムへという資本主義経済の転換に加えてグローパリゼー
ションが進展している現在の状況下において，都市ないしは地域の政治・経済・社会をわれわれはど
のようにして捉えるべきであろうか。これまで本章で論じてきた議論は，都市・地域をめぐる広範な
政治経済的状況の特定のーーしかし互いに関連する一一側面を明らかにしてきた。
主に経済地理学で論じられてきたフレキシブルな生産体制に基づく産業集積に形成についての議論
は，フォーデイズムからポスト ・フォーデイズムへという資本主義経済の転換にともない，生産組織
と生産過程におけるフレキシピリティの高い産業集積が競争優位を持つようになるために，国民経済
の成長にとってそのような集積を擁する地域経済の重要性が高まることを明らかにした（8）。しかし，
それらの研究は地域経済の成長に求められる政策の指針は示すものの，政策の立案や実行をおこなう
政治機構それ自体についての分析を目的としたものではない。
上記の点について，経済成長をめぐる都市政治の様相に焦点をあてた新都市政治学的研究は注目さ
れる。それらの研究では都市政治における権力関係ーーとりわけ私的セクターの政策立案への参加の
影響一一に焦点を当てることで，実際にどのような政策が立案 ・実行され，それがどのような帰結を
もたらすのかを明らかにするものである。成長戦略に充当される限られた資源がどのように分配され
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るかは，都市統治における利害関係と利害関係それ自体を決定づける権力関係に大きく左右されると
いう点に言及している点で注目される。ただし新都市政治学的研究は個別都市の詳細な事例研究に
収赦していく傾向があり，しかも経済成長が第一義的な政策課題になったことや都市間競争の存在を
議論の前提としている。そのために，なぜ同じ時期に様々な都市において経済成長に政治の焦点が
移っていったかについて十分に理論的な説明ができていない（9）。また，都市企業家主義と形容される
成長主義的な都市政治の背景にある都市間競争がどのような政治経済的過程によって媒介されている
かという点についても十分な理論的説明ができていない。
なぜ1970年代以降の都市政治において経済成長が最も重要な争点になったのか，そしてなぜ都市間
競争が激化していったのかについて，経済活動のグローパル化に注目すれば，そこに国家の仲介が
あったことが見えてくる。経済活動が国家という空間的単位を超えて展開するようになるほど，どの
ようにして国内に経済活動をとどめておくのかが重要になる。特に先進国経済にとっては，研究開発
のような付加価値の高い生産活動を保持することが競争優位にとって必要不可欠になる。したがって，
物的 ・社会的インフラを特定の都市 ・地域に集中して経済活動の集中した成長地域を生み出すことが
国民経済の成長に寄与することになる。このとき， しばしば広域連携によって一定の経済規模をもっ
た政治機構を生み出し，それによってグローパル経済と結びっくための成長戦略を実行していく必要
性も生じてくる。このような状況は， Jessopがいうところの「スケールの相対化J(Jessop 1999）とし
て最もよく理解できょう。彼の言葉を借りれば 「国家スケール （nationalscale）はア トランティ ック・
フォーデイズムの経済的 ・政治的組織において保持し 当然のものとされた優越を失ったけれども，
目下の『フォーデイズム後jの段階において，他のどの経済的・政治的組織のスケール （『グローパ
ルJ.rローカルj，『都市 （urban)Jもしくは 『三地域 （triadic）』）も同様の優越を獲得していないJ
(Jessop 1999: 25）のである。
したがって， 1970年代以降の政治経済的変化ーーポスト・フォーデイズムへの転換とグローパリ
ゼーションの進展ーーを「スケールの相対化jとして捉えるならば ローカルからグローパルにいた
るまでのスケール聞の経済的・政治的な相互作用の過程に都市・地域を位置付ける必要がある。すな
わち，フォーデイズムの危機とポス ト・ フォーデイズムへの転換によづて政治と経済の両面において
国家スケールがその優越性を失っていく過程との関連で，サブナショナルなスケールにおける 「［ポス
ト・フォード主義的J，『フレキシブルなJ，『学習に基礎を置いた (learningbased) J生産システムの
中心地としての地域の復活」 （Storper1995:191-2）という経済的過程と 「都市管理者主義から都市企
業家主義への変容」（Harvey1989=1997）という政治的過程を理解する必要がある。その際に有用な
議論がリスケーリング論である。
(2) 国家のリスケーリング
ポスト・フォーデイズムへの転換とグローパリゼーションの進展にともなうスケールの相対化が，
「あくまでも既存の制度や利害布置ーーとりわけ国家単位で編成された政治的単位 （国民国家），統合
イデオロギー（ナショナリズム），経済活動（国民経済）一ーを前提とした上で，それらと共存しつつ
そこに浸透し，かつそれを変質させることによって」（町村 2002:40）進行する経路依存的な過程の結
果であるとするならば，かつて政治 ・経済的に優越していた空間的スケールである国家空間がどのよ
うな再編成を経験したか一一すなわちリスケールされたかーーを明らかにしなければならない。国家
空間の歴史的な変化の過程を理解する際に，国家のリスケーリングについての議論は有効である（10）。
リスケーリング論はLefebvreの空間論やHarveyらの批判地理学の議論を受け継いでいる。つまり，
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Lefebvre (1974=2000）の 『空間の生産』にならって空間的スケールは社会的に生産されるものと し
て，そしてHarvey(1978）が都市を都市過程（urbanprocess）として捉えたように，国家空間を固定
されたものではなく過程として捉えている。Swyngedouwによれば「空間的スケールは範囲， 内容，
相対的重要性，そして相互関係といった点において，決して固定されず，絶えず再設定され，争われ，
再構築される」（Swyngedouw1997: 141）。このようなスケール概念の理解に立脚することで，「特定の
地理学的スケールの重要性と役割を変えたり，他のスケ」ルの重要性を再主張したり，しばしば全く
新しい重要なスケールを生み出す一連の社会空間的過程J(Swyngedouw 1997: 142）としてリスケーリ
ングを理解できるようになる。このようなリスケーリングの過程は経路依存的であり，既存の空間的
スケールを消し去るものとしてではなく，新しいスケールを生み出しながらスケール間の分業関係を
再構築するものとして捉えられる。したがって，国家のリスケーリングについて考える際には，国家
スケールはフォーデイズムの危機によって｛憂越した地位を受動的に奪われたわけではなく，過去の国
家空間を引き継ぎながら，戦略的に自らの役割や重要性を変えていったという側面もあることに注目
しなければならない（11）。
1970年代以降，経済活動のグローパル化とフレキシブルな生産体制に基づく地域経済の台頭一一一グ
ロ」パル化とローカル化の同時進行という意味でグローカリゼーションと呼ばれる過程一ーによって，
相対的に閉じたものとしての国民経済における大量生産・大量消費を基盤にして経済の拡大を目指す
フォード主義的な成長モデルが行き詰まり，国家は国土を均等に開発するよりも特定の地域に資源を
集中して高付加価値な生産活動を可能にしそこにグローパル資本を結びつけることによって成長を
目指すようになった（Brenner2004a）。表 I-1-1のように，フォーデイズムからポス ト・フォー デイ
表 I-1-1 国家空間的調整の2つの戦略：空間的ケインズ主畿とグローカル化
空間的ケインズ主義 グローカル化
－新しいグβロ－／fルとローカルの緊張関
－フ、レトンウッズ体制下での国民経済問 係グローバルな経済の統合が，口一カルないしリージョナルな集積の経済へ経済地理的，政治 での分業 の大企業の依存の培大と並行して進行
地理的コンテキスト －；令戦下での2つの地政学的フ、ロックへ するの分化 －冷戦の終駕と米主導のネオリベラリズ
ムのグロー バル化
特権的な空間的 国民経済 主要な都市経済.i也場経済タゲット
－戦略的拠点としての都市経済ないしは
－中心都市から郊外や低開発地域への 地域経済への人口，産業，インフラ投資
人口，産業， インフラ投資の分散 の再集中
・平準化された経済的資産と投資の固 －ナショナルな経済空間の特化した都市
土全域にわたる複製 経済ないしは地主読経済への差異化
主要な目標 －インフラ設備の国家的に標準化された －クゃ口ーパルな経済フローに向けられ
システムの確立 た，特化し場所特有なインフラ投資の奨
・国民経済内における不均等発展の軽 励
減不均等発展は成長にとっての障碍 －国内外における地域間競争の激化．
とみなされる 不均等発展は成長の基礎とみなされ
る．
単線的な成長を遂げる，統合され，閉じ 場所特有な立地上の利J点競争優位，経済発展の時空間 た領域的単位としての国民経済の全体 発展の経路を有する都市経済ないし地f生 的な発展 域経済へのナショナルな経済空間の断片化
－企業立地への補助金 ・規制緩和と社会保障の削減－社会政策，経済政策，財政責任の分・ローカルな福祉政策と集合的消費へ 権化
支配的な政策手段 の投資 －先進的なインフラへの国家による空間・再分配的な1也敏政策 的に選択的な投資－国家的な地域計画と公的なインフラ投 －場所特有な産業政策とローカルな経資 済的主導権
支配的なスロー ガ 『ナショナルな成長』
『グ、ローパル化』
『均衡な発展』 『都市間競争』，、/ 
『バランスの取れた都市化』 『内発的な発展』
(Brenner 2003: 207-8，一部加筆修正）
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ズムへの転換にともない，国家の地域開発戦略は均等な開発を重視する空間的ケインズ主義から，選
択と集中によってグローカル化を促進する戦略へと変化したのである。
そのため，地域開発の主要な単位が国家スケールから下位国家的なスケールに移行し成長戦略の
主体としてのサブナショナルな空間的スケールの役割が重要になり，それと同時にマクロ経済的な調
整における超国家的政治機構の影響力が大きくなる（図 I-1-1）。その際に，国家は一方で超国家的
なスケールに，他方で下位国家的なスケールに権限を委譲し，グローパル化とローカル化が同時進行
するグローカリゼーションの過程における仲介としての役割を果すようになるのである。
国際貿易機構
都市ガパナンス
欧州連合
(Quango's) 
図 I-1-1 ガパナンスのグロー カル化（Swyngedouw2000: 70) 
世界銀行，国際通貨
基金
このような国家のリスケーリング過程において，都市・地域の果す役割は小さくない。都市・地域
は，国家の空間的再分配機能が低下すると同時に政治的な権限が委譲されることによって，競争的な
環境の中で自らの政治的正当性と経済基盤を確立するために企業家主義的なアプローチを採用するこ
とになる（12）。これによって都市間競争は激化することになり，しばしば都市関連携によって新しい
空間的スケールも生じ 国家空間の再編成を通じてサブナショナルな空間的スケールの競争力を高め
ようとする国家の戦略を後押しすることになる。すなわち，企業家主義的な都市の台頭と都市間競争
は，国家のリスケーリングの結果であると同時にそれを推し進める触媒としても機能するのである
(Brenner 2004b）。したがって，政治・経済の単位としての都市は多様なスケールが相互に影響しあい
ながらその役割や重要性を変容させていくリスケーリングの過程に位置付けられる必要があり，都市
というスケールそれ自体の範囲や役割が変化するものとして理解されなければならない。ただしこ
のようなリスケーリングの過程は過去の空間的編成を引き継いだうえで進行する経路依存的な過程で
あるために，その具体的な現れ方は多様な形態をとりうる。したがって，欧米の事例をベースに展開
してきたリスケーリング論をそのまま東アジアや日本の事例に当てはめることはできないが，空間的
スケールが国定されたものではなく，社会空間的な過程によって絶えず再設定されることでその重要
性や役割が変わるという視点は，現代の東アジアや日本の諸都市の現実を理解するうえで一定の有用
性があると思われる。
1. 5 まとめ
ポスト・フォーデイズムへの転換やグロ｝パル化の進展といった経済社会の変化によって特徴づけ
られる1970年代以降の資本主義社会において 都市ないしは地域が経済と政治の両面において重要な
空間的スケールとなった。日本においても，都市や都市圏を単位にした成長戦略が構想されていたり
実施されていたりする。そのような政策は， しばしばリスケーリング論が描いてきたような空間的な
選択と集中による成長の実現一一しばしば政治・経済的単位としての空間的スケ」ルの再設定をとも
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なうーーと似た特徴が見いだせる。しかし，ここで注意しなければならないのは，リスケーリング論
は主にヨーロッパの経験に依拠して理論化されてきたということである。
しばしばBrennerなどの論者は，リスケーリング過程の経路依存性を強調する（Brenner2009=2011）。
したがって，同じような内容の空間的な戦略が見いだせるからといって，そのような戦略が登場した
背景や，その戦略が持つ意味はそれぞれの図や地域，都市にとって異なる可能性がある。あるいは，
同様の問題に対して全く異なる対応をすることもありうる。また，リスケーリングの経路依存性を強
調することは重要であるが，他方で同じ時期に異なる国や地域で同様の傾向が見いだせるとすれば，
そこにどのような共通する背景があるのか／ないのかを明らかにすることも必要である。これらの点
を明らかにするためには，リスケ リー ング論が理論的な根拠としているヨーロッパの経験を超えて，
日本も含めた様々な地域の比較研究が必要になるだろう。
あるいは，より実践的な関心から日本の成長戦略にリスケーリング的な発想を取り入れる必要性を
主張することも可能かもしれない。その際には， 日本の諸都市とヨーロッパの諸都市が抱える課題の
共通性を指摘する必要がある。ただし，ヨ ロー ッパにおけるリスケーリングの結果としての空間的選
択と集中は，空間的な不均等発展を助長することになるため，新たな問題が生じる可能性もある。経
済活動のグローパル化が進展する中で，地域経済の優位性を競い合う方向に闘が制度設計を行うこと
は必要かもしれないし，都市 ・地域レベルで独自の成長戦略を積極的に実行していく必要もあるかも
しれない。ただし，その弊害についても十分な理解をしたうえでの取り組みが求められることはいう
までもない。この点についても，われわれは先行するヨーロッパの経験に学ぶことは多いだろうし
もしかしたら日本における歴史的な経験の中にそのヒントがあるかもしれない。理論的な意味におい
ても，実践的な意味においても，同時代的な比較と歴史的な比較の双方が求められるのである。
(1) このようなフォーデイズムの危機とそれに起因する都市の社会問題によって，再生産の面からだ
けでなく生産活動の面から都市を位置付け理解する必要性が研究者に認識されるようになった
(Scott 1988b=1996）。
(2) 新都市政治学（NewUrban Politics）とは， 1950年代から1960年代に都市政治学で主流であったコ
ミュニティ権力構造論とは異なか都市開発に関する政治に焦点をあて，それを国家やグローパル
な政治経済学的文脈に位置付けて論じる一連の研究のことを指す（Cox1993）。
(3）公私連携としてのガパナンスは，必ずしも成長戦略を目的としたものに限られるわけではない
(Stoker 2011）。しかし本稿では，とりわけ1980年代において都市レベルでの公私提携が成長戦略を
推し進める手法として浸透した点に注目している（Mayer1994）。
(4）都市・地域研究へのレギュラシオン理論の適用についてのレビューとしてはGoodwin(2001）が
挙げられる。
(5) ただし必ずしもレギュラシオン学派内においてポスト ・フォーデイズムについての認識に一致
が見られるわけではない（Amin1994）。実際，アフタ ・ー フォーデイズムやネオ ・フォーデイズム
といった概念の方が妥当だという論者もいる。 レギュラシオン学派内においても多様な解釈が存在
することの一因には，レギュラシオン学派自体に相当の多様性がある点があげられる。Jessop
(1990）は，レギュラシオン学派を蓄積体制や調整様式といった独自の概念を用いた研究対象へのア
プローチの仕方によって特徴づけられるものとして捉え， しばしばレギュラシオン・アプローチと
いう言寄を用いている。
- 13ー
(6) 国境を超えた労働力の移動はしばしば国ごとに異なる入管法によって制約されるし，情報のグ
ローパルな伝達は情報通信に関するインフラの整備如何によって制約される。
(7) ただしグローパリゼーションのもとにおける地域関連携は経済成長のためだけでなく，移民の
増加や貧富の拡大といった社会問題への対応のためにも必要であるという点も述べられている
(Scott ed. 2001）。
(8) Porter (1998==1999）は，国民経済の成長にとって競争力のある地域経済を生み出すことが重要
であるということを明確に主張している。
(9) 本章2節で示したように，この点についての理論的説明の不足はレギュラシオン学派の都市政治
学への適用によって一定の解決を図ることができる。
(10) 本稿では，国家空間の再編成についてスケール概念を用いて説明している議論のことをリス
ケーリング論と呼ぶ。
(11) 国家の戦略への注目は，「戦略一関係アプローチJ(strategic-relational approach）というJessopの
国家論の影響が大きい。実際 1990年代末から 都市政治研究の分野で戦略一関係アプローチが当
該分野の理論的説明の不足を解決するものとして注目され始めた （Harding1999, Goodwin 2001）。
リスケーリング論はJessopのアプローチの適用範囲を国家による空間的戦略にまで広げたJones
(1997）やMacLeodとGoodwin(1999）などの議論を引き継ぎ，国家が経済成長のために特定の空間
的単位を政策的介入の対象として特権化する点に注目する。
(12) Harveyは1980年代に 「経済発展に対する企業家主義的な姿勢があってはじめて都市の便益は積
極的に保障されうるという一般的な合意が成立してきたJ(Harvey 1989 = 1997: 37）と述べており，
経済成長を目指すことは都市政府が政治的正当性を得るためのもっとも重要な手段となっている。
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2. リスケーリング論への注目
金津良太・玉野和志
本章では， 2011年と2012年に行われた首都大学東京での国際講演会の内容を紹介することを通して，
リスケーリング論についての基本的な理解を確認することを目的としている。この講演会は首都大学
東京の学長裁量枠傾斜研究費（全学分）の交付を受けて行われた。両年度における講演会の内容につ
いて，以下の通りである。
首都大学東京国際講演会
「グローパリゼーションのもとでの都市と国家の再編成」
State Rescaling under Globalization 
<20日年度＞
日時： 2011年5月13日幽 15: 00～17: 00 
‘会場：首都大学東京南大沢キャンパス 国際交流会館大会議室
講演者：ソウル国立大学 パク・ベギュン
Department of Geography Education, Seoul National University 
Bae・GyoonPark 
講演題目：東アジア開発主義国家におけるスケール聞の緊張とリスケーリング
一一韓国の地方分権改革における中央・ 地方の対立と政治過程
Inter-scalar Tensions and Rescaling of the East Asian Developmental State 
:Center-Local Tensions and the Politics of Decentralization in South Korea 
<2012年度＞
日時： 2012年5月14日（月）10: 00～13: 00 
会場：首都大学東京南大沢キャンパス 国際交流会館大会議室
講演者：ハーバード大学 ニール ・ブレナー
Harvard University Neil Brenner 
講演題目：新自由主義化する資本主義の時代における国家のリスケーリング
一一未解決の課題と比較の視点
State rescaling in the age of neoliberalizing capitalism 
:open questions and comparative perspectives 
なお，講演者の招聴に当たっては地域社会学会と連携し 講演者は学会シンポジウムでも同様の報
告を行っている。このシンポジウムの内容についてはすでに述べたとおり 地域社会学会の年報に詳
しい特集が掲載されている。また，講演会の開催に当たっては通訳をお願いした文貞実，山本かほり，
林真人の各氏に大変お世話になった。この場を借りて感謝の意を表したい。
また， 2回にわたる講演会の開催と並行して，リスケーリングに関する研究会を結成し何度か会
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合の機会をもった。最初の国際講演会が終わった後に研究会結成の呼びかけを行い，以下のような内
容の研究会ならびにサブ研究会を開催した。
＜第l回 TMUリスケーリング石汗究会＞
日時： 2011年7月23日仕） 14: 00～17: 00 
場所：首都大学東京秋葉原サテライトキャンパス 会議室B
内容：リスケ リー ング論の背景と日本における研究の可能性について
報告者：玉野和志
※当日の討論の中で， リスケーリング論の背景となった欧米における1980年代の都市成長戦略に関す
る業績を検討することの必要性が確認され，興味のある人でサブ研究会を開催することになった。
＜第2回 TMUリスケーリング石汗究会＞
日時： 2011年11月5日帥 14: 00～17: 00 
場所：首都大学東京秋葉原サテライトキャンパス 会議室C
内容： 1.東南アジアの地方分権化一一リスケーリング論を視野にいれて
報告者：船津鶴代
2. EUの競争的な地域政策／都市政策についての日本での関心の所在
報告者：下村恭広
＜第3回 TMUリスケーリング石汗究会＞
日時： 2012年1月28日（土） 14: 00～17: 00 
場所：首都大学東京秋葉原サテライトキャンパス 会議室C
内容： EUマクロリージョンとリスケーリング
報告者：柑本英雄
＜第1回 TMUリスケーリング・サブ研究会＞
日時： 2011年9月11日（日）10: 00～12: 00 
場所：首都大学東京秋葉原サテライ トキャンパス 会議室D
内容：各自の関心の確認と作業分担，文献情報の共有について
＜第2回 TMUリスケーリング ・サブ研究会＞
日時： 2011年12月22日（木） 16: 00～18: 00 
場所：首都大学東京 国際交流会館セミナー231
内容：欧米を中心とする都市政治研究の現状と展望：”NewUrban Politics＂をめぐって
報告者：斉藤麻人
2. 1 国家のリスケーリング
(1) グローパリゼーションのもとにおける国家
1970年代以降のグローパル化をともなう資本主義世界経済の転換が，社会科学に認識論的な転換を
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迫ったことは想像に難くない。グローパリゼーション研究が対象とする多国籍企業の成長，国際分業
の深化，情報通信技術の発展，金融資本の流動化，労働力の国際移動，多国間の自由貿易協定といっ
た現象は，それまでの国民国家を前提とした認識論ではとらえきれないような空間的広がりをもつも
のである。これら国家を超える空間的広がりをもった現象は，国家が保持していた政治・経済の特権
的地位を掘り崩すものとして捉えられ， しばしば「国民国家の退場」ゃ 「国民国家の終駕」が主張さ
れた（Ohmae1995=1995, Strange 1996=1998）。それまでの社会科学における国家理解について疑義が
呈されることになり，極端な場合にはグローパル化によって国家を含めた様々な地域的な差異は考え
る必要がないものになると主張された。
しかしグローパリゼーションによって国家がそれまで保持していた政治・経済的な特権を失うと
か，あるいは国家は社会科学の検討の対象としてもはや意味がないといった議論は，グローパリゼー
ションの空間的な再編成の過程としての特質をあまりに軽視していると言わざるを得ない。むしろ，
グローパリゼーションは様々な空間的スケール聞の複雑な相互作用の過程として理解されるべきもの
である。経済的な側面に限っても，多国籍企業の立地は物的 ・社会的なインフラというローカルな特
性によって大きく左右される，自由貿易協定は特定の国家間で戦略的に結ぼれる，経済競争力を持つ
地域がグローパル経済のハブとなっているといった例を挙げれば分かるように，グローパル化は必ず
しも国家を全く意味のないものにしてしまうわけではない。しかしながら，かつて国家が保持してい
るとされた特権的地位がそのまま維持されているわけでもない。
グローパリゼーションを様々な空間的スケールの複雑な相互作用の過程として捉えるとき，そこに
おける国家の役割とはどのようなものであろうか。そして，そのような新しい国家の役割はいかなる
過程で生じてきたのか。国家と他の空間的スケールはどのような関係にあるのか。グローパル化を理
解する際に国家以外にもキーとなる空間的スケールはあるのか。あるとすれば，それはどのような特
質をもつものであるのか。これらの点を理解する理論的フレームワークとして国家のリスケーリング
は注目に値する。
(2) 国家のリスケーリングという視点
スケールという概念それ自体は新しいものではない。それは かつては地図上の縮尺としての意味
で用いられていた。しかし 1990年ごろには社会・政治・経済的過程を通じて生産される空間的単位
として認識されるようになか身体からグローパルまでの多様なスケールが相互作用しながら生産／
再生産される過程としてのリスケーリングが議論の焦点となった（Herod1991; Swyngedouw 1992; 
Smith 1993）。空間をプロセスとして捉えるという視点から分かるように，リスケーリング論はHe町i
Lefebvreの空間論，そしてDavidHarveyやEdwardSojaらによる批判地理学を引き継いで議論を展開し
ている（Lefebvre197 4 = 2000; Harvey 1985 = 1992; Soja 1989 = 2003）。さらに，主に地理学の文脈で論
じられてきたため，経済地理学が焦点としてきた 「第三のイタリアJやシリコンバレーなどのフレキ
シブルな専門化によって特徴づけられる産業集積の形成や，グローパルな空間的分業についての議論
を踏まえたものとなっている（Storper1995; Scott 1998）。また，近年では国家権力の空間性に関する
議論が政治地理学やレギュラシオン学派などの多様な研究者によって蓄積されており，国家のリス
ケーリングが重要な論点となっている（Brenneret al. 2003・ Brenner 2004 2009=2011）。国家のリス
ケーリングについての代表的な論者の一人が，本章で
lまBobJessopの国家論が強い影響を与えており， Jessopも自身の理論にリスケーリング論の視点を取
り入れている(Jessop1990=1994, 2002=2005）。このように，スケール概念は射程の広いものであると
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同時に，リスケーリングに関する議論は様々な学問的伝統を引き継ぐものである。したがって，場所
(Place）や領域（Territory），ネットワーク（Network）といった空間を表す他の概念とスケールはど
のように区別されるのか，社会的に生産されるものとしてのスケール概念がはたして社会一空間的過
程の分析に有効であるのか，スケール概念が有効であるとすれば空間的再編成過程としてのリスケー
リングをどのようなものとして理解するかといった点について，いまだに議論の余地はある (Jessop
et al.2008, Miller 2009）。しかしながら，われわれは国家のリスケーリングについての議論が，現代日
本の都市をめぐる状況を理解するために有効であると考えている。なお，以下でリスケーリング論と
いうときには国家のリスケーリングについての一連の議論のことを指している。
リスケーリング論とは レギュラシオン学派がいうフォーデイズムからポス ト・フォーデイズムへ
という資本主義経済の転換を背景とした1970年代以降の先進国における経済成長戦略の変化を反映し
た議論である。そのころには，情報通信技術 ・輸送手段の発展と新興国の工業化によって先進国はか
つての経済的な優位性が脅かされ，相対的に閉じた国民経済を前提に大量生産 ・大量消費とケインズ
主義政策によって可能になっていたフォード主義的成長に困難が生じ，それまでとは異なる成長戦略
が求められるようになっていた。そこで先進国は，平準化された製品の大量生産ではなく，熟練や知
識を要する高付加価値な製品の生産やサービスの提供，そして革新的な研究開発能力によって，新興
国にはない優位性を保とうとする。しかも，経済活動のグローパル化はそれを調整するための超国家
的な政治機構を生み出すことになり，もはや国民経済を閉じたものとして扱うことを困難にする。そ
のために，国家の地域開発政策が国土の均等な開発から選択と集中に転換する。すなわち，高度な経
済活動が必要とする人的資本やインフラを特定の地域に集中させて経済成長のエンジンを作り出し，
それらの地域がグローパル経済と結び、ついて国家を超えた経済活動のネットワークに位置付けられる
ことが目指されるようになる。ここにおいて国家は，超国家的なスケールと下位国家的なスケールに
権限の一部を委譲すると同時に，グローパルからローカルにいたるスケール聞の仲介役を果たすよう
になる。サブナショナルな地域は国家による空間的な再分配に期待できなくなり， しかも権限の委譲
によって政治的な自立性が高まることで，経済成長をめぐる地域間競争が激化することになる。そし
て地域間競争の激化は，ローカルな成長地域をグローパル経済に接合しようとする国家の戦略をより
進展させる。経済のグローパル化と（時に国家のリスケーリングを通じた）地域間競争の激化への対
応として，その負の影響を緩和ないしは成長の機会として活用するために，グローパル・シティー・
リージョンズのような既存の自治体の枠組みを超えた地域関連携などのローカルな側からのリスケー
リングへの関与も起きるのである （Scotted. 2001=2004）。
上述のように，リスケ リー ング論は経済成長戦略の変化とその背景にある資本主義経済の転換を空
間的な過程として捉えている。したがって，国家のリスケーリングとは政治と経済の空間的な再編成
過程のことをきしているといえる。そのようなリスケーリングの過程においては新しい政治／経済の
空間的単位としてのスケールが生み出される。しかし既存のスケールがなくなってしまうわけではな
く，むしろリスケーリングは既存のスケールとの相互作用を通して進行するものなのである。しかも，
どれか特定のスケールの優位性を所与のものとして前提にすることもできない。たとえば，金融のグ
ローパル化によって，国家はマクロ経済的な調整を超国家的な政治機構に依存するようになるかもし
れないが， EUの例を見れば明らかなように，そこにおいて国家は全く意味のないものになってしまう
わけではなく，むしろリスケーリングの仲介役として重要な役割を果たしているのである。時には特
定の国家の意向が政策に強く反映されたりもする。したがって， 必ずしもグローパルな圧力が国家に
対して優先しているわけでもないのである。このように，リスケーリング論は「国家の終駕Jや「国
-21ー
家の退場」といった議論とは異なるパースペクティブを提示している。
(3) リスケ｝リングの比較研究に向けて
リスケーリング論はこれまで欧米における広範な分野の研究蓄積を理論的な基礎として， EUの成
立というヨーロッパの経験をもとに議論を展開してきた。しかしながら， リスケーリング論が分析し
てきたような現実と（表面的には）共通するように思われる現象が日本においても見られるようになっ
ている。超国家的な経済圏の形成と政治的調整の試みとしてTPP（環太平洋経済協定）は， 日本が参
加するかどうかの是非も含めて，そのあり方が盛んに議論されている。日韓FTA （自由貿易協定）も
同様に議論の狙上に載せられている。また，圏内の地域に目を転じてみれば，大阪都構想やグレー
ター ・ナゴヤ ・イニシアテイブのように，自治体制度の改革により機動的な政策の実行を目指したり，
複数の自治体や産業界，研究機関，国の出先機関などの連携によって既存の自治体を超えて経済成長
を目指すといった動きがある。しかしながら，日本はヨーロッパ諸国とは異なる開発主義国家と呼ば
れる政治制度のもとに経済成長を遂げてきたのであり，上記の現象はもしかしたらヨーロッパにおけ
るリスケーリングとは異なる意味を持つのかもしれない。あるいは，上述のような現象はもしかした
ら内実をともなったものではなく，リスケーリングと呼べる空間的再編成は日本ではまだ生じていな
いのかもしれない。
それでは，われわれはこれらの現象をどのように理解すべきであろうか。この間いに関して，われ
われはリスケーリング論を出発点とすることを提案したい。ヨーロッパの経験と比較しつつ日本の歴
史的な文脈に即して日本の地域開発政策や地域的な成長戦略を分析することによって， 日本において
空間的再編を目論んでいるように思われる様々な試みについてより正確な理解ができょう。また，日
本の現状のより良い理解のためには，アジア諸国と日本との比較も必要で、あるo それによって韓国な
ど他の開発主義国家と日本との差異と共通性を明らかにすると同時に，経済圏としてのアジアにおけ
る日本の位置づけと現在観察される戦略試みが持つ意味を明らかにすることができる。もしかしたら，
これらの作業によって，開発主義国家におけるリスケーリングという新しい理論的貢献ができるかも
しれない。あるいは，ヨーロッパと東アジアの経験の比較は，より抽象的なレベルにおける理論的貢
献，つまり資本主義世界経済の下での不均等発展のメカニズムを明らかにする理論的枠組みの精般化
や修正に寄与できるかもしれない。つまり，リスケーリングの過程を経路依存的なものとして認識す
るならば，表面的な共通性の背景には重要な差異があるのかもしれないし，表面的な差異の背景には
重要な共通性があるのかもしれないのであり，これらの点を明らかにすることにこそ理論的貢献を視
野に入れた比較研究の意義があるといえよう。
以下に続く 2節と 3節では 20日年度と2012年度におこなわれた国際講演会について紹介する。リ
スケーリング論を出発点とした国際的な比較研究の必要性は，本節である程度説明できたことと思う。
今後は以下で紹介する講演会の成果も踏まえたうえで，日本国内における研究が蓄積されていく必要
があるだろう（1）。
以下，2年度にわたる国際講演会の内容について要約的な紹介を行うが，その前にここで主に扱う
「リスケーリング論」の内容について，いくつか確認をしておきたい。ここで主に対象とするのは，い
わゆる「国家のリスケーリング （StateRescaling）」と呼ばれる議論である。「スケール（scale）」とは，
すでに述べた通り，もともと地図の縮尺を示す言葉で，したがって「リスケーリング（rescaling)Jと
は縮尺を広げたり，縮めたりすることを意味する。国家のリスケーリングとは，国家の領域性がその
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つど再編成されることを意味したとえば，国家が何らかの政策を立案したり，実行したりする際に，
その対象となる領域が国家を越えた範囲にまで拡大されたり，逆に都市や地方自治体の範囲にまで縮
小されたりすることを意味する。すなわち，具体的にはEUなどの国家を超えた連合体が形成され，そ
こに何らかの権限が移されることや，逆に地方自治体にたいして国家の権限や予算が移譲される分権
化などの動きを意味したりする。このように国家がその領域性において，従来とは異なる動き一一上
方ないし下方へのリスケーリング一一ーをすることに注目しようという議論なのである。そのような認
識を可能にするような空間的なスケールに関するより抽象的な議論やそれらの認識の基盤となった空
間論的な議論も含めて，リスケ リー ングという概念は広く多様に用いられる傾向が強いが，ここでは
より実態的なレベルでの議論に焦点を当てたいと思う。誤解をおそれず，あえて単純化するならば，
国家のリスケーリングとは，従来までは国家という領域を基盤として政策的な意思決定や制度設計が
なされていたのが，国家の上方ないし下方の領域性にもとづいた政策決定を国家自らが行うようにな
る現象に焦点を当てたものなのである。したがって，それらはいうまでもなくグローパリゼーション
とローカリゼーションの同時進行（＝グローカリゼーション）という事態と関連している。すなわち，
グローパル化の下で国家の領域性が再編成される現象に注目した議論なのである。
リスケーリングをめぐる議論は，必ずしもこのような実態的な政策論の範囲にとどまるものではな
いが，ここではあえてそのような側面に焦点を絞った理解をしておきたい。その方がわれわれの目的
にかなうからである。もちろん二人の講演者の業績はそれにとどまるものではないことを断っておき
たい。なお，講演内容の要約については，あくまで筆者の理解の範囲において，筆者の責任において
なされたものである。
2. 2 パク報告と韓国の状況
最初に，講演会当日に配付された資料を以下に掲載しておく。最初の部分は講演者であるパク・ベ
ギュン氏の略歴と研究内容について簡単に紹介したものである。後半は，パク氏本人が当日の講演内
容の概要について事前に英文で送ってくれたものである。そこからわがるように，これまで自明のも
のと考えられてきた国家の領域性がゆらぎはじめて，北米やヨーロッパで、は国家のリスケーリング
（国家の領域性の再編成）が問題とされている。そこで自分としては東アジアの文脈において国家の空
間的な再編成の過程について考えてみたい。これまで東アジアの開発主義国家では上からの調整過程
が優越していたが，それらが国家と地方自治体の緊張をもたらすようになり，徐々に国家の規制力が
弱まっている。同時に下方へのリスケーリングとしての分権化が進められている。そのような国家の
リスケーリング過程のひとつの事例として，韓国での原子力廃棄物処理施設の立地をめぐる問題を紹
介してみたい，というのが，当日の講演内容のねらいで、あった。
(1）講演会当日の配付資料
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講演者紹介
Bae-Gyoon Park叶叫丑（パク・ベギユン）
Department of Geography Education, Seoul National University 斗全叫苛豆ス·l~ .ill.今斗
Ohio State UniversityでPh.D.を取得。
研究関心としては，都市政治と地域政治，開発主義国家の空間性，東アジアにおける国家の空間的な
再編（特に分権化），地域の不均等発展に関する政治，東アジアにおける「創造都市（creativecities) J 
など。
パク・ベギユン氏の業績については，主要な学会誌に掲載された英文の論文としては，以下のよう
なものがあります。そこでは，韓国における国家の地域政策の展開を歴史的にあとづけながら，近年
のソウル周辺への重点的な開発の必要性が中央政府と地方との対立を招き，そのことが地方分権改革
という形での国家のリスケーリングへと展開していることを分析しています。
講演では，そのような蓄積をふまえて，最新の成果が示されるのではないかと思われます。
Park, B-G. (2003) Territorialized party politics and the politics of local economic development: State-
led industrialization and political regionalism in South Korea. Political Geography 22, 811・39.
Park, B-G. (2005) Spatialy selective liberalization and graduated sovereignty: politics of neo・
liberalism and 'special economic zones’in South Korea. Political Geography 24, 850・73.
Park, B・G.(2008) Uneven development, inter-scalar tension, and the politics of decentralization in 
South Korea. I,ηternational Journal of Urban and Regional Research Vol.321 March, 40・59.
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Inter-scalar Territorial Tensions and Rescaling of the East Asian 
Developmental State: Center-Local Tensions and the Politics of 
Decentralization in South Korea 
こと列l営社司~司司之］す01 号。い1 0ト苦忍手~ 号アト4 ごと列1蛍~ス1型叶l ロl え，l-c °a守斗lI司社包干：を号
外1λTL十時L十七号サ ズーJす社主主号斗甚喧尋司 A<3ヌ1
Bae-Gyoon Park 叶叫音
Department of Geography Education, Seoul National University 斗告叫苛Z スl司王今斗
主号
In recent social science literature, there has been an increasing number of challenges to the 
naturalization of state space, in which state spatiality has been seen as a pregiven and relatively 
unchanging feature of modernity. In this context, one emergent research agendum has been concerned 
with the production and transformation of state space. More specifcally, an increasing number of social 
scientists have paid attention to the restructuring of territorialy demarcated forms of state power, the 
recent decentring of nationally scaled forms of state activity, and the effects of newly emergent political and 
state spaces on the nature of urban and regional governance. 
The existing literature on rescaling of the state, however, is limited in conceptualizing the diverse and 
concrete ways in which scalar restructuring of capitalist states takes place in various historical, political 
and social contexts. This limitation is related to the fact that the bulk of studies conducted on the rescaling 
of the state have focused on North American and European examples. With these problem orientations, I 
aim in this article to broaden our theoretical and empirical understanding of state spatiality by addressing 
spatial processes of state restructuring in the East Asian context. In particular, I am interested in 
conceptualizing the ways in which the spatiality of top-down regulatory processes led by the 
developmental state and its’associated territorial politics can impact scalar restructuring of the state. More 
specificaly, I wil attempt to conceptualize the ways in which 1) the spatiality of top-down regulatory 
processes led by the developmental state can generate inter-scalar tensions between the national and the 
local, which results in weakening of the developmental state’s reg叫atorypoweζand 2) the state copes 
with the regulatory deficit through a scalar restructuring of reg凶ation,especially the downward rescaling 
of the state. 
My conceptual argument on the rescaling of the East Asian developmental state wil be backed up by a 
case study on recent decentralization of the decision-making processes with regard to the location of a 
radioactive waste disposal facilty in South Korea. This case study wil explore 1) the evolutionary and trial-
and-error processes through which the Korean government has jumped down the scales of regulation and 
decision-making from the national to the local, and 2) how the rescaling processes have helped the Korean 
state to resolve the crisis of regulation with regard to the location of the disposal facility by transforming 
the national-local scalar tensions to inter-local competitions for the facility. 
Keywords: rescaling, state space, territorial politics, developmental state, Korea 
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(2）講演の内容
東アジアの開発主義国家におけるリスケーリングとスケール聞の緊張関係
一一韓国での中央一地方聞の緊張関係と分権化をめぐる政治
ソウル国立大学 パク ・ベギ、ユン
近年，一方ではEUやNAFTAなどの超国家的次元での統治構造が現れると同時に，他方では都市や
地域などにより大きな権限を与える分権化の傾向が見られる。このような現象を説明し理論化する
多様な学問的試みがなされている。ここではこのような国家のリスケ リー ングが，東アジアの政治経
済学的文脈で，中央集権的な空間調整とその結果生じる領域化した利害の衝突によって，どのように
起こるかについて考察したい。
まず，国家のリスケーリングをめぐる議論の展開を整理しよう。近年，国家中心的な認識論が批判
を受けている。それは国家空間を固定不変なものと考える空間フェティシズムであり，国家領域が自
然であり連続的だと考える方法論的領域主義であり，国家のスケールが近代政治体系にとって基本的
であるとする方法論的国家主義などの認識である。
ここでスケールという概念が問題になるが，一般にスケールには地図上の縮尺という意味と，特定
の地域的社会的過程が作動する空間的範囲という意味があり，近年の地理学では後者の意味で使われ
る。また，スケールは存在論的に前もって与えられたものではなく，政治的社会的に構成されるもの
と考えられるようになっている。したがって，複数のスケールが交錯するマルチスケール的な認識が
一般化している。
国家スケールの再編としてのリスケーリングに関する既存の議論を見ていくと，まずスケールの社
会的生産を資本主義社会の調整過程に焦点を当てて説明する議論がある。フォーデイズムからポス
ト・フォーデイズムへの転換の過程で，資本蓄積の空間的スケールが拡大し，国民国家レベルでの領
域的調整が非効率になっていくことで，代替的なスケールの組織化が必要となる。すなわちよりグ
ローパルであったり，よりローカルなスケールが調整の過程で重要どなる。ブレナーはこれをジェ
ソップの国家論にもとづき，空間的ケインズ主義からグローカル戦略への転換として定式化している。
すなわち，かつては国家による中央集権的で一律な，地域間の均衡を図るような調整（空間的ケイン
ズ主義）が優勢であったのに対して，生産と投資を経済力のある都市 ・地域へ再集中化する国家空間
の分散化およびスケールの多重化が起こっているというのである。
しかしこれらの議論は資本主義経済の調整の必要によって機能的に生じるとみなされがちで，国
家を中心とした政治過程への注目がとぽしい。欧米とは違って，国家の政治権力が優越している東アジ
アにおいては，これとは異なった理論化が必要で、あろう。また，議論があまりに抽象的である点も問題
である。そこでここではもう少し具体的な議論を可能にするような道具立てについて確認しておきたい。
まず，既存の権力関係の維持や転換を意図した闘争過程で，空間的なスケールを再組織したり，再
編しようとする政治的行為を「スケールの政治Jとよんでおきたい。また，そのような再組織化の過
程として，スケールを上方ないし下方に転換することを「スケールのジャンプ」とよぶ。さらに，コッ
クスの「依存の空間」と「連帯の空間」の区別も重要である。「依存の空間（spaceof dependence）」
とは，人々がある種の利害関係を持つ社会的諸関係が作動している空間を意味し人々が特定の空間
にこだわる根拠となるものであるのに対して，「連帯の空間（spaceof engagement）」とは，そのよう
な空間的利害を守るために，そのような空間的限界を越えて形成される政治的な連帯やネットワーク
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に注目するものである。スケールの政治はこのような依存の空間にもとづく連帯の空間へのスケール
のジャンプを含んだ過程としてとらえることができるのである。
さらに，資本主義世界経済における調整過程は，すべて特定の場所において意味をもっと同時に，
その際に有意な特定のスケールのもとで作動するという点が重要である。したがって，政治的な調整
が可能になるような領域をいかに設定するかが肝要となり，「領域化（territorialization）」の戦略や政
治が焦点となる。そして，そのような領域化をもたらすスケールの間の緊張関係が，やがて国家のス
ケールを再編していくことになる。
以上のような理論的検討を踏まえて，パク氏からは，韓国で生じた放射性廃棄物処理場の立地選定
の政治的過程をスケールの政治という観点から検討した事例を報告していただいた。パク氏が紹介し
た事例は，現在，日本においても問題となっている原発立地自治体の現実を捉えるうえでも有益なも
のだろう。
韓国においては， 1986年から2005年まで，実に8次に及ぶ放射性廃棄物処理場の立地に関する計画
が政府によって立てられた。しかしそれらは候補地での反対運動によってすべて失敗に終わった。
2005年には，マスコミが立地選定は最長期に保留された国家事業だと報道する程であった。そのため，
そのころにはもはや立地選定はできないというのが，国民世論では主流の意見であった。しかし，
2005年に急展開を迎えることとなる。国家は立地選定に成功したのである。パク氏は， このような急
転換の背景には固と地方の紛争を調停するような政策の変化があり，ここに国家のリスケーリングを
考える必要があるという。
長期にわたって立地選定事業が難航したことからもわかるように，反対運動は強烈なものであった。
地域住民の運動の事例として，たとえば1990年代にはアンミョンド（Anmyeondo，安眠島）で反対運
動がおこった。普段は風光明娼な離島であったが，そこで数万人が集結したデモがおこなわれた。ま
た， 2003年にはブアン（Buan）で全住民7万人のうち 1万人が参加したデモがおこなわれた。このよ
うに，廃棄物処理場の立地選定を進めたい中央政府とそれに反対する地方との聞の対立は深刻なもの
であった。この対立の原因の説明として，一般的に言われていたのは政府と住民の不信，そしてコ
ミュニケーション不足であっーた。では， 2005年に立地選定が成功したのはコミュニケーションによっ
て良好な関係が構築されたからであろうか。パク氏は，いわばスケールの再編によって紛争の解決が
達成されたのだと主張する。
なぜ廃棄物処理場の立地選定に成功したかを理解するためには，中央集権的な立地選定の過程から
の変化を理解する必要がある。国家の側からみると，韓国は核エネルギーに国内電源の一定の割合を
依存している以上，廃棄物処理場の立地は国家スケールにとっては必要で、ある。しかし国家スケー
ルの利害は地域にとっては利己的なものとしばしばみなされてしまう。すなわち，国家スケーjレから
見れば必要な処理施設の建設は，地域スケールにとっては処理場に関する日常的不安などの負担とし
て感じられるのである。言い換えると， 中央集権的な立地選定の下ではスケール間での利害の不一致
が存在するのである。そこで，立地選定に反対するために地域スケールがスケールのジャンプをし，地
域住民と全国的な環境運動との連帯の空間が生まれる。これによって地域住民からすれば，立地への反
対活動に支持を取り付けることができる。環境運動側からすれば，反原発の勢力拡大につながることに
なる。このような連帯の空間が生じるによって，中央政府が処理場の立地への反対を地域利己主義的だ
と批判しでも，地域住民は地域スケールを超えた反核運動としての政治的正当性が付与される。その結
果として国家対地域，中央対地方の対立が決定的になり，領域化された緊張関係が明確化するという。
それでは，国家のこのような危機を回避するために，どのようなスケールの再編がおこなわれたの
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か。そこには国家対地域ないしは中央対地方というスケール間の対立を地域聞の競争に置き換えてい
く戦略がとられたという。もちろん，このような戦略は突如として現れたわけではなく，失敗を通じ
て形成されてきたものである。その戦略は3つの要素からなる。まず1つ目として，スケールの下方
へのジャンプがおこなわれた。つまり，地域が自発的に廃棄物処理場の誘致に立候補するようにした
のである。しかも，首長の独断的な申請などがおこなわれないように，自治体の申請要件として住民
の3分のlの署名と，住民投票での2分のl以上の賛成票が得られた場合に限り申請できるようにし
た。つぎに2つ目として 廃棄物処理場の誘致に成功した地域に対する経済的な補償を法的に制度化
した。莫大な経済的利益が法的に保障されたため，経済成長を目指す地域にとって処理場の誘致は負
担ではなく，むしろ魅力的な選択肢になる。最後に，立地選定に関して競争をベースとした方式が採
用された。つまり，最も多くの賛成票を得ることができた地域に立地することとしたため，誘致活動
が地域間の競争としての性格を持つようになったのである。
以上のような制度の変更がおこなわれた結果， 2004年にグンサン（Gunsan），ヨンドク（Yeongdeok), 
ポハン（Pohag），ギョンジュ（Gyeongju）という 4つの地域が立地申請をした。その結果はギョンジユ
が90パーセントの賛成票を得るまでにいたった。このような，処理場立地の反対から賛成への転換は，
リスケーリングによって説明できるとパク氏は主張した。つまり，制度改正前は中央集権的な政治か
ら地方の政治を守ろうという性格を韓国における領域の政治は持っていたのだが，それが制度改正に
よって中央政府からの経済的恩恵をめぐって地方向士で、競争する領域の政治へと変化したのである。
このような，国家の戦略によって，放射性廃棄物処理場の立地選定をめぐる紛争は調整された（2）。
以上のような報告を踏まえて，フロアからはパク氏は政治的な再領域化を強調していたが，韓国に
おいて資本主義の経済的な再領域化と政治的な再領域化に対応関係があるのかどうかという質問が
あった。この質問に対し，パク氏はこれまでのリスケーリング論が経済的な変化に主導されたリス
ケーリングの過程の分析に偏っており，したがってポリテイカルな側面に注目し，より政治的に主導
されたリスケーリングのメカニズムを明らかにすることに，自身の研究の理論的貢献があると答えら
れた。パク氏の報告の内容も踏まえるならば，中央集権的な開発主義国家におけるリスケーリングの
過程の解明のために，より政治的な側面に注目するという視点は，今後の東アジアにおける研究の方
向性の1つを示しているといえよう。この点が，ヨーロッパの経験に即して展開してきたリスケーリ
ング論に対して，日本の事例研究を通して理論的貢献ができる方法のひとつかもしれない。
2. 3 ブレナ一報告と成長戦略の転換
ここでもまずは講演会当日の配付資料を掲載しておく。やはり最初の部分は講演者であるニール ・
ブレナー氏の略歴と研究内容について簡単に紹介したものである。ブレナ一氏の場合，ハーバード大
学に着任してまもない多忙な時期に，無理をいって来日してもらった関係で， 事前に文書を用意して
いただくことができなかった。そこで，後半は筆者のひとりである玉野がブレナー氏の主要著作を参
考に，その主たる議論を要約し，そのうえで時間があれば当日の討論において活用できればと思って
用意した英文のペーパーからなっている。ブレナー氏が主としてヨーロッパを念頭において精綴化し
た議論が，どの程度日本に当てはまるのかということをごく簡単に考察したものである。幸い当日は
フロアから活発に多くの質問が寄せられ，この部分を紹介する時間はなかったが，以下に述べるよう
な事情から，当日のブレナ一氏の講演内容とは，かなり一致するものになったようである。
ブレナー氏は首都大学東京での講演の前日に パク氏同様地域社会学会のシンポジウムで報告を
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行っている。そこではリスケーリングをめぐる理論的な諸問題に関する厳密な議論について報告を
行っている。学会の参加者はほとんどが専門の研究者なので，そのような内容がふさわしいもので
あったが，首都大学東京での講演では，一般の都民や都の職員，学部の学生も多く参加するというこ
とで，急逮内容を変更して，より実践的な議論を紹介していただくことになった。それはブレナー氏
自身がこれまで検討してきた西ヨーロッパを中心とした資本主義世界経済における成長戦略としての
公共政策の変化を理論的に考察したものである。詳しくは，ブレナー氏の主著『新しい国家空間一一
都市のガパナンスと国家性のリスケーリングJ(Brenner 2004）の4章と 5章を参照されたい。
(1）講演会当日の配付資料
講演者紹介
Neil Brenner 
Professor of Urban Theory at the Harvard Graduate School of Design 
University of ChicagoからPoliticalScienceのPh.D.を， UCLAからGeographyのMAを， YaleCollegeから
PhilosophyのBAをそれぞれ取得。
主たる研究関心としては，都市問題に関する理論的，概念的，方法論的な諸問題を中心として，具体
的には都市と地域の再編成，空間的な不均等発展，国家の空間的な再編などを，とりわけ現代の新自
由主義的な資本主義における都市，大都市，ならびにリージョナルな統治ニガパナンスとの関連で描
き出そうとしている。
ブレナー氏は，地理学，政治学，社会学等の分野において近年注目すべき業績をあげている研究者
で， 2004年に出版した主著NewState Spacesでは，ヨーロッパの1970年代から現在に至る都市政策の変
遷を，国家を単位として均一的な発展を図ろうとする空間的ケインズ主義の時代（Special
Keynesianism）から，都市や都市リージョンを単位として直接グローパルな投資を呼び込もうとする
分権的で競争的な新しい地域経済発展政策の時代（RescaledCompetition State Regimes）への展開と
してとらえ，その過程で国家のあり方自体がグローパリゼーションのもとで変化していくことを，ス
ケールの転換や領域性の再編としてとらえる「国家のリスケーリング」という議論を提出しました。リ
スケーリング論はその後海外の主要雑誌で多くの関連する論文を輩出し，現在主要な論点のひとつと
なっています。 EUなどの国家を超えた統合の進むヨーロッパとは異なる東アジアにおいては少し事
情が異なるために，特に日本ではまだあまり議論が進んでいませんが，現在かつての殴米における
1970年代以降の経済的な困難と同様の状況にある日本のこれからの都市政策を考えるうえでは，国際
的な比較研究が求められています。今回の講演会が，そのような視点からの日本の国土政策や都市政
策を見直す契機になればと思います。
Brenner, N. (2009) Open Questions on State Rescaling, Cambridge Journal of Regions, Economy and Society, 
2(1): 123-39 ( = 2011，斉藤麻人・丸山真央訳「国家のリスケーリングをめぐる未解決の問題群」 『地
域社会学会年報23 地域再生の展望と地域社会学J83・108)
Brenner, N. (2004) New State Spac白：Urban Gover；ηance and the Rescaling of Statehood. New York: Oxford 
University Press. 
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The Rescaling of Statehood in Japan 
Kazushi Tamano 
Neil Brenner presented a theoretical overview of the transition from spatial Keynesianism to the 
Rescaled Competitive State Regime in European countries. Can this excellent formulation be applied to 
Japan? This paper explores this point. First, Brenner’s formulations are summarized according to his book 
titled New State Spaces (Brenner 2004). Second, the changes in Japanese State policy, especialy the 
National Land Planning and Devolution Policy, are presented and argued. According to these arguments it 
is pointed out that the timing of the transition and economic decline in Japan is di宜erentfrom that in 
Europe, and consequently the Japanese State has certainly been rescaled but is not competitive enough. 
State rescaling has been mainly downward rather than upward in Japan. In addition, it is characteristic of 
Japanese urban policy not to strategicaly expand their horizons towards the global economy. 
Spatial Keynesianism from the late 1950s until the late 1970s in Western Europe 
In the Western European context, most national states introduced nationally distributive, cohesion-
oriented regulatory strategies during the 1930s. During the 1960s, most western European states 
established relatively uniform, standardized administrative structures throughout their territories and 
mobilized redistributive spatial policies designed to alleviate intra-national territorial inequalities by 
extending urban industrial growth into underdeveloped, peripheral regions. Such strategies reached their 
historical highpoint during the mid-1970s. This was the project of spatial Keynesianism. But this was 
widely abandoned during the 1980s, as policymakers became increasingly preoccupied with the challenges 
of urban industrial decline, welfare state retrenchment, European integration, and economic globalization 
(Brenner 2004: 2). 
The characteristics of spatial Keynesianism that prevailed across much of Western Europe during 
the 'golden age’of Fordist-Keynesian capitalism are as follows (Brenner 2004: 116). 
state spatial projecおintendedto establish relatively centralized, uniform frameworks of state territorial 
organization: and 
state spatial strategies intended to channel private capital and public infrastructure investments企om
rapidly expanding urban cores into underdeveloped areas and rural peripheries. 
Spatial Keynesianism is understood to be a broad constellation of national state institutional forms and 
regulatory strategies designed to alleviate uneven geographical development within the national space-
economy, and thereby, to promote stabilized national industrial growth. The goal of state action, in this 
context, is less to enhance the productive force of capitalist sociospatial configurations than to spread the 
industrialization process as evenly as possible across the entire surface of the national territory. This 
compensatory, redistributive approach to intra-national territorial inequality associated with spatial 
Keynesianism was seen as a means to secure a stabilzed, reproducible pattern of industrial development, 
to promote the e宜icientalocation of public services and to maintain national, political and geographical 
cohesion. 
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As a result, cities and regions were increasingly subordinated to central state regulatory control, intra-
national patterns of uneven spatial development were tendentialy aleviated, and urban and regional 
development patterns were gradualy stabilized. 
The crisis of North Atlantic Fordism and the transformation from spatial Keynesianism in the 
1980s 
North Atlantic Fordism began to face a crisis in the late 1970s and spatial Keynesianism in Western 
Europe colapsed in the 1980s. In this context, four distinct but closely intertwined processes of political-
economic restructuring are of particular relevance (Brenner 2004: 164・171).
1. The decline and restructuring of mass production industries. 
2. The rise of flexible production systems. 
3. The globalization and integration of European economic space. 
4. The crisis of the Keynesian welfare national state. 
On the one hand, as economic stagnation persisted after the 1973 oil crisis and national budgets were 
further squeezed, the viabilty of promoting spatial equalization at a national scale was widely caled into 
question. On the other hand, flexible production systems have developed, mainly characterized by (a) the 
use of nondedicated machinery and multi-skilled labor at the firm level, (b) expanding social division of 
labor, dense subcontracting relationships, and short-term contracts at the inter-firm level, and (c) 
increasing product di宜erentiationin the sphere of circulation. With the rise of flexible production systems 
the importance of customized, specialized, and place-specific conditions of production within local and 
regional economies as a means to secure global competitive advantages have come to be emphasized. The 
deregulation of the financial sector and the process of European monetary integration have signifcantly 
enhanced the mobility of capital competition for European market shares. Multinational companies 
increasingly serve the European market as a whole rather than a set of national markets. Cities and 
regions across each national territory have been restructured according to their relative positions within 
the supernational spatial division of labor. Consequently new forms of territorial inequality have been 
superimposed upon inherited national patterns of core-periphery polarization. 
As a result, spatial Keynesianism, characterized by centralized state territorial organization and 
egalitarian state policy, has come to end. 
Urban Locational Policy and the Rescaling of State Space during the post-1980s period 
The transformation from spatial Keynesianism includes the folowing rescaling of statehood (Brenner 
2004: 176). 
state spatial projects intended to establish customized, place-specific regulatory capacities in major 
cities, city-regions, and industrial districts and, more generall弘 todecentralize key aspects of 
economic regulation to subnational (regional or local) institutional levels; and 
state spatial strategies intended to reconcentrate socioeconomic assets and advanced infrastructural 
investments within the most globally competitive city-regions and, more generally, to enhance the 
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territorial competitiveness of major local and regional economies. 
Brenner refers to the diverse institutional realignments and regulatory strategies mobilized by post-
Keynesian competition states as forms of urban locational policy insofar as they explicitly target cities and 
urban regions as sites for the enhancement of territorial competitiveness. Urban locational policy was 
formed by the urban restructuring and uneven spatial development in western Europe which was 
characterized by (a) an enhanced concentration of socioeconomic capacities, high-skilled labor, and 
advanced infrastructure investments into major me仕opolitanareas; (b) a growing di旺erentiationamong 
local and陀 gionaleconomies according to their particular specialization within global and European spatial 
divisions of labor; (c) enhanced levels of connectivity and interdependence among the most d戸1amic,
globally integrated metropolitan cores; and (d) an increasing functional disarticulation of major urban 
regions from their surrounding peripheries and from other marginalized areas within the same national 
territory (Brenner 2004: 190-1). 
It is very interesting that the endogenous development strategies of the late 1970s and early 1980s 
existed between the Fordist-Keynesian centralized and equalized state space and the post-Keynesian 
decentralized and scale-specific forms of state intervention to enhance urban territorial competitiveness. 
These endogenous development strategies were elaborated仕oma wide range of political perspectives, 
including Green, feminist, eco・socialist,socialist, and social-democratic standpoints. All of them viewed 
municipalities as privileged institutional platforms for various forms of democratic self-determination by 
local populations. In the 1970s these strategies emerged in a political-economic context in which Western 
European national governments remained firmly committed to the priority of national spatial equalization. 
National commitments to geographically balanced growth in the name of equit弘 however,have 
increasingly given way to concern with the way in which the characteristics of particular localities can 
enhance the economic growth and competitiveness. 
Although the rescaled geographies of state spatiality that crystallized during the post-1980s period must 
be conceived as path-dependent, these transformations are characterized as a Rescaled Competition State 
Regime (RCSR)--rescaled, because it rests upon scale-sensitive political strategies intended to position key 
subnational spaces (localities, cities, regions, industrial districts) optimally within supranational (European 
or global) circuits of capital accumulation; a competition・ state, because it privileges the goal of economic 
competitiveness over traditional welfarist priorities such as equity and redistribution; and a regime, 
because it represents an unstable, evolving institutional-geographical mosaic rather than a fuly 
consolidated framework of statehood (Brenner 2004: 260). 
The case of Japan 
Are these summaries applicable to the case of Japan? We will look into them step by step. 
First, it seems that the formation of the Fordist production system and spatial Keynesianism企omthe 
late 1950s in Japan were similar to those in Western Europe. Needless to say, the rapid growth of the 
Japanese economy in the 1960s was based on the mass production system. The Comprehensive National 
Development Plan was state spatial strategies that intended to channel private capital and public 
infrastructure investments企omrapidly expanding urban cores into underdeveloped areas and rural 
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peripheries. Although state spatial pro；釘お intendingto establish relatively centralized, uniform 
frameworks of state territorial organization had been accomplished before World War I , we could see the 
characteristics of spatial Keynesianism in Japanese national land planning at almost the same period as in 
Western Europe. 
However, the period of crisis of Japanese Fordism and the transformation from spatial Keynesianism 
seems to be di佐rentfrom that in Europe. Whereas North Atlantic Fordism faced a crisis in the 1980s, 
Japanese economic growth was maintained satisfactorily during the same period. Instead, Japanese 
economic growth has faced great di証ic叫tysince the late 1990s. We must be careful with this di百erence.
What was di百erentbetween European countries and Japan in the 1980s? What were the processes of 
political-economic restructuring in Japan? Economic restructuring certainly existed in the 1980s but it 
differed depending on each count巧’shistorical background. Regarding 1. the decline and restructuring of 
mass production industries and 2. the rise of flexible production systems, these were also seen in Japan, 
but from the beginning vertical integration was not so dominant that flexible smal businesses had to 
depend on subcontracts with large co叩orations.Consequently, Japanese big businesses smoothly adapted 
themselves to the post_-Fordist production system without the assistance of urban and regional policies. 
Globalization in the Japanese context did not mean integration into the East Asian economic space, but 
only a multi-nationalization of large companies of Japanese origin. Although 4. the crisis of the Keynesian 
welfare national state also took place in Japan, 3. the globalization and integration of East Asian economic 
space had not yet appeared in the 1980s. Therefore, it was in the late 1990s that a decline in the Japanese 
economy and a transformation of urban and regional policy occurred. 
In fact, policy change which seems to contain the characteristics of state rescaling has been seen in 
Japan since the late 1990s. The Comprehensive National Development Plan showing typicaly spatial 
Keynesianism was abolished and replaced with the National Spatial Strategy in 2005. The Comprehensive 
National Development Plan has been revised several times. The 4th revision presented in 1987 may have 
been a turning point. Then Prime Minister Yasuhiro Nakasone ordered the Commission to give great 
importance to the metropolitan紅easespecially τokyo・Thisinterfered with their principle of equal 
development which was state spatial strategies of spatial Keynesianism. As so many municipalities located 
in underdeveloped areas and rural peripheries opposed this proposal, the government was forced to 
reconsider it. The reason why Prime Minister Nakasone thought metropolitan development was 
important was not because of urban decline, but because of the trade friction between Japan and the U.S. 
He hoped to promote urban development to expand domestic demand. It is important to recognize that 
state spatial strategies which intend to reconcen位ateassets and investments within a particular 
metropolitan area are di百icultto complete insofar as they depend on the Comprehensive National 
Development Plan. This is one reason why the 5th Comprehensive National Development Plan revised in 
1998 not only had no effective influences, but was also abolished in 2005. 
On the other hand, Devolution Reform started in 1995 in Japan. It seemed to be a prerequisite of state 
spatial projecおwhichintended to decentralize key aspects of economic regulation to subnational (regional 
or local) institutional levels. However, Japanese Devolution Reform did not lead to an enhancement of 
local economic competitiveness, but rather forced local governments to restrict their expenditures and 
promoted consolidation of small municipalities. In Western Europe, Brenner pointed out that the 
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endogenous development strategies of the late 1970s and early 1980s helped the transformation仕omthe 
nationally balanced growth in the name of equity into the enhancement of locally specific growth and 
competitiveness. Itis the cities, city-regions and industrial districts, instead of the nation as a whole, that 
must compete for a dominant position in the global economy. Devolution Reform is necessary for local 
governments to work competitively to acquire investments from abroad, independent of national policy. In 
other words, the nation state encourages local governments to compete with each oth低
In Japan, trends toward local autonomy also developed in the late 1960s and 1970s but they have 
declined since the 1980s. Consequently, Devolution Reform after the late 1990s, an initiative taken by the 
nation state, was not appreciated as an opportunity for local economic development in the global economy. 
Instead, it was viewed as a demand by the central government for local governments to reduce their 
expenditures under the financial crisis. It appears certain that the central government will not permit 
subnational institutions to carry out a development plan without the government’s supervision. Therefore, 
state rescaling has been mainly downward rather than upward in Japan. 
In conclusion, let us summarize what was mentioned above. Firstly, Japanese experiences were not 
different from Western Europe regarding the Fordist production system and spatial Keynesianism after the 
1950s. Secondly, the period of crisis of Japanese Fordism and the transformation from spatial Keyne-
sianism was, however, di百erentfrom that of Europe. Whereas the crisis of Atlantic Fordism and the 
transformation from spatial Keynesianism was in the 1980s, the Japanese economic depression and policy 
changes started in the late 1990s. Finally, because of this timing and the historical path幽dependency,state 
rescaling in Japan has had the following distinct features. 
I am sure that the Japanese State has been rescaled due to the Devolution Reform which has been 
carried out since the late 1990s. However, Japan is less competitive than European countries where local 
governments independently pursue their own economic development policy in the global and European 
market. Therefore, in Japan, downward rescaling has been dominant and the country has not been found to 
rescale upwardly beyond the national territory into the East Asian region. Although this lack of expansion 
into the East Asian region is mainly due to historical and political reasons, it is also because Japan’s state 
and urban policies have not provided adequate strategies for competitive economic development in the 
global market. I cannot determine whether this is merely a time lag or not. 
(2) 講演の内容
新自由主義化する資本主義の時代における国家のリスケーリング
一一未解決の課題と比較の視点
ノ、ーバード大学 ニール・ブレナ｝
報告の内容は，リスケーリング論の分析枠組みの紹介と，その分析枠組みを用いながら1960年代以
降の西ヨーロッパにおける都市と国家の再編成の過程についての説明の2つに分かれていた。また，
当日の報告は，国家のリスケ｝リングと都市の関係に焦点をあてた内容になっていた。
まず，はじめにブレナー氏が強調したのは， リスケーリング論には都市の成長・繁栄の裏側には空
間的・階層的な不平等が存在しているのではないかという問題意識がある点である。都市の再生や繁
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栄をもたらすとされる都市ガパナンスが，新しい社会的不平等をもたらすかもしれないという視点で
ある。この問題関心は西ヨーロッパの諸都市の具体的な問題に基づくものであり，したがってリス
ケ リー ング論は西ヨーロッパの経験によるところが大きい。しかしながら，ブレナー氏は，リスケー
リング論の分析枠組みにとって， 日本や東アジアの経験にはどのような理論的含意があるのかについ
て大きな関心を持っていることも強調した。
ブレナー氏によれば，リスケーリング論の分析枠組みの基礎には，ニール・スミスが彼の代表的な
著作であるUnevenDevelopment: Nature, Capital and the Production of Spaceで展開した資本主義のもとに
おける不均等発展の理論があるという。ニール・スミスは，資本主義には2つの発展の傾向があるこ
とを述べた。すなわち，同質化（均質化）と差異化である。これら 2つの傾向は資本蓄積の戦略に使
われる。したがって，資本主義下の空間的過程が同質化に向かうか差異化に向かうかは偶発的という
よりも，組織的に （systemic）に生じるのである。
上述のような資本主義下の空間的過程の認識に基づき，ブレナー氏はそこに不均等発展の仲介とし
ての国家の制度と戦略を一一レギュラシオン学派にならって言い換えれば，資本の蓄積戦略と国家に
よる調整ーーを位置付けて考えている。国家を仲介として位置付けることで，空間の均質化は国家に
よる再分配としての性格を持つものとして，差異化は成長志向の性格を持つものとして捉えられるよ
うになる。
国家を資本主義下における空間の同質化／差異化の仲介として位置付けると，以下の二つの疑問が
浮かぶ。 1つ目はどのような空間的スケールが国家による調整のターゲットになるのかであり，2つ
目は何を目的として資本の蓄積過程に国家が介入するのかである。これらは歴史的に変化するのであ
り，したがって，国家の地域開発政策の変化を捉える時代区分が必要になる。
ここでブレナー氏は次のような時代区分を提示する。まず第二次大戦後から1960年代までの空間的
ケインズ主義の時代である。この時代には国民国家を単位とした空間的再分配がおこなわれていた。
しかし 1970年代は戦後の経済成長を支えたフォーデイズム的成長に危機が生じ，空間的再分配の基
礎が徐々に掘り崩され，不安定になった。1980年代になると，ヨーロッパにおいて地域開発政策の大
きな変化があった。ブレナー氏が都市立地政策（urbanlocational policies）と呼ぶ新しい戦略が実施さ
れるようになったのである（3）。この変化においてキーポイントとなるのは，不均等発展を促進するよ
うになったことである。
それでは都市立地政策へと地域開発政策が変化する前に存在した空間的ケインズ主義は，どのよう
な戦略として特徴づけられるのか。端的にいえば，それは国家化であり，再分配であり，均等化とし
て特徴づけられる。このような特徴は，この時代の経済成長が国民経済を単位とした大量生産 ・大量
消費によって可能になっていたことと関連している。したがって，まず注目すべきは，空間的ケイン
ズ主義の戦略的対象は国民経済だという点である。そして，空間的ケインズ主義のゴールは，国家領
域（nationalterritory）に産業 ・人口・インフラ ・資本を広げることによってマクロ経済的成長を達成
することにある。したがって，国内の低開発地域が主要な対象であった。ブレナー氏は空間的ケイン
ズ主義の戦略を「ジャムをパンにできるだけ均等に塗る」と表現していた。注意すべき点は，空間的
ケインズ主義に基づく空間的分配は，必ずしも空間的公Eや平等のためにおこなわれたのではなく，
再分配はマクロ経済の安定に必要だという経済的要請に駆動されていた点である。言い換えれば，不
均等発展は経済成長にとっての障碍であり，マクロ経済にとって逆機能的であるという考え方がそこ
にはあったのである。だからこそ，再分配はナショナルスケールでおこなわれ，地域政策は都市の外
に向けられていた。
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上記のような空間的ケインズ主義は経済的要請によって駆動されていたため， 1970年代のフォー
デイズムの危機によって，その基礎を掘り崩されることになる。そして， 1980年代には，それまでと
は異なった地域開発の戦略が現れてくる。それが，ブレナー氏がいうところの都市立地政策（urban
locational policy）である。都市立地政策は， ドイツで実施されたStandortpolitikから着想を得た概念で
ある。都市立地政策が空間的ケインズ主義と決定的に異なる点は，不均等発展が経済成長にとっての
障碍ではなく，むしろ経済成長の基礎として考えられるようになったことである。このような考え方
の背景には，資本の循環がグローパル化したということが成長戦略の前提となったということがある。
つまり，国民経済はグローパル資本が集まる結節点（nodalpoint）によって駆動されているのであり，
したがって国家は社会・経済的な資本を一定の地域に集中させようとするのである。 このような変化
は，地域開発政策の対象となるスケールが，ナショナルスケールからアーバンないしはリージョナル
なスケールに移り変わったこと一一つまり，リスケーリングされたことーー を意味している。このよ
うに，都市立地政策においては，再分配と均質化を経済成長の基礎とする空間的ケインズ主義とは対
照的に，空間的分極化 ・不平等・差異化が資本蓄積の基礎となる。
ドイツの例は日本を考えるうえで興味深い。ドイツも日本と同様，敗戦国としてマーシャルプラン
以降，経済復興に努力してきた。ここから ドイツと同様，日本にも空間的ケインズ主義があったと予
測されるが，どうだろうか。ドイツも日本も開発主義国家のもとで，空間編成が図られてきたと思わ
れる。
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図I-2-1 国家の中の都市 出典： Brenner(2004: 122) 
-38ー
ドイツの有名な地理学者であるクリスターラーが描いた地図（図I-2-1）を見てもわかるように，
この時期にはナショナルな空間が単位となり，それぞれの国家に中心都市が所在するかたちになって
いる。この時期は中心都市の外側に広がっていくリ｝ジョナルな政策がさかんに行われ，再分配の対
象となっている。ナショナルな空間が支配的な国家空間であり，その内部での均質化が課題となって
いる。しかし70年代に入ると，新しい危機が生じていき，その対応として80年代以降の戦略の前史と
なるような対応が，自動車や鉄鋼などの業種において現われるようになる。
80年代になるとドイツでいうStandortpolitik，すなわち都市立地政策（urban locational policy）とい
う戦略が現われてくる。これは特定の都市や地域をグロ｝パルな企業が投資を行う対象と見なし，国
家を超えたスケールでの経済発展の場所と見なす戦略である。そこには国家という領域ではなく，国
家を超えた領域から投資を呼び込むという発想、が見られ，ここに国家空間のリスケーリングが見られ
るわけである。つまり，特定の都市や都市リージョンにおけるローカルな経済発展戦略が重視される
ようになり，国家だけではなく特定の都市地域や自治体が重要な働きをはたすようになる。かくして
国家空間は分化し，均質化ではなく差異化が優勢となっていくのである。東京の特定の地域がグロー
パル経済との関連で特別の意味をもち，開発の対象となり，都市のルネサンスが目指されるという よ
うに，日本や韓国などでも同様の変化が指摘されている。すなわち，空間的ケインズ主義においては
国土の均質化が経済成長の前提と考えられていたのにたいして，むしろここではそれが足かせと見な
され，むしろ空間の不均等な発展が資本蓄積のためには必要と考えられるようになる。これまで都市
の外側に広がる未開発地域の開発のために再配分されていた資源が，都市の中心地区のさらなる発展
へと投資されるようになり， その結果，中心都市における特権的な成長戦略が空間的な格差や二極分
化をもたらすことになっていく。
。
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図I-2-2 ヨーロッパのブルー ・バナナ 出典： Brenner(2004 : 189) 
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結果として，西ヨーロッパ全体としては，先ほどのクリスターラーの描いた図とは対照的な，ブ
ルーネットの有名な「ブルー ・バナナ」のようなイメージが経済発展の構図になっていく（図I-2-
2）。つまりイギリスの南西部から始まり，オランダ，ベルギー， ドイツの諸都市をつないでイタリア
へと続くブーメランのような都市リージョンが，グローパル経済の中でのヨ ロー ッパ経済の発展地域
と見なされ，ここでは国家の境界はまったく意味をなさなくなる。このような意味での国家のリス
ケーリングが進展していったのである。
空間的な同質化や再分配ないしはバランスは，言説としての重要性はいまだに持っている。しかし，
今や資本主義のもとにおける国家空間の再編は，空間的不均等を増長するような方向に向かっている
こともまた事実である。 したがって，ブレナー氏は今後の研究の課題として，都市立地政策と国家の
リスケーリングが引き起こしうる危機への傾向，不安定性，矛盾を明らかにしなければならないとい
う点を挙げた。空間的ケインズ主義から都市立地戦略への転換は，決して盤石なものではなく，矛盾
に満ちた過程と理解されなければならない。この課題は西欧において，そして西欧を超えた文脈で探
求されるべきものであり，だからこそアジア諸国における研究が必要となっていることが強調された。
以上のようなブレナー氏の報告に対して，フロアからいくつかの質問やコメントがあった。まずl
つ目は，国家制度の整備が遅れ開発主義国家的特徴の弱い東南アジア諸国の現実を見る限りでは，ブ
レナー氏が強調した空間的ケインズ主義からの転換よりも むしろ空間的ケインズ主義がなぜ西ヨー
ロッパで特定の時代に成立したかというメカニズムこそ明らかにすべきではないかというコメントが
あった。それに対してブレナー氏は，非常に重要な論点であることを認め ただし領域的な再分配は
グローパルにみられるのではないかということを述べた。しかしながら，まだまだ解明されていない
点が多く，比較が必要であるという考えを示した。 2つ目として 日本にもヨーロッパと同様な傾向
はみられるが，それが生じた違いに注目すべきであり たとえば交付税のあり方や一票の格差などの
政治制度的な差異に注目すべきではないかという意見があった。また， 日本において空間的再分配を
考えるときには，限界集落のような日本特有の問題も考慮に入れるべきだろうというコメントがあっ
た。これらの点に対して，ブレナー氏はいずれも重要な論点であることを認めたうえで，空間的再分
配を考えるとき，経済発展ではなく社会発展を空間政策とどう結びつけるかという視点が重要である
という考えを述べられた。最後に，都市に存在するグローパル化の影響をあまり受けていないように
恩われる現象，たとえば商店街のような都市における小規模な商業をグローパルな文脈でいかに理解
すべきなのかという質問があった。それに対して，都市は日常生活の空間であるが，グローパルな資
本の圧力のもとに，人々は空間を使って日常生活を営んでいることをブレナー氏は強調した。都市に
おいては一方でグローパル資本の，もう一方では成長を目指すローカルな圧力のという二重の圧力が
ある。この二重の圧力によって人々はどのような影響をうけているのか，あるいはそれらにどのよう
に対抗するのかは重要な論点であるということをブレナー氏は述べられた。
ブレナー氏の報告では，西ヨーロッパを超えた比較研究の必要性と可能性が何度も強調された。資
本主義経済は今やグローパルに展開しているため，どこか特定の都市・地域を考えるときにもグロー
パルな資本の循環を抜きにしてはいけない状況にある。しかしながら，ブレナー氏が述べているよう
に，ある都市 ・地域をグローパルな資本と結びつける試みには その仲介役としての国家の役割を考
えなければいけないしそのような試みは過去の歴史を引き継いだうえで生じてくる。ここに国際的
な比較と，時代区分の必要性があるのだろう。われわれが現代日本における諸都市の現実を考えるう
えで，ブレナー氏の議論は西ヨーロッパの経験を土台としているためにそのまま適用できるわけで、は
ないが，重要な視点を提示していることは確かである。
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(1) 日本における事例研究としては，たとえば東京を対象としたTsukamoto(2012），沖縄と大阪を対
象とした山崎（2012），浜松市を対象とした丸山（2012）がある。また，日本を含めた東アジアの諸
地域の事例についてはParket al. (2012）がある。
(2) 以上の講演内容の理解のために，ひとつだけ補足をしておきたい。とりわけ，最後の部分でのに
わかな転換が，韓国の事情に疎い者には信じがたいものがあるだろう。学会での質疑応答の中でも，
やはりそのような質問がなされ，パク氏が次のように応えていた点が重要である。このような転換
が現れてくる前提として，韓国での地方分権改革がもたらした地域間競争の深化を考える必要があ
る。韓国では地方分権改革によってこれまで国家レベルで調整されていた地域間の開発や経済成長
が，地域を単位とした競争－に取って代わられるようになる。経済的な補償と支援を見返りとして放
射性廃棄物の処理施設を誘致しようとする地域の側の対応は，このような地域間競争の激化を前提
としないかぎりは理解できないものである。つまり，国家のリスケーリングをもたらした資本主義
の調整過程の転換の背後には，経済成長をめぐる地域間競争の激化という現実が伏在している。さ
らに，その後の地域社会学会の研究例会で，文貞実氏が紹介してくれた近年の韓国における国土計
画の内容が印象的である。そこではいくつかに分割された韓国の各地域が取り組むべき課題が提示
されているが，それらはすべて韓国国内ではなく，海外への進出や展開への展望が目標として掲げ
られているのである。つまり，国家ではなく地域を単位として，やはり国家ではなくグローバルな
展開をめぐって経済成長や地域間競争が図られる場合に，国家のリスケーリングが問題となるので
ある。この点は次のブレナ一報告によって，より精綴な理論的精級化が図られているといえよう。
(3) なお，ブレナー氏は都市立地政策と同様の内容を指す言葉として，かつては「グローカル化戦略
(glocalization strategy）」を用いていた。しかし一般にグローカル化という語の意味が不明瞭なも
のであり，誤解をまねくため，現在ではグローカル化戦略という語は用いていないという。
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I. 日本における都市の状況
ここではI部で紹介した議論にもとづき，現実の日本の都市がどのような状況にあるかを，主とし
て事業所統計のデータを用いて検討している。1では東京圏，関西圏，名古屋聞という三大都市圏を
対象に， 2では特に東京圏の動向について分析を行っている。 lでは， 三大都市圏のそれぞれに特徴
のある動向が，いずれも I部の議論にもとづいて分析可能で、あることが示されている。 2では，東京
中心部の社会地区分析によって港区渋谷区新宿区において新しい産業集積が見られることと，大
田区ならびに墨田区を中心とした城南と城東の工業地帯における製造業の衰退が顕著であることが示
されている。
なお，ここでの内容に関する既発表論文としては， Tamano(2011）がある。また，データの分析作
業については，当時首都大学東京の院生であった前回結の助力を得ている。
文献
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l.三大都市圏の動向
玉野和志
1. 1 分析の目的
これまで東京をはじめ日本の都市については，世界都市論などとの関係で様々なことが論じられて
きた。たとえば，サッセンが80年代初頭までの東京について，ニューヨークやロンドンと同様な趨勢
の下にあるとしたのにたいして（Sassen,2001a, b），ヒルとフジタは少なくとも80年代までの日本の都
市は，東京の大田区や大阪の東大阪市のような産業地域を抱えている点で，ニューヨークやロンドン
とは決定的に異なると論じている（Fujitaand Hil, 1998; Hill and Kim, 2000, 2001）。また，日本ではグ
ローパル化にともなう東京にたいする大阪の衰退が問題とされたり，愛知万博や中部国際空港などト
ヨタを中心とした名古屋圏の発展などが注目されている。
そこで，ここでは90年代以降の三大都市圏における産業別の事業所数や従業員数の推移を確認する
ことで，これらの議論の当否を確認してみたいと思う。
1. 2 分析の方法
ここでは，事業所統計に関する地域メッシユデータを用いる。地域メッシユデータを用いるメリッ
トは，都道府県や市区町村の境界とは無関係に大都市圏を設定できる点にある。ただし，それは幾何
学的に領域が設定しやすいというだけで，そのことでどの範囲までを都市圏と認めるかについての客
観的な規準が設定できるようになるというわけではない。領域設定に関する恋意性については，相変
わらず課題として残るのである。そのことをふまえたうえで，図I-1-1に示したように，三大都市圏
についての領域を設定した。やはり怒意的であることは免れないが 10km四方の第2次地域区画を単
図I-1-1 三大都市圏の設定
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・五線
図I-1-4 関西圏の範囲
位として，東京圏については4×4で16の区画を，名古屋圏については3×4で12の区画を，関西圏に
ついては8×7で56の区画を設定した。関西国がかなり広い設定になっているが，それぞれの都市圏
の範囲については，具体的に図Il-1-2～4に示したとおりである。東京圏は東京を中心に川崎は含む
が，横浜，千葉，埼玉は含まない範囲で設定している。名古屋圏は名古屋を中心に豊田を含むかたち
で設定した。関西国は大阪を中心に，神戸，京都，奈良をすべて含む範囲で設定した。名古屋圏につ
いてはトヨタの影響が無視できないので，豊田市周辺を広く含めるかたちで設定し，関西圏について
は大阪の衰退は明らかであるが，京都などの発展が語られる場合もあるので 広く関西の諸都市を含
む範囲で設定している。恋意的ではあるが，意図としてはそのような意味を含めた設定になっている。
ちなみに，これらの分析に先立つて，東京については山手線内を中心としたより狭い範囲で，関西に
ついても大阪だけを含んだ範囲で同様の分析を行っているが，大勢としてはほとんど変わらない結果
であった。なお，具体的なデータ集計の方法については，各年度の地域メッシュ統計から作成したマ
トリ ックス・デ｝タを， SPSSを用いて該当する第2次地域区画ごとに集計するというやり方をとった。
1 . 3 分析の結果
表Il-1-1と2に示したのが，三大都市圏における1986年から2006年までの産業別事業所数ならび
に従業者数の推移である。 2006年からサーピス業を中心とした産業分類の仕方が見直されているので，
2006年のサーピス業と卸売小売飲食業の数値は示されていない。製造業についても，一部印刷出版業
が別の分類に移されているので，数値が減っている点に注意する必要がある。
まず，全産業の事業所数と従業者数の総計を見た場合，関西圏全体で東京圏とほぼ匹敵する規模で
あることがわかる。名古屋圏は規模がかなり小さいことがわかる。事業所数はいずれの都市圏におい
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表II-1-1 ＝大都市圏の産業別事業所数の推移
全産業 製造業 サービス業 金融保険業卸売小売飲食業 不動産業
東京闇
1986 892,012 137,815 201,045 13,138 400,590 50,717 
1991 879,251 130,938 215073 15,492 369,604 55,910 
1996 873,441 114,789 226,972 15,148 362,664 56,549 
2001 822,740 94,680 236,894 13,375 333,190 55,647 
2006 783,220 76,708 10,758 §9,341 
関西国
1986 856,274 132,732 187,035 11 814 411,028 40,789 
1991 860,385 128,253 199,987 12,712 395,162 46,309 
1996 835,510 116,229 206,601 12,713 373,455 44 341 
2001 770,543 96,376 208,983 11,125 334,996 42,441 
2006 697,256 78,369 8,667 48,078 
名古屋圏
1986 216,385 34,487 46,345 2,921 103,407 8,844 
1991 222,795 34,253 51,390 3,266 102,053 9,524 
1996 222,653 31,820 54,048 3,433 99,612 9,579 
2001 208,365 26,891 55,235 3,199 90,598 9,191 
2006 193,999 23,344 2,711 9,651 
注）2006年に事業所統計の産業分類が見直されたので，サーピ、ス業と卸売小売飲食業については空
欄にしてある． このとき製造業の一部も他の分類に変更されているので，減少が大きくなっている．
表E 1ー-2三大都市圏の産業別従業者数の推移
全産業 製造業 サービス業金融保険業卸売小売飲食業 不動産業
東京圏
1986 8,903,100 1 870 833 2,087,373 426,433 2,827,786 190,644 
1991 9,854,403 1,884,523 2,609,849 535,214 2,930,062 251,404 
1996 10,101,484 1,615,174 2,889,417 488,986 3,149,989 248,633 
2001 9,692,717 1,316,060 3 220 592 412,359 2,967,513 249,774 
2006 9,778,278 1,091,146 376,432 273 870 
関西国
1986 7,168,309 1,762,864 1,532,304 263,684 2,327,611 130 659 
1991 7,854,395 1,815,092 1,829,030 290,33 2,464,443 172,026 
1996 8,095,554 1,672,088 2,031,729 258,912 2,601,392 171,629 
2001 7,488,295 1,394,481 2,140,638 209,111 2,396,179 160,020 
2006 7,128,828 1,171,872 174,026 171,413 
名古屋圏
1986 2,000,892 566,712 375,041 63,549 633,791 26,384 
1991 2,260,976 593,228 474,548 70,345 717,475 31,550 
1996 2,352,608 550,708 536,788 67,888 754,312 32,559 
2001 2,230,994 480,375 586,253 54,958 702,532 33,228 
2006 2,259,922 464,946 50,119 37,237 
注）2006年に事業所統計の産業分類が見直されたので，サーピ、ス業と卸売小売飲食業については空
欄にしてあるこのとき製造業の一部も他の分類に変更されているので，減少が大きくなっている．
ても減少する傾向にある。しかし従業者数は東京圏と名古屋圏で増加し関西圏でもこの期間を通じ
て減少分はそれほど顕著ではない。全体に事業所規模が大きくなる傾向にあり，少なくとも都市圏に
おいては雇用そのものは減ってはいないことがわかる。ただし 96年をピークに従業者数は減少する
傾向にあるので，やはり90年代後半以降，雇用が停滞していることは確かである。
とりわけ同じ時期における製造業の衰退は顕著である。 96年以降， どの都市圏においても製造業の
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事業所数および従業者数は， いずれも急激に減少している。従業者数の総数がそれほど変わらないの
は， 同じ時期のサービス業の増加によるものである。また，金融保険業については91年をピークに減
少する傾向にあり，バブル経済の興隆と崩壊をそのまま映し出している。これにたいして不動産業に
ついては，すべての都市圏において少なくとも従業者数は一貫して増加する傾向にあり，きわめて注
目される。
以上の点から， 90年代後半以降，とりわけ製造業において日本経済の後退が顕著である点について
はいうまでもない。しかしながら，少なくとも都市圏においてはサービス業の伸びによって， 80年代
後半の水準を下回るまでには至っていない。サッセンやヒル ・フジタの議論との関係では，サッセン
がニューヨークやロンドンと同様の趨勢と論じた点については，少なくとも80年代までの日本の都市
には当てはまらず，むしろ90年代後半以降に妥当するようになってきている可能性があることがわか
る。サービス業の増加やとりわけ不動産業の一貫した漸増傾向は，サッセンのいう製造業から生産者
サービス業への転換と，それにともなう雇用の不安定化を予想させるものである。また， 90年代初頭
まで製造業が維持されてきた点については，ヒルとフジタの主張の通りであるが，それ以降の急激な
衰退はその主張がもはや当てはまらないことを雄弁に物語っている。いずれにせよ，これらに関する
議論についてはサービス業や不動産業の内容を精査する必要があり， 2006年にサービス業を中心とし
た産業分類が見直されることになったのも，そのような背景があったと考えられる。しかしそれゆ
えに経年的な変化を明らかにすることが困難になっているが，この点については後でできるかぎり試
みてみることにしたい。
次に， 三大都市圏ごとでの違いについて，その詳細を見ていきたい。製造業の衰退という点では，
86年を100とした場合の2006年の数値を見た場合事業所数については東京国56，関西国59，名古屋圏
68，従業者数については同じく東京圏58，関西国66，名古屋圏82となっている。名古屋圏の健闘は理
解できるにしても，実は東京国の方が関西国よりも製造業の落ち込みが激しいのである。他方，サー
ビス業の伸びという点では同じく86年を100とした場合の2001年の数字を見ると，事業所数で東京圏
118，関西国112，名古屋圏93，従業者数で東京国154，関西圏140，名古屋圏156となっている。こちら
で、は確かに東京国の伸びが関西圏の伸びを上回っているが，それ以上に名古屋圏での伸びが顕著であ
る点が注目される。金融保険業と不動産業についても同様の傾向が確認できる。
つまり，製造業の衰退という点では，関西圏よりも東京国の方が実は切実であり，両者の違いは
サービス業の伸びによるものであることがわかる。さらに名古屋圏の相対的な発展は，製造業の維持
だけではなくサーピス業の伸びという点でも，顕著なものであることがわかる。それでは，次にサー
ビス業の詳細について見てみよう。
表I-1-3は，サービス業の中分類のうち，いくつか特徴のある区分についてだけ，分類の変更のな
かった96年と01年を中心に，若干の変更を含んだ91年と，大きな変更がなされた06年について，従業
者数の推移を三大都市圏ごとに示したものである。06年の数字はあくまで参考にすぎないが，この部
分の数値が極端に増加している区分が，近年の成長部門であって，産業分類の変更を促したものであ
ることがわかる。とりわけ従業者数が増加している区分に関する三大都市圏での違いに注目するなら
ば，次のような傾向が見て取れる。まず， 「生活関連サービス業J，「情報サービス調査業」，「その他の
事業所サ｝ピス業」は，いずれの都市圏においても増加しており， 06年の改訂によってもそれほど大
きな変更はなされなかった部分である。このあたりがいわゆるサービス業の増加というときの一般的
な部分であろう。これらの項目においては， 三大都市圏で大きな違いは見られない。ところが，「映画
ビデオ制作業J，「専門サービス業」，「学術研究Jなどの区分においては 東京圏と名古屋圏において
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表Eー 1-3三大都市圏の各種サービス業別従業者数の推移
生活関連 映画ビデオ 放送 情報サーピその他事業専門サー ．学術研究 医療 保健衛生
サー ビス業 塑l空整ー → ス調査業 所サービスピス 開発
東京圏
1991 45015 36 458 17,640 390,292 325,678 376,978 51,053 286,589 8,610 
1996 52795 37,799 19,821 364,053 458,191 405,939 65,485 329,144 13,975 
2001 73445 43,004 19,362 506,622 564 324 440,481 78,996 360,306 13,658 
2006 74647 161 459 18,895 587,984 663,062 355,296 70,585 397,054 13,262 
関西圏
1991 34177 6,270 7,834 18,470 192,847 230,349 27,885 319 263 7 742 
1996 43421 5,404 9,036 11,637 235,079 255,456 29,401 363,691 9,158 
2001 47025 5,213 6 961 130,965 288,050 247,840 27,327 413,171 1,488 
2006 51451 26,661 7,094 13 729 374,312 160,165 28,535 439,052 10,465 
名古屋圏
1991 10276 2,062 3,018 35,599 54,032 64,598 3,330 2,745 16,327 
1996 12128 1,657 3,117 37,031 69,574 73,656 5,346 2,857 21,271 
2001 13413 1,701 2,920 45,718 94,016 78,906 5,131 2,754 28,779 
2006 16501 8,787 3,096 48,358 147,519 58 310 5,283 3 02 56,252 
注）2006年に事業所統計の産業分類が見直されたので，とりわけ映画ビデオ音声制作，事業所サー ビス，専門サ ビースなど
の項目は，それ以前とは内容が異なっている部分がある．
は堅実な増加が見られるのにたいして，関西圏では伸びが鈍いことがわかる。ただしこれらの区分
は06年に見直されて，いずれの都市圏においても数値が跳ね上がっていることが多いので，旧来の区
分で見るならば，関西圏の停滞が著しいということである。逆に，関西圏において伸びが目立つのは，
「医療J，「保健衛生」などのサービス業の従業者数で，東京圏と関西圏では，同じくサービス業の伸張
がみられるとはいえ，その内実はかなり異なったものであることがわかる。「映画ビデオ制作業」が東
京圏において優勢である背景には，テレビ局などのマス ・メディアの東京への集中ということが大き
いのであろうが，「専門サーピス業Jや「学術研究」という点でも，関西圏は困難な位置に置かれてい
ることがわかる。さらに ここでも名古屋圏の意外なほどの堅実さは特筆されるべきものであろう。
1. 4 まとめ
以上， 三大都市圏における90年代以降の変化を事業所統計にもとづいて確認してきた。具体的な
データを提示することでγこれまでさまざまに議論されてきたことの内実が，より正確に理解できた
ように思う。ここではそれらの知見を，とりわけI部の議論との関連で整理しておきたい。
70年代後半から80年代にかけて，アメリカや西ヨーロッパを中心にさかんに議論されてきた，グ
ローパル化の下で、の都市の位置づけや都市政策の変化という点で，日本の都市の現状はいかなるもの
であろうか。サッセンの議論の当否という点で少しふれたが，少なくとも80年代までの日本の都市に
おいては，ヒルとフジタが強調したように，製造業の衰退はそれほど顕著ではない。この時期はむし
ろ製造業の拠点都市としてグローパル経済の中で主要な位置を占めていたと考えるべきであろう。こ
の点は， 90年代後半以降の名古屋圏においては，現在でも当てはまるものであり，巨大なグローパル
企業である トヨタの本拠地としての製造業の蓄積を基盤として，名古屋圏が堅実な発展を遂げつつあ
ることが確認された。
ところが，この同じ90年代後半以降の時期において，東京圏と関西国においてはヒルとフジタが80
年代の日本の都市において描いたイメージが急激に崩壊しつつあることが明らかになった。とりわけ
東京圏における製造業の衰退は深刻であり，その減少率は実は関西圏よりも大きいのである。トヨタ
のような特定のグローパル企業が比較的安定した基盤をおいている名古屋圏とは異なり，東京圏や関
西圏は80年代において世界経済を席巻したソニー，東芝，富士通，パナソニック，キャノン， NECな
どのグローパル企業が その生産の基盤をあっさりと中固など国外に移してしまったことが大きな影
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響を与えている。 この名古屋閣にたいする東京圏や関西国の衰退が意味するものは，少なくとも80年
代において日本の都市の発展を支えた 製造業におけるグローパル市場へと媒介する多国籍企業と，
試作品製造や新製品開発を通してこれに貢献する国内中小企業との連接が失われることによって，も
はや都市の発展が困難になっているという現実である。この時点で、日本の都市はグローパル企業をつ
なぎ止めるだけの立地政策やグローパル ・シティ ・リージョンズとしての新たな都市形成を模索する
必要があったのであり， I部で明らかにしたような政策の転換が求められたはずである。欧米におい
て80年代以降求められてきた政策が，確かに90年代後半以降の日本においても求められるようになっ
たのである。ところが， E部において検討するように，それような政策的な転換は必ずしもはかばか
しくないのが現状である。
その理由についても，ここでのデータ分析は多くのことを示唆しているO 製造業が急激に衰退して
いるにもかかわらず，東京圏においても，関西圏においても， トー タルな雇用は少なくとも80年代ま
で、の水準を保っているのである。それは，製造業の減少を埋め合わせるだけのサービス業を中心とし
た雇用の伸びが見られるからであり，それはもちろんサッセンが強調した雇用の不安定化と格差の拡
大という事態を進行させつつも，総体としてはそれほど大きな危機には直面していないというのが，
日本の都市の現状なのである。少なく とも，事業所統計に表われた数値においては，そのように見る
ことができる。もちろん，だからといって事態が楽観できるわけではない。サーピス業を中心に増え
ている産業分野の内実を見る限り それらが都市の持続的な成長を保障するものであるかどうかはよ
くわからない。この点は東京圏と関西圏の比較から考えることができる。すなわち，両者に共通する
サーピス業の伸びは，生活関連サーピス，情報サーピス，事業所サービスなどの分野で， 情報通信分
野の発展を基盤にしているとはいえ，市場的な発展が国内に限られるものである。国外への展開も含
めて将来的な成長が期待される映像音声情報制作業やそれらの発展を支える学術研究開発業などの伸
張は，東京圏に限定されたものであり，その背景も単にテレビ局などのメディアの集中にもとづくも
のである。関西圏に至ってはそれらの展開も不十分であり，医療，保険衛生等の分野にたよっている
のが現状である。そこには名古屋圏のような，グローパル市場へと広がる発展分野をその持続的な成
長の基盤として確保しているという性質は見られない。名古屋圏が比較的堅実とはいっても，製造業
の縮小が見られないというわけではないのであるから， 事態は名古屋圏においても同様である。すな
わち，日本の都市はグローパル経済へとつながる成長分野を失いつつあり，これまでの蓄積と国内市
場への新産業の定着にともない，かろうじて崩壊は免れているとはいえ，今後の展望が十分には見ら
れないという状況にあるといってよいだろう。
したがって， I部で見たような政策的な転換が早急に求められるところではあるが，未だ十分な認
識が広がらない段階にあるといってよい。以上のような傾向を次節では東京圏の成長産業が立地して
いると，思われる地点を明らかにする作業を通して，明らかにしていきたいと思う。
文献
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Tokyo and Osaka. Economic Development Quarterly, Vol.12 No.2 181-198. 
Hill, R.C. and Kim, J.W. (2000) Global cities and developmental states: New York, Tokyo and Seoul. Urban 
Studies. Vol.37, No.12, 2167・2195.
-50-
一一一一一（2001)Reply to Friedmann and Sassen. Urban studies, 38 (13) : 2541・2.
Sassen, S. (2001a) The global c的：New路地，London，おかo.Princeton University Press. Princeton. ( = 2008, 
伊藤谷登士翁監訳，大井由紀，高橋華生子訳 『グローパル・シティーーニューヨ｝ク ・ロンドン・
東京から世界を読むj筑摩書房）
Sassen, S. (2001b) Global cities and developmentalist states: how to derail what could be an interesting 
debate: A response to Hill and Kim. Urban Studies, Vol.38. No.13 2537-2540. 
-51-
2.東京圏の動向
玉野和志
2. 1 分析の目的と方法
前節の検討によって，東京圏では予想以上に製造業の衰退が進んでいるが，それを埋め合わせるよ
うに，サービス業関連の展開が見られることがわかった。それでは，そこには持続的な成長産業とし
ての可能性はあるのであろうか。本節ではそのような観点から，東京圏における事業所の空間的な分
布の推移について確認していきたい。そこから具体的に製造業の衰退が激しい地域や今後の成長が期
待される成長産業がどこに集積しているかを明らかにしていきたい。そこから当然政策的な対応が期
待される，あるいは求められている自治体を導き出し， E部ではそれらの自治体における政策の分析
へと進んでいくことにしたい。
分析の方法としては，前節同様，事業所統計に関する地域メッシュデータを使用した。マップイン
フォという社会地図を作成できるソフトを使用して，産業別の事業所数の分布の推移を明らかにする
ことで，事業所数の減少した地域ならびに特定の事業所が集中していく地域を探索していく方法を
とった。前節同様，分析範囲の設定については，恋意的であることを免れないが，図I-2-1に示した
ような範囲を対象として設定した。東京23区を含む都心部を中心に，南北には少し広めに川崎市と埼
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玉県の一部を含む範囲となっている。ちょうど前節の東京圏の右側半分に当たる， 4×2で8つの第
2次地域区画から構成されている。都心を中心としたのは，成長産業がそこに集中していると考えら
れるからであり，南北に少し広めに設定したのは，城東と城南の工業地帯の広がりを視野に収めたい
と考えたからである。
2. 2 分析の結果
まず，ここで設定された東京都心部における産業別の事業所数の推移について示したのが，表I-2 
-1である。全体としての傾向は，前節で確認した東京圏全体の傾向とあまり変わらない。 90年代以降
製造業の衰退が著じく，これにたいしてサーピス業の事業所数が増加している。
表Il-2-1 東京都心部の産業別事業所数の推移
全産業 製造業 サービス業金融保険業卸売小売飲食業 不動産業
1986 703,899 119,023 153,626 10,600 315,660 39,008 
1991 6 83 332 111 576 162 799 12 508 286,672 42,567 
1996 668,084 97,443 169,183 12,040 278,123 42,412 
2001 622,220 79,730 175,431 10,603 253,200 41,397 
2006 589,643 63,925 8,408 44,279 
注） 2006年に事業所統計の産業分類が見直されたので，サービス業と卸売小売飲食業については空
欄にしてあるこのとき製造業の一部も他の分類に変更されているので，減少が大きくなっている．
図I-2 -2に示したのが， 1986年と2006年の製造業事業所分布の変化である。 500mメッシュの
中に所在する製造業事業所の数がお年の時点でほぼ均等になるよ うに設定された5分位区分
(50, 90, 130, 210）を06年にも適用したものである。事業所数の数が多いメッシュほど濃い色になっ
ている。 86年の時点でLi，いわゆる城東と城南の工業地帯を中心に，分厚く分布していた製造業の事
業所が， 20年の問に急搬に縮小していったことがよ くわかる。城東では荒川を越えた足立区や葛飾区
の辺りがうすくなり，都心から台東区，墨田区，江東区までに限定されてきている。他方，城南も目
黒区の一部まで広がっていた分布が品川区と大田区に限定されるようになっている。それぞれの中心
地区はまだまだそれなりの集積を維持しているが，全体としての衰退は否めない。この点で， H部で
は墨田区と大田区の政策動向について，確認することにしたい。
1986年事業所数の分布 2006年事業所数の分布
図I-2-2 東京中心部の製造業の集積の変化
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次に，製造業とは対照的に，この時期事業所数を拡大しているのが，サービス業である。サービス
業の区分については，前節で紹介したように， 06年に大きな改訂がなされて，いわゆるサービス業と
いう大分類は使用されなくなった。したがって中分類まで、遡って考える必要があるが，実は地域メッ
シュデータの場合，中分類の区分の仕方や入手可能なデータ区分は， 86年と91年でもかなり異なって
いる。したがって，厳密にその推移が比較可能なのは， 96年と01年だけである。しかしながら，幸い
製造業の衰退とサーピス業の台頭という大きな変化が起こったのは，ちょうどこの時期なので，最低
限の分析は可能と考えられる。ここでは とりわけ「情報サーピス・調査業」や「映画 ・ピデオ制作
業」などに区分される情報 ・通信・文化・メディア関係の産業を取り上げることにしたい。
図I-2-3に示したは， 96年と01年の分布の変化を，この2つの産業分野について， 10事業所ごとの
5分位（10,20, 30, 40）の区分で見たものである。情報サービス調査業については，千代田区 ・中
央区・港区の都心3区を中心に分布していることがわかる。映画ビデオ制作業については，港区が主
な集積地である。96年と01年での分布の推移に注目するならば，どちらの産業区分においても都心か
ら渋谷区と新宿区の辺りに若干分布が広がってきていることがわかる。したがって， E部においては，
1996年情報サービス調査業事業所の分布 2001年情報サービス調査業事業所の分布
1996年映画ビデオ制作業事業所の分布 2001年映画ピデオ制作業事業所の分布
図I-2-3 成長産業の集積の変化
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港区渋谷区，新宿区について，その政策動向の変化について確認することにしたい。
2. 3 まとめ
本節では，事業所統計の地域メッシュデータにもとづき，製造業ならびにサービス業の成長部門の
事業所の空間的な分布の推移について確認したO 一般に東京都心部では，都心3区を中心に情報サー
ビス調査業や映画ビデオ制作業などが多く分布している。都心部には官庁や企業の本社，テレビ局な
どが集中しているためと思われる。また 都心から東へ城東の工業地帯が，南には城南の工業地帯が
広がっている点に特徴がある。いずれも製造業の事業所が集積してきた地域であるが， 86年から06年
にかけての20年間で，大きくその事業所数を減らしている。城東では荒川｜から先への広がりが見られ
なくなり，隅田川と荒川の聞に限定されてきている。城南の場合も品川区の一部と大田区に集積が限
られるようになっている。
以上のように，都心部から城東，城南へと広がっていた製造業の集積が失われるとともに，都心部
に集積していた一部のサービス業はその分布を徐々に都心3区から渋谷区と新宿区の地区に広げつつ
ある。そこで次の皿部では国，都に加えて港区，渋谷区，新宿区，墨田区，大田区について，主とし
て産業政策の側面での変化を中心に，具体的な検討を行っていきたい。
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皿．日本における政策の動向
I部で紹介した議論が日本の都市地域においてもある程度当てはまることがE部において示された
ので， E部ではそれらの都市における具体的な政策の展開が，どの程度I部の議論と対応しているか
についての検討を行ってみたい。まず， lでは国家レベルでの産業政策の動向について， 2では東京
都レベルでの都市政策の動向について その概略を検討する。そのうえで3から7では， E部の2で
明らかになった新しい産業蓄積の見られる港区渋谷区，新宿区における政策の動向を検討するとと
もに，同じく製造業の衰退が明らかになった城東と城南に位置する墨田区と大田区の政策動向につい
ても検討を行っていく。
なお，ここでの検討の一部は， 2010年度の首都大学東京人文 ・社会系社会学コースの調査実習とし
て行われた作業にもとづいている。当時参加してくれた学部学生たちと実習での聞き取り調査にご協
力をいただいた東京都知事本局計画調整部の方々ならびに，駒j畢大学の川崎賢一教授に感謝したい。
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1.通産省 ・経産省の政策動向
玉野和志
国家レベルの地域政策において， E部で紹介したような，国家のリスケーリング（「空間的ケインズ
主義」から「都市立地政策」への転換）が， 日本においても生じているかという点については，前掲
の玉野（2012）で若干の検討を行っている。そこでは，まず全国総合開発計画という代表的な国土計
画の変遷を追うことで，少なくとも国土総合開発法が空間的ケインズ主義にもとづき，国土の均等あ
る発展をめざしたものであったがゆえに，特定の地域を優先的に開発するような都市立地政策への転
換を可能にする制度体系ではないことが， 80年代中頃の回全総の策定過程で明らかになったことが示
されている。その結果，五全総は 「21世紀の国土のグランドデザイン」というかたちで不徹底なもの
におわり，国土総合開発法はやがて国土形成計画、法へと変更されることになる。国土形成計画法では，
国土総合開発法よりは「地方公共団体の主体的な取組を尊重」するものとして，都道府県または指定
都市に全国計画の案を作成ないし変更することや，市町村に広域地方計画を策定ないし変更すること
を認めてはいるが，いまだ特定の地域の戦略的な開発を可能にするような国家のリスケーリングの枠
組にはなっていないようである。その後，たとえば， 2007年に制定された「企業立地促進法」や現在
の 「東日本大震災復興基本法」においては，国の基本方針に基づき，都道府県ないし市町村が策定し
た計画が，国の認定を受けるならば，然るべき補助を固から受けることができるような制度設計が採
用されている。このような制度設計がどの程度一般的であるかはわからないが，少なくとも，基本方
針の策定や認可の点では変化がないにしても， 計画の作成や発意の点では地方自治体に権限を移譲す
る，きわめて限られたかたちでのリスケーリングが進行しているといえるのかもしれない。
国家レベルでの地域政策の形式という点での日本における国家のリスケーリングの現状については，
以上のような，ある意味では非常に不徹底な状況にあることをすでに示しておいた。ここでは，通商
産業省ならびに経済産業省における産業政策の変遷という点で，どのような傾向が見られるかについ
て，検討してみたい。
検討の資料として用いるのは， 『通商産業省年報jおよび 『経済産業省年報jの最初の部分に掲載さ
れてきた総説的な記述である。通産省年報の1972年度から94年度までは，「第1部 総説」の1として
「通商産業政策の大要」があり，そこに 「経済情勢J，「通商政策の基調J，「産業政策の基調Jという項
目がならんでいる。71年以前については確認していないが，少なくとも20年以上にわたってほほ同じ
形式で政策の大要が紹介されていることになる。内容については 文字通り それぞれの時期での日
本経済の情勢が国際収支なども含めて全般的に紹介され，短期的な状況と中長期的な課題とが手際よ
くまとめられている。そのうえで，通商政策および産業政策の基調としては やはりその時々の状況
や課題をふまえながらも，国際競争力，産業立地，中小企業対策，資源エネルギー問題，技術開発な
どの基本的な項目に関する課題と方針が述べられている。
このような記述の形式が見直され，変更されていくのが，ちょうど95年からである点が興味深い。
95年から2000年までは， 「第1部 総説Jのlとして「新政策」という項目が立てられ，それまでのよ
うな全般的な経済情勢の分析や中長期的な課題についての基本的枠組を示す内容で、はなく， 「国際社
会に聞かれた豊かな経済社会を実現するための改革」とか， 「新規経済分野の開拓J，「知識創造立国」，
「エネルギー・地球環境問題への積極的対応」，「新規産業の創出J，「『産学官j連携」，「地域経済の自
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立的発展」，「グローパルな経済環境の戦略的構築J，「産業再活性化」などの内容からなる 「経済構造
改革の強力な推進Jが彊われることが多くなる。
01年の通産省から経産省への組織改編をへて， 02年から09年までは「経済産業省の重点施策jとい
うかたちで，「産業競争力の強化」，「創業・新事業展開J，「ITを活用した企業革新と産業再生」，「サー
ビス産業の活性化J，「新市場創出J，「イノベーションの推進」，「高付加価値拠点化」，「知的財産立国」，
「東アジア自由ビジネス圏構想」，「構造改革特区の実現」，「地球環境問題への取組」，「日本ブランドの
確立」，「知的財産戦略の推進j，「東アジアビジネス圏の形成J，「産業クラスター計画の更なる推進」，
「省エネルギー対策の推進J，「新産業創造戦略」，「大学からの技術移転」，「コンテンツ産業の振興」，
「地域ブランドの確立」，「アジア経済圏の構築j，「循環型経済社会の構築」， 「地域経済の再生」，「新エ
ネルギー対策の強化J，「低炭素社会の実現J，「産学連携による人材育成」などの内容が入れ替わり立
ち替わり現われるようになる。
以上のように，通産省ならびに経産省の政策全般の大きな移り変わりについて検討してみると，I 
部で紹介した70年代後半から80年代にかけてアメリカや西ヨーロッパにおいて見られた経済政策の変
化が，日本の産業政策という点では， 90年代中頃以降に顕在化してきたことがわかる。90年代中頃と
いう時期はバブル経済の崩壊後， 80年代まで活況を呈した日本経済が低迷していく時期であり， E部
の社会地区分析においても，製造業の急激な衰退が確認できる時期と一致している。やはり，日本の
場合90年代後半以降に， 80年代にアメリカや西ヨーロッパで模索され，実施されていった政策の見直
しが求められるようになったのである。
そして，注目すべきは，少なくとも国の産業政策という点では，上に列記したように，すでにほと
んどすべてのメニューが項目としてはそろっているという点である。80年代以降，新しい成長戦略と
して注目されていった都市におけるイノベーションと新産業の創設ならびに高付加価値化，それらを
国家の領域を超えて整備していく産業クラスター戦略やグローパル・シティ ・リー ジョンズの形成など，
それらの要素となる視点はすでにすべて政策的なメニューとして完備しているのである。
それでは，それらの国の政策は，具体的な都市や地域のレベルではどこまで生かされているのであ
ろうか。以下の節では，東京都ならびにいくつかの特別区において，同様の検討を行ってみたい。
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2.東京都の政策動向
玉野和志
ここでは，主として産業振興という側面から東京都の政策動向について見ていきたい。対象とする
時期については， 1999～2012年の石原都政の時期とする。石原都政が東京の新産業育成という点では
もっとも自覚的な対応をしてきたと考えられるからである。
検討の方法としては，次のような方法をとる。石原都政の時期には3つの基本計画とそれにもとづ
く実行プログラムが策定されているが，われわれは2010年に最初の2つの基本計画とそれにもとづく
実行プログラム，およびその時点までの議会議事録にもとづく知事の施政方針演説の内容について，
学部学生による社会調査実習というかたちで詳細な検討と都庁での聞き取り調査を行っている。その
後，東日本大震災の発生を受けて，東京都は2011年に r2020年の東京一一大震災を乗り越え，日本の
再生を牽引するjを新たに策定している。ここではまず2010年の時点での政策文書にもとづく分析と
都庁へのヒアリングをもとに検討を行った結果を提示し そこで明らかにされた動向がその後の政策
文書においてどのように扱われているかを見ていくことにする。最初に検討する政策文書とは， 99年
に就任した石原知事が2000年にいち早く策定した「東京構想2000－一千客万来の世界都市をめざして』
と，その後2006年に策定された 『10年後の東京一一東京が変わるJおよび『10年後の東京への実行プ
ログラムjである。
(1）施政方針演説の内容
さて，まずはこの時期の都政全般の大きな流れを確認するために，知事の施政方針演説について見
てみよう。 99年の最初の施政方針演説では東京の活力・魅力を取り戻し，東京を財政危機から蘇らせ
ることを目的に，産業の活性化が第lの施策として強調されている。その中で特に注目されているの
が観光産業であり，そのごとは計画の副題にもよく表れている。次に強調されているのが，環状道路
の整備で，後で確認するように，石原都政はこの点については終始一貫しており，事実上の中心施策
といってよいだろう。翌00年には産業面の施策として中小企業や起業家支援，成長産業の育成が引き
続き掲げられているが，都市基盤整備については国際競争力の向上という観点から環状道路整備に加
えて羽田空港の国際化が挙げられている点が重要である。
これらの傾向は01年にはさらに強まり，新たな有望産業としてアニメ産業の世界への発信と先端I
T産業の拠点として秋葉原への注目が見られる。他方，この年から治安維持政策への言及が現れ，特
に外国人の犯罪対策が重視されている。その他，デイーゼル車規制などの環境政策や福祉政策への言
及も，毎年見られるものである。また， 05年には中小企業の金融支援についての記述があり，新銀行
東京の業務運営についてもふれられている。 06年にはオリンピック招致にむけての方針が述べられて
いる。
全体として，国際化と産業振興という意味での環状道路，羽田空港，横田基地など都市基盤整備の
推進，観光産業の振興，環境，福祉政策への言及が継続的になされており，ときおり治安対策，青少
年の有害情報からの保護，「東京しごとセンター」の開設と「再チャレンジ応援奨学金制度Jの実施な
どへの言及が見られる点に特徴がある。
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(2）基本計画と実行プログラムにおける産業政策
以上，知事の施政方針演説から見て取れる都政の全般的な傾向をふまえて，計画文書の検討におい
ては特に産業政策に注目してその特徴を確認してみよう。『東京構想2000Jにおいては，中小企業をは
じめとした産業振興のための方策として，「産学公連携の促進」が強調されている点が注目される。ま
た， r10年後の東京Jでは「創造的都市型産業」への支援が強調されている。「創造型都市型産業Jと
は，新しい技術や発想により社会的課題の解決や豊かな都市生活を実現する産業のことで，具体的に
は健康 ・医療・福祉，環境，危機管理などの社会課題対応型産業，アニメ・コンテンツ，デザイン，
ファッションなどの情報発信型産業 さらには情報家電（電子デバイス），マイクロマシン，航空機部
品などの都市機能活用型産業を意味している。
ここでの2つの計画文書ならぴにそれにもとづく 『実行プログラム』に共通してみられる部分は，
次の5点である。
①三環状道路 ・羽田国際空港の整備
②中小企業，起業支援
③創造的都市型産業，観光産業，情報発信型産業などの新たな文化産業の集積
④多摩シリコンパレーへの製造業などの集積
⑤産学公連携の強化
以上のように，石原都政は一般にはデイーゼル車の規制，銀行税や新銀行東京の創設，外国人犯罪
などの治安対策，青少年向け有害図書の取り締まり，オリンピック招致などの耳目を51く話題が注視
されがちであるが，これらの一時的な記述をならして，施政方針や政策文書に見られる持続的な記述
に注目するならば， I部で紹介した資本主義世界経済における新しい都市政策への方向性を，少なく
とも項目としては十分に含み込んだ政策を打ち出していることがわかる。グローパル化への対応，イ
ノベーテイブな新産業やハイテク産業の育成，産学公連携の推進などである。
それでは， I部で明らかにしたような新しい都市政策のあり方は，東京都の実際の政策現場におい
てはどのように岨略されているのであろうか。次にこの点について，都庁への聞き取り調査の結果か
ら考えてみたい。
(3）都庁への聞き取り調査から
調査は2012年11月に東京都知事本局計画調整部計画調整課の協力を得て，主に 『10年後の東京』と
その実行プログラムをもとに，産業政策を中心に説明をしてもらうかたちで、行った。まず， f東京構想
2000jと HO年後の東京jの策定背景の遠いについて， 『東京構想、2000』は日本経済の低迷期に策定さ
れたもので，財政再建を目的とした産業振興が念頭におかれていた。その後，若干財政的に持ち直し
たところで，改めてさらなる飛躍をめざして作られたのが， 『10年後の東京jであるという。
産業政策という点では， HO年後の東京J第3章の「6 都市の魅力と産業力で東京のプレゼンスを
確立するJに対応した『実行プログラム2010Jの目標6について説明を受けた。ここではやはり国際
都市として観光産業を打ち出していくことと，創造的都市型産業の育成が中心的な施策として紹介さ
れた。後者の施策としては，具体的には産業労働局による環境 ・医療 ・福祉等の成長が期待される産
業分野の振興，航空機産業への参入支援，産学連携による開発プロジ、エク ト，アジア等をターゲッ ト
とした事業展開への支援，多摩シリコンバレーの形成にむけた拠点整備などが挙げられる。また，前
者については産業労働局だけではなく，生活文化スポーツ局も含めて外国人観光客の増加に努めてお
り，円高やリーマンショックの影響で達成が困難なところもあるが，羽田空港の国際化によって目標
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の達成を期待しているという。具体的には，欧米での上映会などアニメ情報の世界への発信や羽田空
港からの路線がある地点への東京の売り込みなどに力を入れている。
以上のような説明を受けた上での質疑応答も含めて，直接都庁の計画調整部局に聞き取りを行うこ
とで，具体的な政策の進め方について，次のような実状のあることがわかってきた。
まずは，計画文書にもとづく実行プログラムの作成の仕方についてであるが，実行プログラムの記
述を見る限り，計画文書にもとづいた重点項目に沿った施策が実行されているように見えるが，実際
には従来まで各部局が行ってきた施策の中から，重点項目に対応する施策の候補を挙げてもらって，
それらを計画調整課でとりまとめて実行プログラムを作成しているのが実態のようである。したがっ
て，施策の現場においては従来通りの部局ごとに多様で網羅的な政策が行われているのが実状で，そ
れらの中から計画文書の重点項目に対応する施策が，いくぶん強調されて取り組まれているというこ
とらしい。したがって，重点施策がトップダウンで部局横断的に行われているというよりも，各部局
のこれまでの施策を前提に それらにいくらかメリハリをつけながらボトムアップで計画の実現が図
られているというわけである。
したがって，われわれがI部において検討し経産省や東京都の計画レベルでは十分にそれと意識
されていたはずの政策意図が， 実際の施策の現場においては十分に生かされていない可能性が感じら
れる。たとえば，創造的都市型産業の育成という点では，世界経済における都市のイノベーティブな
意義を高める政策としてきわめて正鵠を得たものであるが，実際には技術水準の高い中小企業の航空
機産業への参入支援など製造業における中小企業支援という旧来からの枠組から出ていないように
感じられた。確かに雇用吸収力の高い製造業の中小企業にたいする支援は重要であるが，創造的都市
型産業とは，グローパル経済における新しい市場開発を可能にする成長部門の育成でもあるはずであ
る。したがって，中小企業の持つ技術力や開発力をグローパル経済へと媒介する多国籍企業の存在が
欠かせない。しかしながら，東京都の産業施策においては，支援を必要とする中小企業との連携は
あったとしても，このような新しい視点からの大企業の関わりや媒介を模索する動きは見られないよ
うである。もちろん，そのような政策的な視野を東京都のような地方自治体に期待すること自体が無
理なことなのかもしれない。やはりそれは国レベルの責任とも考えられる。しかしながら， I部で紹
介したように，近年はローカルな都市や地域が直接に世界経済とつながる方途を模索し，自らの責任
で政策立案を行うことを，むしろ国家が奨励し許容するようなリスケーリングの動きが見られるの
である。この点で，少なくとも東京都の政策担当者の聞には，そこまでの認識は見られないようであ
る。この点で，国における経産省の政策も，具体的なメニューとしては十分なものがそろっているが，
それらを具体的に動かしていくだけの認識が広がっているかという点では，疑問が残るといってよい
のかもしれない。少なくとも東京都の政策の現状を見るかぎり，そのような疑問は禁じ得ない。
(4）最近の展開
以上が2010年の時点での都庁でのヒアリングにもとづく分析結果であるが，その後改めて策定され
た東京都の新しい計画においては，どのような変化が見られるのだろうか。2011年3月に起こった東
日本大震災を受けて，同年12月に東京都は 『2020年の東京Iを策定する。ちょうど 『10年後の東京j
が計画期間の半ばを迎えたことから，新たな長期ビジョンへと充実 ・強化し，中長期的な都政運営の
道筋を示すことにしたのだという。そこでは，震災後の新たな課題への対応として，「防災対策」，「エ
ネルギ｝政策j，「国際競争力の向上」という 3つの視点があげられている。最初の2つは震災後の課
題として理解できるとして ここで興味深いのは3つめの「国際競争力の向上jである。そこでは，
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近年におけるアジア諸都市の台頭と日本の国際競争力の相対的な低下が指摘され，東京から外国企業
が撤退しつつある現状が述べられている。大胆な保護 ・支援策によってグローパル企業の誘致に成功
しているアジアの新興諸都市にたいして，東京にはさしたる支援策がなく，外国企業の事業活動拠点
としての地位を失いつつある。このような現状を打破し， 日本を「アジアの拠点」として復活させる
ことが必要だとされている。そのうえで， 8つの目標のうち， 4が「陸と海と空を結び，東京の国際
競争力を引き上げる」， 5が「産業力と都市の魅力を高め，東京を新たな成長軌道に乗せるJとされ，
これに対応した12のプロジェクトのうち， 7が「陸海空交通ネッ トワーク強化プロジェク ト」， 8が
「アジアのヘッドクオ｝タープロジェク ト」とされている。
さらに，この 『2020年の東京jへの実行プログラムでは，以前の実行プログラムと，やはり個々の
施策内容についてはほぼ同じとはいえ，外国企業誘致に向けて都自らが積極的に誘致・ビジネス交流
事業を行うとした点では，以前とは異なった内容になっており， 2010年の時点では確認できなかった
リスケーリングに対応した施策展開が見られるようになったといえるのかもしれない。囲内のグロー
パル企業へのアプローチという点では，以前と同様，ほとんどそのような視点は見られず，やはり
もっぱら技術力のある中小企業の国際市場への進出支援が主であるという意味で，従来からの製造業
の中小企業支援を中心とするという基本的なスタンスは変わっていないが，グローパル企業の誘致に
直接乗り出した点では，大きな変化といえよう。このような施策内容の変化の意義が，どの程度政策
担当者の間で広く認識されるようになっているかについては，その後改めてヒアリングを行っている
わけではないので，確認できていないが，今後注目すべき動向というべきであろう。
以上，東京都における産業政策を中心に，その政策動向について検討してみた。次節以降では，東
京特別区のレベルでの対応について検討していきたい。
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3.港区の政策動向
玉野和志
ここでは港区の政策動向について，区の基本計画にもとづき，やはり産業政策を中心に検討してみ
たい。港区ではこれまで1975年， 1990年， 2002年の3回にわたって基本構想が議決され，それぞれの
基本構想にもとづき， 78年， 81年， 87年， 91年， 95年， 99年， 03年， 06年， 09年， 12年の10回にわたっ
て基本計画が策定されている。
これらの基本計画の内容を確認していくと 基本構想の変更にともなって内容が変化していくこと
はいうまでもないが，少なくとも産業政策という点で大きな転換が見られるのは， 02年の基本構想の
変更にともなう03年の基本計画以降である。表I-3-1に示したのが，基本計画の目次の項目を抜き
表il 3 1港区の産業政策
年度 産業政策の項目
1975年 基本構想議決
1978年 地域経済の安定
中小企業の保護・育成
消費者の保護
1981年 地域経済の安定
消中費小企生業の振興
活の向上
1987年 地域経済の安定
中小企業の振興
消費生活の向上
1990年 基本構想議決
1991年 地域産業
時代の変化に適合できる地域産業の育成
住・商・工が共存するまちづくりの推進
働く人々のための環境整備
1995年 時代の変化に適合できる地域産業の育成
住・商・工が共存するまちづくりの推進
働く人々のための環境整備
1999年 時代の変化に適合できる地域産業の育成
住・商・工が共存するまちづくりの推進
働く人々のための環境整備
2002年 基本構想議決
2003年 港区からブ、フンド性のある産業・文化を発信する
世界をリー ドする産業が活躍する場をつくる
ベンチャー企業やコミュニティ・ビジネスを支援する
港区の特性を生かした個性ある商業蓄積の形成を支援する
ア－／＼ンツー リズム（都市観光）の展開を支援する
世界に発信できる国際性豊かな文化活動を支援する
2006年 港区からフ、ヲンド、性のある産業・文化を発信する
世界をリー ドする産業が活躍する場をつくる
ベンチャー企業やコミュニティ・ビジネスを支援する
港区の特性を生かした個性ある商業蓄積の形成を支援する
ア－／fンツーリズム（都市観光）の展開を支援する
世界に発信できる国際性豊かな文化活動を支援する
2009年 港区からブランド性のある産業・文化を発信する
世界をリー ドする産業が活躍する場をつくる
ベンチャー企業やコミュニティ・ビジネスを支援する
港区の特性を生かした個性ある商業蓄積の形成を支援する
アーパンツーリズム（都市観光）の展開を支援する
世界に発信できる国際性豊かな文化活動を支援する
2012年 港区からブランド性のある産業・文化を発信する
世界をリー ドする産業が活躍する場をつくる
ベンチャー企業やコミュニティ・ビジネスを支援する
港区の特性を生かした個性ある商業蓄積の形成を支援する
アーバンツ リーズム（都市観光）の展開を支援する
世界に発信できる国際性豊かな文化活動を支援する
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出したものである。これを見ただけでわかるように， 99年までは基本的に区内中小企業の保護・振興
が主であったものが， 03年からは「知的・創造的能力の高い都市型産業の発展j，「起業・創業の支援」，
「IT化の推進」，「産学連携・異業種交流の支援jを通じて 「世界をリードする産業が活躍する場をつく
る」ことが産業政策の中心になっている。具体的な施策内容を，その細目までたどっていくと，「伝統
産業とハイテクとの融合支援jとか， 「地場産業等の発展・支援」という従来までの中小企業支援に当
たる項目が出てくるが，その位置づけは非常に低いものになっている。さらに， 12年に策定された最
新の基本計画では，「第2創業支援」というかたちでしか，対応するものが見つけられなくなる。ここ
でも，分析はあくまで基本計画文書にもとづくもので，実際に担当部局に聞き取りを行ったものでは
ないので，はっきりとしたことはいえないが，区内中小企業の保護・振興よりは，区内に立地するメ
ディア，情報サービス，広告業などの情報関連産業や，デザイン，法務・財務・特許等のビジネスサ
ポート産業などの有望企業や成長産業への支援が中心になっていることだけは確かで、あろう。
以上のように， E部で確認したように， 90年代以降に区内での集積が進んだ「情報サービス ・調査
業」ゃ「映画・ビデオ制作業」などの成長産業を意識した産業政策の展開が，港区においては2002年
の基本構想改定以降，はっきりとした特徴を示すようになる。従来までの区内中小企業の支援といっ
た内容とは異なる，「世界をリードする産業が活躍する場Jとしての港区の形成が課題とされるように
なるのである。この点では港区においては東京都よりも早く， I部で明らかにしたような世界経済の
動きにたいする対応が，確認できるといってよいだろう。同時に， 03年の基本計画以降，「アーパン
ツーリズム（都市観光）」への言及が見られるところなどをみると，東京都の計画（『東京構想2000-
千客万来の世界都市をめざしてJ）と呼応している部分もあるのかもしれない。
いずれにせよ，港区においてはもっとも早い時期に新しい都市政策への転換が確認できるといって
よいだろう。港区に続いて，この時期サーピス産業の集積が進んでいったと思われる渋谷区と新宿区
については，どうであろうか。次にその点について確認していきたい。
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4.渋谷区の政策動向
横山麻衣
4. 1 渋谷区基本構想
本章では，渋谷区の新しい産業に対する政策について概観を示す。まずは， 『渋谷区実施計画2010J
における産業政策を見ていこう。
基本構想の中心を占めているのは，住環境の整備など，区民の生活に関するものが多い。産業への
言及は少ないながらも，以下のようなものがあった。
・いきいきと創造的な活動がおこなわれる町
．地域とともに栄える産業の振興
中小企業の振興，新しい産業の環境作り，勤労生活 ・環境の向上
以上は具体的には，「個性的で魅力あふれる商店街づくりの支援」，「コミュテイ空間の立地促進」な
どである。情報産業に対－し，特別に支援をしている様子は見受けられなかった。同様に，基本計画に
おいても，住宅の整備や定住人口の確保など，区民の住環境に重点を置いたものが多く，産業振興に
関してはとくに言及されていない。それは， 2000年発行の 『渋谷区都市計画マスタープラン2000』に
おいても同様であった。マスタープランでは，「しぜん・ぶ、んか・やすらぎJをキーワードに，まちづ
くりを中心に記述されている。
渋谷区の基本構想，基本計画及び都市計画マスタープランからは，産業振興に関してはあまり力点
が置かれておらず，言及されている場合には，従来型の商店街や中小企業支援についてのみで、あり，
情報産業に関しての記述は皆無であった。
4. 2 施政方針
次に， 2006年から2010年までの『渋谷区勢概要』について見てみよう。
2006年は，「三位一体改草並びに都区制度改革についてJ「誰もが互いに支え合うまちづくり」「震災
対策」という項目が挙げられている。具体的には，地方自治のあり方や国際社会の発展に寄与するま
ちづくり，そして震災危険度マップの完成などである。
2007年は，「高齢者福祉について」と「障害者福祉について」という項目が挙げられている。高齢者
福祉は，シニアクラブ支援や改正介護保険制度，高齢者センター建設といったものである。障害者福
祉については，障害者保健福祉計画が挙げられており，福祉活動に重点を置いていることがわかる。
2008年は，「住民自治の振興について」「教育について」 「高齢者福祉について」が記載されていた。
高齢者福祉は， 2007年と同内容である。住民自治の振興とは，福祉，教育，環境・まちづくりといっ
た課題への取り組みが挙げられている。
2009年は，「予算編成にあたってJ「変化への対応と渋谷の目指す社会」「夢と希望のある教育に向け
て」「少子高齢化に適応した福祉のまち」の4項目が挙げられていた。「変化への対応と渋谷の目指す
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社会」とは，渋谷を安全・安心で住み住み続けられるまちにする，教育力の高い社会にする，という
ものであった。「夢と希望のある教育に向けて」とは，文化とスポーツの両面で魅力のある環境づくり
と記述されている。続いて， 「少子高齢化に適応した福祉のまち」とは，高齢者や障害者の社会参加，
子育て支援を重視した内容で， 2007年より引き継がれているものである。新たに加わった「予算編成
にあたって」という項目では， 2006年の三位一体改革に伴う減収について記載されているため，施政
が変化したというわけで、はなかった。
2010年は，「区政への思いと直面する課題」「施設の重点化と財政の効率化的運用」「子育て支援」
「急速な高齢化に即した高齢者施策」という項目が挙げられている。「区政への思いと直面する課題」
では，「未来に向けて，だれもが安心して住み続けられる渋谷」がスローガンに掲げられており，区民
を中心としたものであることがわかる。「施設の重点化と財政の効率化的運用J「子育て支援」に関し
ては，税収が急減する財政状況の中で，保育所の確保などを通した子育て支援が課題であると述べら
れている。「高齢者施策」では特別養護老人ホームやグループホーム等の施設の設置について触れら
れていた。
2006年から2010年までの5年間の広報を見てきたが，渋谷区民のためのより よい住環境に重点が置
かれており，渋谷区の産業についての記載はほとんど見られなかった。
4. 3 先行調査
本節では，渋谷区の情報産業の集積に関する先行調査について見ていこう。まずは， 「東京における
ネッ ト企業の集積一一日本版シリコンアレーの発展に向けて」（湯川 2000）に基づき，渋谷区に集積
する情報産業についての概観を示そう。
まず，ネット企業は東京都の中でも特に渋谷区及び港区に集積しており，赤坂，原宿，渋谷，恵比
寿の一帯にはネット企業317社が立地している。この2区で， 23区全体の約4分のlを占めていると
いうことである。
しかし前節までで見できたように，渋谷区では行政によって情報産業支援が行われているわけで
はない。では，何が誘因となっているのか。それは，企業家やクリエイターが運営する，いわゆる草
の根組織によるものである。このような組織は， 目的を同じくする専門家同士が，アイデイア交換や
コラボレーションを目的につくられているということである。代表的なものとして，「ピットバレー
アソシエーション」，「神宮前.org」，「ウェブデザインコンソーシアム」といったものがある。しかし
現在では活動を縮小，あるいは休止しているものが多いということである。
ではなぜ，特に渋谷区に，以上のような自発的な組織が多くうまれたのか。それは渋谷という街の
特性であるという。渋谷区では，区の人口ひとり当たりの映画館，劇場，ナイ トクラブといったソー
シャルアメニティの数が， 23区平均の1.4倍から1.8倍もある。また，渋谷は日本で最先端のポップカ
ルチャ をー生み出す街であるため，様々な分野のアーテイス トやクリエイタ｝が活動している。以上
のような特性により，渋谷区は，ネッ ト企業の主たる従事者だと考えられている30代の人々が集まり
やすいということである。
以上のような要因により，渋谷区には情報産業が多く集積した。そして，このような動向は2000年
前後にとくに顕著で＼情報産業の最先端の地として渋谷区は注目されたということであった。
次に，ウェブ上の情報を元に，以上の調査に補足していこう。なぜ渋谷区に情報産業の集積が多い
のかについて，先行研究は多くない。そこで， 商工会議所の資料で言及されていた「ピッ トバレーJ
-67-
について，ウェプ上の情報を収集することにした。
前述の論文では，「ピットバレー」が存在していたということは明らかとなったが，具体的な内容に
ついては不明であった。「ピッ トバレー」というのは，渋谷に集まるネットベンチャーの総称である。
1990年代の半ばから後半は， eコマース，ネット関連ソリューション，コンテンツプロパイダなど，IT
企業の起業が相次いだ時期であった。名前の由来は，アメリカのSiliconValleyと似せて， 「渋」「谷」
を「Bitter」「Valley」とし，「Bitter」の部分を，デジタルという意味がある「Bit」に短縮して，「Bit
Valley」となったそうである。そして， 「ピットアソシエーション」という組織が誕生し，毎月 l回「ピッ
トスタイルJと言われる企業間交流が開催されるようになった。このように， 1990年代の半ばから後
半にかけては，渋谷区にはIT関連のベンチャー企業が多く存在し，企業聞の交流もあり，情報産業の
隆盛があったと言えよう。
そして，渋谷区にIT関連のベンチャー企業が集積した要因については，前掲の論文と同様に， IT関
連のベンチャー企業の担い手の特徴によるものだということが指摘されていた。経営陣もスタッフも
若く，絶えず時代の流れに敏感であることが要請されるため，最新の映像や音楽を供給する環境が充
実している渋谷区は，魅力的な場所だということであった。
しかし 1990年代後半以降は，「IT不況」に陥り，「ピットバレーJという言葉も使用されなくなる。
また，企業間交流会「ビットスタイル」も，一般参加が禁止され，定期的な集会もなくなったという。
「ピットバレ 」ーの衰退は，各企業の事業が拡大することで時間の制約が大きくなったこと，また企業
の拡大により地理的な条件が重要でなくなったことによるという。その結果， IT関連企業の渋谷離れ
が進み，「ビッ トバレーJは終駕を迎えた。現在では，目立った企業間交流等は行なわれていないため，
渋谷区での情報産業の発展を支える組織や団体等は 民間ベースでも存在しないと言える。
4. 4 有識者の見解
2010年12月6日，首都大学東京人文 ・社会系社会学コースの調査実習の一環で，駒津大学グローパ
ル・メディア・スタデイー究、学部の川1奇賢一氏に話を伺った。川崎氏には，先行調査やウェブ上の情
報から明らかになっていた「ピッ トバレー」や，情報産業の隆盛が見られた1990年代から2000年頃ま
での渋谷区の状況について教えていただいた。
まず，渋谷区という行政上の区分で調査を進めることは難しいということである。東京以外の都市
は，アジア型と呼ばれ，行政が文化産業に積極的に関わっているが，東京は例外的に行政の関与が少
なく，民間需要が主体となって文化産業が成長している。そのため，行政調査を中心に調査を進めて
いくのは難しいということであった。また，隣接する新宿区 ・目黒区・千代田区・世田谷区・港区と
の関連も無視できないため，渋谷区に限定した調査では明らかにならないことも多い。
次に，「ピッ トバレー」が盛り上がっていた2000年頃の東京全体の情報産業の動向についてである。
1990年代後半は，情報産業が最も盛んだった時期で，電通のような大手広告代理店が独自に調査を行
なっていたほどであった。現在は，経済的な理由で，民間での大規模調査は行われていないため，詳
細は不明であるが， 2000年あたりから情報産業は横ばいになっていると思われる。東京は1990年代に
ニューヨーク，ロンドンと並んで「グローパルシティー」として注目され， 2008年には 「東京ミシュ
ランJが出版されるなど，現在でも注目を集めている。特に「東京ミシュラン」の出版から伺えるこ
とは，食文化が発展し続けていること，そしてコンテンツ産業の分野で，新しいポピュラーカル
チャーが生み出されているということである。また，東京の文化の特徴としてオタク系文化が挙げら
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れるが，これは秋葉原だけでなく池袋にも進出している。このようなポピュラーカルチャーは各国に
輸出されるだけでなく，韓国の「少女時代」のように逆輸入されるほどの広がりを持っている。そし
て以上のような文化の中心にあるのが渋谷系文化と呼ばれるものである。渋谷系文化とは， 1990年代
に生まれた渋谷・原宿 ・表参道で構成されるトライアングルで，これら 3つの地域は情報，音楽，
ファッション，消費が融合しており，圏内の盛んな文化の中心となっている。このような文化を持つ
渋谷は，情報産業の集積地と消費都市というこ面’性を持っていると言えるが，港区と比較した場合に
は，情報産業の中心地は港区と言える。
また東京を調査する際には，ターミナルや道路を中心にするのが効率的である。渋谷を例に挙げる
ならば，国道246号線沿いが適切である。国道246号線は，霞ヶ関などの行政の中心地を通り，東名と
も繋がっている。また新宿，千代田，銀座，池袋，目黒とも首都高によって円環をなしており，その
発展を支えている。鉄道網も発達しているが，電車を利用しない人々は国道や首都高を利用して生活
している。そのような人々の中には，コンテンツ産業の関係者たちも含まれており，彼らは国道246号
線沿いに生活しているようである。鉄道を中心に考えるならば， 「アニメコリド」と呼ばれる，アニ
メーションに力を入れている地域は，中央線や西武池袋線，西武新宿線の沿線に集積しており，出版
社は渋谷や新宿よりも，地価の安い池袋中心に集積している。そして，ターミナルの中で現在最も勢
いがあるのは東京駅である。その理由としては，丸の内の再開発によって財閥系の企業が集まったこ
とがあるのではないか，ということだった。このように，大企業が影響を与える例は他にもいくつか
あり，品川駅に新幹線が止まるのも， NTTやSONYといった企業が付近にあることなどがその理由と
なっているようである。
このような大企業の影響はコンテンツ産業に関しても例外ではないが，大企業の後ろ盾がないとコ
ンテンツ産業は発展しないのかというと，必ずしもそうではない。大企業の子会社 ・系列企業は，
NTTがある新宿や南部線沿いに多く存在しており，独立系・インデイーズ系企業は，渋谷や港区六本
木を中心に集積している。これまでの日本の弱点としては，創造性の欠如やデザインの悪さが挙げら
れてきた。しかし，現在はユネスコが，創造的・文化的産業の育成 ・強化によって，都市の活性化を
目指す国際的な連携・相互交流の支援を「クリエイテイブ・シティーズ・ネットワーク」として行なっ
ている。神戸，金沢，名古屋の3都市がその支援を受けているという。また「クリエイテイブクラス
ターズ」というデザイナ一系企業の人たちに安価でピルを貸し活躍を期待する試みもある。この「ク
リエイテイブクラスターズ」は，横浜，札幌，宇都宮，浜松，金沢，大阪，神戸，広島といった地域
で積極的に試みられている。このようなクリエイテイブな側面からのアプローチは， IT関連企業とは
別物であるが，両者は重なりつつある。渋谷区にコンテンツ産業が集積しているのは，クリエイテイ
ブ系企業の集積との相互作用があるからではないか。それゆえ，渋谷区を調査する際には，クリエイ
テイブ系とコンテンツ系の両者を調査する必要があろう。
また関東と関西では文化産業の在り方が異なり，関西では大阪，京都，神戸がそれぞれ独自の文化
を形成し連携している。一方関東では，東京と横浜が連携していると言えなくもないが，東京が孤
立している状況である。横浜市は前市長が「クリエイティブクラスターズ」に力を入れ，東京への追
従を脱却しようと試みていたが，横浜開港150周年を記念して行われた「開港博 Yl50」の失敗により
失脚してしまった。また東京の石原都知事はあまり文化に予算を割カ冶ないが，韓国を含め他国では，
前述のように聞を挙げて文化を育てるという意識があり，その差は大きいと言える。また文科省，外
務省，財務省にコンテンツ系の部署が多少存在しているが基本的には干渉しない方針である。この
ような行政の態度は，戦前・戦中に文化統制を行っていたことに対する反動が一つの理由となってい
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る。これに関連し， 日本では文化への縛りがないため商業的な文化が育ったが，それに反抗する形で，
オタク文化も育ったのではないだろうか。以上のように，東京の文化は洗練されてはいるが，周囲を
牽引するような力はないと言えよう。
本章では，渋谷区の情報産業への，官民の支援について見てきた。基本構想や区の広報からは，情
報産業支援は特に行なわれていないということが明らかとなった。区が力点を置いているのは，区民
の住環境であり，産業について言及される場合には，中小企業や商店街の活性化などであった。渋谷
区はこの傾向が特に顕著で，情報産業は民間需要を主体として成長してきたものだと言えよう。
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5.新宿区の政策動向
横山 麻衣
5. 1 基本構想
本章では，新宿区の新しい産業に対する政策について概観を示す。まずは， 2007年の新宿区の基本
構想における産業政策について見ていこう。基本構想の目次は以下のようになっている。
第1章基本構想見直しの背景
第2章基本理念
第3章めざすまちの姿
第4章 まちづくりの基本目標
① 区民が自治の主役として，考え，行動していけるまち
② だれもが人として尊重され，自分らしく成長していけるまち
①安全で安心な，質の高いくらしを実感できるまち
④持続可能な都市と環境を創造するまち
⑤ まちの記憶を活かした美しい新宿を創造するまち
⑥多様なライフスタイルが交流し，「新宿らしさ」を創造していくまち
第5章区政運営の基本姿勢
まず，第2章の基本理念のうち，前基本構想と同じキーワードとしては，人間性，自立と交流，地
域性といったものなどである。新たに加わった項目は，自治意識の高揚，多様な主体との共生，持続
可能な社会などであり，区における治安への対策や，多様性を持った区民の共生などが課題として認
識されていると言えよう。また，現在の多様な国際課題に対応するためには，多様な主体の知恵を取
り入れる必要があるとしている。それゆえ，「区民」には，新宿区の住民だけでなく，新宿に訪れ活動
する全ての主体も含むと述べられている。
第3章では， 25年後の新宿像として「『新宿力jで創造する，やすらぎとにぎわいのまち」を掲げて
いる。「新宿力Jとは，次のように述べられている。「一つは自然や歴史，文化芸術，経済活動等を背
景に， これまで新宿が蓄積し培ってきた豊かな地域の力です。もう一つは多様性，先端性を受容する，
都市としての懐の深さを背景に，新宿に集まる多種多様な人々の持つ無限に広がる未知のエネルギー
です。」としている。新宿区に従来からある歴史や文化を活かしつつ，人々の人種やライフスタイルの
多様性を保持していこうという姿勢がうかがえる。
また，「新宿区統合計画」で述べられている基本目標には，次のようなものがある。まず，「成熟し
た都市文化が息づく，魅力豊かな町」について見てみよう。これは，地域に眠る文化・歴史の掘り起
こしや継承を行うとともに，若者や子どもに文化や芸術に触れる機会を提供し発現の場を提供する，
というものである。続いて， 「新宿ならではの活力ある産業が芽吹くまちJ，「ひと，まち，文化の交流
が作るふれあいのあるまちjという個別目標について述べられている。 これらの目標は，あらゆる産
業や文化を連携させ，文化創造産業として新たな産業を創造し 新宿を多種多様な人が行きかう魅力
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あふれるまちにするというものである。加えて 商店街や中小企業への支援，外国人居住者と日本人
居住者との交流機会の創出なども行なうという目標が掲げられている。
5. 2 産業振興プランと実行計画
本節では，今後10年を見据えた産業振興プランと，より具体的な事業計画について示した実行計画
に基づき，新宿区の産業支援施策について見ていこう。
まず，産業振興プランでは，柱となる 3つの産業振興ビジョンと，それらに対応する 3つの戦略が
示されている。
ビジョン：創造力を活かした産業の振興
戦略：文化と産業とを融合する「仕組みjをつくり 産業や観光の振興により創造的な人々や企業の
交流する「場」をつくる
ビジョン：中小企業の経営基盤を強化し技術革新や高付加価値を図る
戦略：中小企業の革新性や技術力を引き出す環境をつくる
ビジョン：誰もが訪れたくなる活気と魅力あふれる商店街をつくる
戦略：商店街の状況を踏まえ 地域特性を引き出し持続可能なまちをつくる
1つめの，「創造力を活かした産業の振興」とは，具体的には「新宿区ならではの文化を創造し，楽
しむ産業の振興J，「多くの創造的な人々が交流し 新たな価値を創造・発信していく産業を育成する」
というものである。
ここでまず， 1つめの戦略「文化と産業とを融合する 『仕組み』をつくり，産業や観光の振興によ
り創造的な人々や企業の交流する 『場jをつくる」について，さらに詳細に見てみよう。この戦略の
具体的な内容としては，「文化創造産業を誘致・育成J，「文化・観光・産業の結合と相互連携」，「情報
発信力の高い産業の育成・振興J，「観光資源の発掘と情報発信」などが挙げられている。「文化創造産
業」とは，エンターテイメント産業， 音楽産業，コンテンツ産業，ファッション産業などが含まれる
とされている。新宿区では，こうした文化創造活動を継続的に行うための経済基盤の確立が必要であ
るとされている。そして，情報発信力の高い産業を育成することで，「アジアのフロントランナー」と
なり，新宿の魅力を世界に発信していくことが目標とされている。そのためには，クリエイターや資
源を発掘 ・育成するための長期的・継続的活動が必要であるとし，環境の整備，情報発信の場・チャ
ンスの提供，ビジネス基盤の整備といった， 「場と仕組み」の提供が支援となると捉えられていた。さ
らに，「文化創造産業育成委員会」を設置し，文化創造産業の誘致・育成するための支援策や，担い手
を新宿に集める方策などについても検討するとしている。具体的に文化・芸術・創造の魅力を発信す
る場としては，靖国通りから青梅街道周辺を「新宿文化ロード」として，積極的に魅力をアピールす
るということが挙げられている。
次に， 3つめのビジョン，「誰もが訪れたくなる活気と魅力あふれる商店街をつくる」について見て
いこう。産業振興プランでは，商店街を「時代リード型」 「生活拠点型J，それらの「中間型Jの3つ
に大別している。
まず， 「時代リード型」商店街とは，具体的には新宿駅周辺の巨大繁華街などであり，日本全国から
多くの人が集まる場所と位置付けられている。問題点としては 新宿エリア全体としての発信力に欠
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けており，外観の統一感もない点だとしている。そこで，情緒あるエリアを残しつつ，国際都市とし
てふさわしい街並みを整備し，町全体をアピールできるよう，「歩きたくなるまち新宿Jを実現してい
くとしている。
次の 「中間型」商店街とは，四谷，高田馬場，早稲田などのピ、ジ、ネスマンや学生をター ゲッ トとす
る地区や，大久保，神楽坂など，特徴ある街並みが区外からの来街者を多く集める地区を指している。
このような商店街では，ビルオーナーがテナントに商店を貸しているケースが多く，彼らの目指す方
向に違いがあるとされている。そこで，お互いの役割を認識した上で，ビルオーナーはエリアの価値
向上を，商店は魅力ある店舗づくりを，というそれぞれの役割を果たしていくことが必要であり，商
店街ごとの特徴・強みを生かし，「個性のある商店街」の確立を目指すことが目標とされている。
「生活拠点型J商店街は，住宅地に近い商店街である。しかし，このような商店街は1999年から2004
年の5年間という短期間で， 500店舗も減少しており，厳しい状況である。これを解決する方法として，
商売の原点に帰ること，コス ト競争では勝てないため，もの ・サービスにこだわること，新たな仕組
みづくりなどが課題として挙げられている。
商店街に関しては，以上の3つの型の特性を踏まえ，人の集まる「場」としての本質を考える必要
があると述べられている。そして，商店街の空間価値を高めるとともに，商店自体の魅力をターゲッ
トに即した形で継続的に変化させていくことも必要だとしている。
以上のように，産業振興プランでは，情報産業，中小企業，商店街への支援が挙げられていた。基
本構想に比して，情報産業への言及は多いと言えるが，中心となっているのは区民と直接利害関係の
ある中小企業や商店街についてであり，情報産業という成長分野への特別な支援が行なわれていると
は言えないだろう。
5. 3 施政方針
本節では，区長の施政方針から，新宿区における産業支援について見ていこう。現在の新宿区区長
である中山弘子氏は， 1967年から2002年まで東京都庁の職員を務めた大物である。都庁職員時代には，
労働，子ども ・女性，消費，東京港埋立地の水辺と緑の回復事業，清掃事業，人事委員会，監査等の
行政に携わっている。以下では，東京都政との関連を踏まえながら，区長の施政について見ていこう。
まず， 一期目では，以下のような基本政策を掲げている。 一期目では，福祉に力点を置いた，住民
生活中心の政策が多いと言える。
－行政コス トの明確化
－共働と連帯で区民サーピス向上
．職員の意識革命 ・人材育成
－魅力あふれるまちづくり
－地域文化・生きる力の育成
．元気な高齢者ワーク対策
－環境にやさしい暮らし
－男女共同参画条例の制定
．多様な保育サーピス
．地域ぐるみでの子育て支援
．高齢者福祉の推進
続いて二期日では， 一期目に加えて以下の項目が掲げられている。
・新宿の自然地形を活かした水辺と緑のネットワークを整備し景観を守り創るまちづくりを進め
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る・江戸以来の新宿の歴史・ 文化資源、を積極的にまちづくりに活かす
－歌舞伎町ルネッサンスを推進するとともに， 回遊できる新都心づくりを進める
－創造型産業の振興，コミュニティビジネスの育成，商店街の活性化，文化観光都市新宿を発信す
る
・多文化共生のまちづくりを進める
－減災社会の実現を目指し，地震・水害に対する備えを強化する
．こどもや高齢者の安全を地域ぐるみで守る
・ユニバーサルデザインによるまちづくりを進める
－自治のまち新宿の仕組みをつくるとともに， NPOやボランテイアの力をまちづくりに活かす
一期日の住民生活中心の政策に加え，区外と関連する項目が増えていると言える。 「回遊できる新
都心づくり」「文化観光都市新宿を発信」といった項目は，「観光」を意識したものである。また，「多
文化共生」という言葉にあるように，二期目にして，新宿区に住む外国人を含めた政策が加えられて
いる。
三期日の政策目標は，二期日からの大きな変化は見られないが，新たに加わった項目として，次の
ようなものがある。「協働・参画で切り拓く自治のまち新宿」，「新宿のまちの多様性・多文化共生で切
り拓く持続可能な都市新宿」などで， これらは区政の原点として述べられている。ここからは，二期
目で加わった「多文化共生」という政策に，より力点が置かれたと言えよう。
次に，東京都政との関連について見ていこう。東京都の政策としては，石原慎太郎都知事が一期目
の際に 『東京構想2000jが， 二期目の際に 『10年後の東京Jが出されている （表III-5-1）。以下は新
宿区長と東京都知事の着任時期と，東京都の基本構想である。
表皿－5-1 新宿区長と東京都知事の着任と基本構想
新宿区 東京都
1999年 石原慎太郎氏，東京都知事初当選
2000年 『東京構想、2000
一一千客万来の世界都市をめざして』
2002年 中山弘子氏，新宿区長初当選
2003年 東京都知事二期目当選
2006年 11月 新宿区長二期目当選 12月『10年後の東京一一東京が変わる』
2007年 12月 新宿区基本構想 4月 東京都知事三期日当選
2010年 新宿区長三期目当選
『東京構想2000－千客万来の世界都市をめざしてJ
．誰もが想像力を発揮できる東京
－都民が安心して生活できる東京
－先駆的なメッセージを発信できる東京
『10年後の東京一一東京が変わるJ
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－最先端の科学技術力によって未来を切り拓く
－東京から新たな人材育成システムのあり方を発信する
－東アジア諸都市との連携・連帯を通じてダイナミックな発展を遂げる
これらの基本構想の内容を見ると 『東京構想2000Jでは，都民の生活を重視したものとなっている
のに対し， no年後の東京jでは，国外との関係に視点を向けた内容となっていることがわかる。また，
「観光」に関する具体的な目標や，世界へ向けて東京の文化を発信するといった項目が加えられている。
表l-5-1にあるとおり，新宿区長選挙と no年後の東京』の発表は，ほほ同時期になされている。新
宿区の政策における，住民生活中心から観光や多文化共生への重点、の移行は，都政の影響もうかがえ
ると言えよう。
本章では，新宿区の情報産業への，官民の支援について見てきた。区の方針としては，住民として
の区民の生活に力点を置いているということがわかった。文化創造産業についての言及はあるものの，
重点が置かれているのは 商店街や中小企業等であると言える。また，国外との関係を意識した政策
も言及されてはいるが，観光等が中心であり，新たな産業への支援は特別重視されているわけではな
いと言えよう。
文献
新宿区企画政策部企画政策課・新宿区都市計画部都市計画課編， 2008，『新街区基本構想新宿区総合計
画一一「新宿力」で創造する、やすらぎとにぎわいのまち』新宿区企画政策部企画政策課。
新宿区企画政策部企画政策課， 2008，『新宿区第一次実行計画一一平成20年度一平成23年度』新宿区企
画政策部企画政策課。
新宿区地域文化部産業振興諜編， 2008，『新宿区産業振興プラン一一平成20(2008）年度～平成29(2017)
年度』新宿区。
東京都知事本局企画調整部企画調整課編， 2006，『10年後の東京一一東京が変わるJ東京都知事本局企
画調整部企画調整謀。
東京都政策報道室計画部編， 2000，『東京構想、2000－ 千客万来の世界都市をめざしてj東京都政策報
道室計画部。
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6.墨田区の政策動向
小山弘美
6. 1 墨田区の概要
ここでは，墨田区の政策動向を主に1980年代と2000年代以降の状況を比較しながら見ていくことに
したい。東京都区部の東部に位置する墨田区は都心に近く，早い時期から都市化がおこった地域で，
いわゆる「下町」と呼ばれる。大田区と共に，東京の代表的な工業集積地として知られており，城東
地域工業の基軸的役割を担ってきた。 2009年の工業統計によれば工業事業所数がl,155となっており，
東京都区部の中で大田区の1,855事業所に次いで多くなっている。しかし中小零細工場がその大半
を占め，住商工混在状況の中での操業が特徴となっており， 1960年代以降事業所数は漸減し続けている。
人口の変化を見ると（図m-6-1），戦後直後の1947年墨田区誕生（本所区と向島区の統合）以降，
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図皿－6-1 墨田区の人口の変化
※東京都統計年鑑より，ただし2010年は国勢調査結果。
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図m-6-2 墨田区の事業所・従業者数の変化
※事業所・企業統計調査報告より（1986以前は事業所統計調査報告）。
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急激に人口が増え，その数は30万人に上ったが， 1960年をピークに滅少してきた。 1980年代には20万
人強となりピーク時の30%以上減少したが， 2000年以降人口は増加に転じている。事業所 ・従業者数
の変化を見ても（図I-6-2），ともに1960年代にピークをむかえ，その後漸減してきたことがうかが
える。それでも，墨田区の製造業の割合は1980年代でも 3割近く， 2000年代でも 2割近くあり東京全
体に比べてその割合は高くなっている（表III-6-1）。
表III-6-1 事業所数の全産業に対する製造業の割合
事業所数 従業者数
東尽 墨田 東京 墨田
全産業 製造業 全産業 製造業 全産業 製造業 全産業 製造業
1986年 892012 137815 74331 21377 8903100 1870833 530329 153266 
100九 15% 100% 29% 100% 21切 100犯 29% 
1991年 879251 130938 70542 19924 9854403 1884523 566204 151908 
100% 15% 100% 28% 100% 19切 100切 27% 
1996年 873441 114789 60604 16515 10101484 1615174 498571 122474 
100% 13% 100% 27% 100% 16% 100% 25% 
2001年 822740 94680 59856 14300 9692717 1316060 508974 103180 
100% 12九 100% 24% 100% 14% 100% 20% 
2006年 783220 76708 53667 11528 9778278 1091146 484568 84229 
100犯 10% 100% 21% 100% 11 % 100% 17% 
※事業所・企業統計調査デー タより。
墨田区の地域区分について触れておくと，かつて本所区と向島区とで分かれていた南北の区分と，
さらに北部を東西に分けた3つの区分で考えることができる。旧本所区である南部は，関東大震災や
戦火によって擢災し，復興の過程で街区整理がほぼ完了していると同時に，住宅や商業系が優位と
なっていった。そのため 大規模工場の立地は難しく メリヤスを中心に繊維工業が多く集積してき
た地域となっている。旧向島区である北部は，その大半が擢災をまぬがれており，老朽化した住宅併
設工場が密集し，独特な住工混在の様子をかもし出している。北西部はゴム関連の集積が目立ち，日
用消費財製造に関連するプレス，メッキなどの機械金属工業の集積も多く，雑貨型機械金属工業の特
色を示す。北東部は古くから皮革関連工場が集積し，また区内で最も機純金属工業の優越的な地域と
なっている（墨田区産業経済課1986）。
1970年代以降の地区別人口の変化を見たのが図I-6-3である。すべての地域で， 1990年代中旬ま
で人口減が続いていることがわかるが， 90年代後半以降で異なる特徴を示している。南部は1990年代
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図I-6-3 地域別人口変化
※住民基本台帳による東京都の世帯と人口より。
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後半から人口の増加が始まり， 2010年には1970年代前半の水準まで回復している。北西部は，南部よ
り少し遅れて2000年以降人口増加に転じているが，微増にとどまっている。北東部は2000年までの漸
減傾向がおさまり，ほぽ横ばいという状況である。都心回帰の傾向が両国 ・錦糸町といった交通の便
のいい南部を中心におこっている様子がうかがえる。
6. 2 1980年代の墨田区工業の状況と施策
墨田区工業の特徴は，中央区，台東区に集積する問屋街の後背地としての日用消費財の供給であり，
製品は，メリヤス，袋物，皮革製品，装飾品，日用金物，ゴム製品などの消費財や，鋼材，ボルト・
ナッ トなどの金属製品に至るまで、多岐にわたってきた。まさに「メイドイン ・トーキョーjの生産基
地としての特色を持っていた。
しかし 1960年代後半から，すでに墨田区工業にかげりが見え始める。日用消費財の供給地として，
高度成長期以降の消費の高度化，多様化に十分に対応できなかったことがその原因のーっとなった。
また，立地していた多くの有力工場が，公害問題や土地の余剰のなさから地方へ移転していったこと
もある。その際，自己完結型の工場が多かったため，城南地区のように研究開発機能を残さず，全面
移転する形態をとることが多かった。このような要因により，中小零細工場の技術が育たなかったた
め，高度成長期以降の変化のなかで，墨田区工業は困難を抱えていくことになったのである。また，
墨田区がインナーシティであることから，立地余力に乏しく，後継者の住宅問題も解決できないなど，
事業を継続していくための悪条件が事業者に重くのしかかっていた。
上記のような状況の中で， 1980年代の墨田区は，区政の最重要課題として産業振興施策に取り組ん
できた。住工混在地域の墨田区工業が抱える課題を詳細に分析（墨田区産業経済課1986,1987）し，
進むべき方向性と行政の施策のあり方を専門家と検討したうえで， 1988年に墨田区工業振興マスター
プランを策定している。ここでは，著しい宅地化，高地価，住工混在の中で，時代への展望を持ち得
ないまま工業が空洞化していく現状を問題視しながらも，対応いかんによっては，次世代型のハイテ
ク，ハイファッション地域を構想できるとしその展望を明らかにしている。具体的には，大都市イ
ンナーシティにおける工業のあり方として，次の四点を基軸にすえている。（1）首都圏東部の拠点性
の獲得，（2）都心型工業の育成，（3）混在解消と戦略的立地環境整備事業の必要性，（4）ファッション
関連産業とハイテク産業の育成，である。
まず，ファッション関連産業（繊維工業のほかに，機械金属工業の中でも日用消費財に関連するも
のを含む）を取り巻く状況として， 1970年代頃からの日用消費財に対する需要側の選好態度の変化が
指摘されている。そのため，俗に言うファッション化，高級化，多種少量化 短納期化などが一層強
まり，墨田区の日用消費財生産は，最も先鋭化された消費に対応することが要求されるようになった。
これに対し，大都市内部に位置することから，情報の即時性，企画主体との日常的なフェース・トゥ・
フェースの関係が保てること，多様に専門化された高機能が期待できることなどから，有利な点を指
摘できる。ここに， 日用消費財生産の伝統を踏まえた墨田区工業の新たな都心型工業として魁る道を
展望することができるのである。
他方，墨田区工業を特色づけるもう一つの機械金属工業については，ファッション関連産業とのリ
ンケージという課題に加え，独自的かつ首都圏東部方面をにらんだハイテク化への課題を指摘してい
る。これに対しては，秋葉原へのアクセスの良さを求めてJR両国駅周辺のシステムハウスの集積を評
価し，その受け皿としての墨田区中小機械金属工業の高度化が重要な課題となることを指摘している。
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このような発展的展開を支える工業の拠点として，相談，工作機械等の開放利用，研修・講習，情
報提供，展示，交流の機能を持つ「すみだ中小企業センター」がすでに運営されており，さらに，ファッ
ション関連企業の技術支援，研究開発支援を行う「東京国際ファッションセンター」の構想が具体的
施策となっている。
また，地区別の内容については，南部，北西部，北東部について，それぞれ指摘されている。まず，
生産現場が縮小している南部は，住宅化，マンション化，商業化なと土地利用の変化が著しいが，
今後，ファッション関連産業とハイテク型工業を支援，接続しうる，新たな都心型工業集積地として
の再生を展望している。住宅化，マンション化の顕著な北西部については，例えば，工場アパート，
工場ピル等により，住工混在の中での生産基地として位置づけていく必要を指摘している。北東部に
ついては，今後は，機械金属工業の体系上最も基礎的な役割を担う部分として，重装備中高機能につ
いての技術向上支援施設を組み込んだ工業団地を構想し，さらに，立地環境の多面的展開を図ってい
く必要があるとされている（布施鉄治他1990）。
以上のように， 1980年代には，住工混在地域である墨田区産業振興の要として工業のてこ入れに力
を入れていた墨田区政であるが，表m-6-1からもわかるように，その後も製造業の事業所数，従業者
数ともに減少を続けてきたのである。同時期に行われた布施鉄治他（1990）の調査分析の指摘にある
ように，工場と住居が一緒の建物に存在し，事業主の土地・建物所有などに支えられた家族協業であ
るため，後継者の有無が事業の縮小 ・廃業志向に影響をあたえており，事業所の存続と後継者問題が
表裏一体であるということも一因で、あっただろう。ここでは，地下高騰のもとで，土地所有の事業主
を中心に転廃業を志向していることも指摘されている。このような複合的な課題を解決していくドラ
スティックな施策が展開されたわけではなかったということかもしれない。
6. 3 2000年代以降の施策
1980年に策定されて以降，基本構想が2005年に初めて改定された。そこには，かつての産業都市墨
田の姿はなく， 「区民と区との協治（ガパナンス）により，輝かしい未来，そして，魅力や活力あふれ
る 『すみだ』」が標梼されており，住宅都市としての性格の強さがうかがえる。2006年に策定された基
本計画における産業目標では，特に工業という部分を強調するものではなく，新たな産業の創出に重
点が置かれたものとなっている。一方で，リーデイングプロジェクトとして掲げられているのは，福
祉の充実と「観光まちづくり」である。内外から注目を浴びる国際観光都市を目指し歴史や文化を
活かした，墨田でしか味わえない観光資源や観光ルートの整備が目指されている。また，基本計画の
別冊として「新タワー関連事業編」が作成され，新タワー建設に関連して実施する新規事業が抜粋し
て掲載されている。
基本構想 ・基本計画の改定を受けて， 2009年には 『新 ・墨田区工業振興マスタープラン』を策定し
ている。これまでの1988年「墨田区工業振興マスタープランJ.1995年「墨田区産業振興プランJ,2003 
年「中小企業のまちすみだ新生プラン」においても，課題として，①人材の更なる育成，②利益を生
み出せるビジネスモデルの構築， ③新規創業による新たな集積の形成などが指摘されていた。『新・墨
田区工業振興マスタープランJでも同様の指摘がなされており，これまでの施策において幾度も工業
の展望を打ち出してきたものの，大きな成果が上がってこなかったことが見受けられる。『新・墨田区
工業振興マスタープラン』の基本戦略として，①個々の企業の基礎体力強化，②中小企業 ・人のネッ
トワー ク力強化， ③新たな企業集積創造，があげられているが，従来と大きな違いは見られない。新
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たな視点としては，東京スカイツリーのインパク トを活用した製品化スキルのプロモーションの推進
といったところである。ここでもタワーへの期待が感じられる。
2000年代中盤以降，区民との協治（ガパナンス）を理念とし， 墨田区協治 （ガパナンス）推進条例
を策定するなど，区政の性格は，住宅地のそれへと変化してきているようにも思える。その中で，産
業に関しては，新しい産業の創出と，新タワーを契機とした観光都市を目指す姿が見受けられる。
6. 4 まとめ
1980年代に墨田区が力を入れてきた工業振興施策，またそのための調査研究は， 日本経済の中での
墨田区工業の重要性を十分に理解し，衰退する墨田区工業をどのように導き発展させていけばよいか
模索したものであった。しかしながら，現在に至るまで，一貫して衰退し続けた墨田区工業をどのよ
うに反省すべきなのであろうか。墨田区施策を見る限りでは，工業の課題・展望は80年代からさして
変わっておらず，いまだ解決できる展望が抱けていないとも取れる。さらに，基本構想、 ・基本計画の
中心施策においては，観光へのシフトが見られ，それに絡めた新しい産業の創出が目指されていた。
これは，ある意味では， 2000年以降の都心回帰傾向による住民の増加，錦糸町 ・両国駅周辺の商業地
化，スカイツリー建設などをふまえた， 当然の方向転換ともとれる。下町情緒あふれる墨田のまちを
世界に発信する観光重視の施策は，グローパリゼーションの中での新たな競争戦略としては正しいも
のとも思えるのである。
1980年代の墨田区の工業衰退は「大都市インナー・シティにおける生産の空洞化現象の先駆的なケー
スとして受け止めなくてはならない」（墨田区産業経済課1986: 1）と捉えられていた。墨田区は工業
再生への道筋を展望しながらも，工業をとりまく産業構造や地域構造の変化のなかで挫折を繰り返し
てきたのである。その過程を経て，基礎自治体が自身の構造に見合った政策に転換していくことは必
然である。このような事態を，まさに大田区など製造業を主な産業とする他地域の先駆的事例として
捉える必要があるだろう。その場合，日本経済にとっての工業 ・製造業の重要性と都心内部における
工業集積地の重要性を鑑みすしば，製造業集積地の発展的展望は基礎自治体ではなく，国が主導して当
たらなければならない問題として捉える必要があるのかもしれない。
文献
布施鉄治他，1990.r東京墨田区における事業体・世帯（家族）の生産・生活様式変容と地域社会の構
造的変質過程J，『調査と社会理論j研究報告書14。
墨田区産業経済課， 1986，『墨田区機械金属工業の構造分析』。
墨田区産業経済課， 1987，『墨田区繊維雑貨工業の構造分析－FashionIndustry inすみだ』
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7.大田区の政策動向
小山弘美
7. 1 大田区の概要
ここでは，大田区の政策動向について概観していく。大田区は東京都区部の南部に位置し川崎市
や横浜市とともに，京浜工業地帯を形成している。繊維工業や雑貨工業中心に発達した城東地域とは
異なり，大田区を中心とする城南地域の工業は，機械金属工業の集積を特色と している。もともと，
江戸期には海岸沿いで海苔の養殖が盛んに行われていたが，大正期に，大田区製造業の骨格となる工
場や中小企業が進出し，軍事工業の一大集積地として発展してきた。その後，様々な社会変動，産業
構造の変化を経験しながらも，大田区の中小零細機械金属工業の集積は1980年代にはそのピークを迎
え，高度加工技術を備えた「ナショナル・テクノポリス」と称されるまでに至ったのである。
大田区の社会変動を人口の変化から見てみると，戦後急激に増加したが， 1970年代には減少に転じ
た。 1980年代は横ばいを続け， 90年代に底をうち，都心回帰の2000年前後に増加に転じている（図E
-7-1）。 一方，大田区製造業の事業所数と従業者数は1980年代まで増加を続けた。そして， 1980年代
をピークに現在まで漸減してきている（表il-7-1）。大田区の製造業は，表皿ー7すからもわかるよう
に， 4人以下の小規模事業所が5割強を占め，零細事業所が集積の厚みをつくっていることがわかる。
事業所規模の割合は，9人以下の事業所が8割， 10～19人以下が1割，それ以上の事業所がl割とい
う構成となっており， 1980年代のピーク時から現在まであまり変わっていない。
産業集積のピークであった1980年代の大田区製造業は，高度経済成長後の不況期における産業構造
の変化を経験しながら ナショナル・テクノポリスと称される一大産業集積地としての形態を整えつ
つあった。その一方で区内の事業所は階層分解を進めていた時期でもあった（関・加藤1990）。表il-
7-2で指摘したように， 80年代以降の事業所規模の割合はあまり変化じておらず，すべての規模の事
業所が一様に減少してきた。これは，事業所の規模というよりは，大田区製造業に突きつけられた変
化についていけなかった事業所が淘汰されていったとも考えられる結果である。ここに関満博 ・加藤
千人 大田区
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図ill-7-1 大田区の人口推移
※東京都統計年鑑より，ただし2010年は国勢調査速報結果。
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秀雄が指摘していた階層分解の影響を見て取ることができる。次節では，活況を呈していた1980年代
にすでに指摘されていた大田区製造業の階層分解について詳しく見ていくことにする。
表m-7-1 大田区製造業の事業所 ・従業者
1981 1986 1991 1996 2001 2006 
事業所 10209 10245 9845 8497 7097 5953 
100% 100% 96% 83% 70% 58% 
従業者数 125384 117934 114056 96608 72937 67583 
100% 94% 91% 77% 58% 54% 
※大田区の事業所 (1999,2006）より。
表m-7-2 製造業の従業員規模別割合
製造業全体4人以下 5～9人 10～19人 20～29人 30人以上
1981 10209 5267 2566 1264 432 680 
100% 52% 25% 12% 4% 13九
1986 10245 5497 2473 1214 398 663 
100% 54% 24% 12% 4% 12切
1991 9845 5264 2335 1198 452 596 
100% 53% 24% 12% 5% 11 % 
1996 8497 4772 1919 986 337 492 
100% 56% 23% 12% 4% 10切
2001 7097 4135 1504 785 290 381 
100% 58% 21% 11 % 4% 9% 
2006 5953 3393 1293 670 278 317 
100% 57% 22% 11 % 5% 9切
※大田区の事業所（1999,2006）より。
7. 2 1980年代の大田区工業1)
1980年代の大田区工業の特色としては次にあげることができる。（1）製造業種の中でも，機械金属
系の業種への傾斜が著しp。（2）素材型業種の減少と，機械金属工業の体系上中軸的機能を担う部分
が強化されてきた。（3）大規模工場の多くが転出あるいは機能を大きく変化させた。（4）全般的に規模
の零細化が進行した。（5）大都市部の工業集積地として，製品開発や付加価値の高い高度加工を軸と
する新たな段階に踏み込んでいた（関・加藤1990: 25）。これらの特色は今日でも引き続き大田区製造
業の特質をあらわすものと考えられる。つまり，このような特色をもたらした80年代の工業における
構造転換が，今日の大田区製造業にも大きな影響を及ぼしているのである。
この構造転換は，特に大規模工場の減少によりもたらされた。1970年代に公害規制が強まり，全国
的な工業再配置が推進され，区内の有力な工場が地方に移転した。企業ごと全部移転しないとしても，
生産部門を地方に移行させ，大田区内の工場を研究開発等にシフトさせながら人員規模の縮小を図っ
ていったのである。こうして，大田区内の機械金属関連の工場は，大規模な生産体制をとるところが
減少し小規模で高密度に対応できる研究開発，多種少量生産分野などに傾斜していった。しかし
こうした状況が，かえって大田区内の中小零細企業が自立していく契機となり，中小規模の製品開発
型メーカーや，個性的な加工業者を生み出していったのである。その結果，大田区内においては，圧
倒的な影響力を持つ巨大工場が存在することなく，多種多様な中核的工場が区内工業全体をリードす
る分散型の工業集積構造を形づくることになっていく。このような特殊な工業集積が「ナショナル ・
テクノポリス」と評されていったのである。しかし，そのような華々しい80年代の大田区工業の影で，
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さまざまな産業構造の変化に対応できず衰退していく事業所が多数存在していることを関・加藤
(1990）は捉えていた。
80年代の環境条件変化への大田区製造事業所の対応と して，次の3つがあげられる。第1に，高度
経済成長期には特定受注先への専属的な形態をとっていた中小零細加工業者が，低成長経済の中で大
幅な受注減を経験し特定受注先への依存の形態を回避していった。第2に，城南地域の都市化，住
宅地化の進行により，土地，人件費等が高騰しさらに，住工混在状況の中で，工場の低公害，高密
度利用が不可欠になり，高付加価値化が目指されていった。第3に，全国レベルでの工業再配置が急
速度で進行し大企業は京浜地区の工場を研究開発，試作工場として位置づけるようになった。この
ような大企業工場の性格変化は地元への発注量を減少させる一方，研究開発，試作に関する小ロット
で高難度な加工を要求するようになっていく。これらは，受注変動，高難度に加え，厳しい納期管理
などを不可欠とすることから，それにどう応えるかによって大きな階層分解を進める要因になったの
である（関・加藤1990:50）。この状況を受けて，大田区製造業は，次の4つの企業類型に分かれてく
る（関・加藤1990: 57-8）。
まず1つ目は，「製品開発型企業」というべきタイプで，従来の金属加工機能をベースに，エレクト
ロニクスの技術を導入して， ME化された独自製品を生み出している企業群。
2つ目は，特殊な加工機能を内面化し特定の受注先に制約されず，城南地域のみならず全国レベ
ルの多様な発注主体からの要求を幅広く受け入れる，ある意味で加工センター的機能を身につけた
「専門加工業者」群。
3つ目は，高度成長時代に一定の繁栄を誼歌しながらも，その後の環境条件の変化に十分対応でき
ないまま低迷している中小規模の加工業者群。
4つ目は，従業者が数人規模の零細加工業者群。これら零細加工業者の中でも，自らを特殊化する
ことにより存立基盤を確保しようとするものと，在来型の下請加工の形態のまま低迷しているものに
階層分解している。
つまり， 1980年代において，製品開発型企業，特殊な技能を身につけた専門加工業者，特殊化した
零細加工業者のいずれかの先鋭化した事業形態をとった事業所が，ナショナル・テクノポリスと呼ば
れた産業集積を牽引していったのである。その他の多数の従来型の事業所は，高度の先端技術につい
ていくことができずに，老朽化や高齢化が進行していき，事業の縮小，廃止が予測される事態となっ
ていたものと考えることができる。その結果が現れているのが，表m-1-2の事業所規模によらない
均等な区内事業所数の縮小という道であったのではなかろうか。
7. 3 2000年以降の政策動向
2000年以降の大田区は，製造業事業所数・従業者数のピークであった1980年代に比べ，その数は半
数程度に落ち込み（表m-7-1），人口は増加傾向にある。特に，多摩川沿いに集積していた工場跡地
にマンションが次々と建設されるなど，工業の衰退と住宅地化の加速がより懸念される事態となって
いる。このような状況の中で，大田区の政策がどのような舵取りを行っているのか見ていくことにし
よう。
(1）基本構想と都市マスタープラン
2008年に25年ぶりに策定された基本構想、では，「地域力Jと「国際都市」がテーマになっている。住
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宅地化していることのあらわれであるのか，住民の福祉の充実を目指した「地域力Jが掲げられると
ともに，衰退傾向の製造業を中心とする産業の起爆剤として羽田空港の国際化に期待が寄せられてい
る。
区政の根幹である基本構想の改定を皮切りに， 2011年には都市計画マスタープランが改定された。
マスタープラン改定の背景として 工場数の減少など社会経済状況の変化 1996年以降の人口社会増
と子育て期世帯の定住などの人口構成の変化 羽田空港の再拡張・国際化及び空港跡地利用といった
状況が指摘されている。都市計画の課題としては，第一義に「地域特性の多様性と快適で活力のある
都市活動を支える都市構造の形成」が掲げられ，地域によって明確化しつつある産業集積が，活動し
やすい環境を整えることが目指されている。これは，蒲田 ・大森地域などは商業地区の拠点として，
多摩川沿い地域や空港臨海部地域は工業地域として，それぞれの産業が活動しやすい環境を整えるこ
とを示す。また蒲田 ・大森地域や，椛谷・羽田地域に点在する住工混在地域については，共同建て替
えなどを誘導し街区内での適切な再配置を促進するとしている。
このような再配置を住民主体で行っていくために創られたと考えることができる条例として， 2011
年に施行された「地域力を生かした大田区まちづくり条例」がある。区民が主体となって地域の課題
解決に取り組む，まちづくり活動への支援制度を定めたもので，まちづくり協議会の設立支援などに
専門家を派遣できる仕組みになっている。まちづくり協議会は地区計画の素案を提案できるほか，都
市計画の決定や変更の提案も可能となっている。また，建物等に係る開発調整に関して，開発事業者
が集合住宅等を建てる際には区と事前協議を行うことを決めている。住宅地としての環境を守るため，
住宅地開発事業の最小敷地面積や，ファミリー型式住戸の設置の義務づけなどを行っている。それと
同時に，工業地域等への配慮として，開発事業者は工業地域または準工業地域内において開発事業を
行うときには，近隣の工場の代表者や工業団体に，事業計画について事前説明を行うこと，事業の建
物の入居者に対し工業系用途地域であることなどの説明を行うことを義務づけている。
これらの政策から読み取れることは，人口が増加していく住宅都市としての課題と， 日本の産業を
背負ってたつ工業都市としての課題，この二つに対応する施策が基軸となっているということである。
しかし，二つの都市の顔が相反する部分の調整が一番の課題となってくるだろう。
(2) 産業振興施策
大田区では2008年1月に民間の有識者からなる大田区産業振興基本戦略検討委員会（委員長 早稲
田大学商学学術院鵜飼信一）を設置し，その報告書をもとに2009年3月に産業振興基本戦略を発表
している。
上記の大田区産業振興基本戦略検討委員会報告書では，大田区製造業が世界の中でもフ．ロントラン
ナーとしての役割を持つものであることが強く意識されている。グローパル化の進行により，日本の
製造業が世界中で調達・生産 ・販売する体制へと転換している中で，大田区の製造業集積は，世界を
リードする先進技術や製品を創出し供給することが十分可能であるという認識である。かつて「ナ
ショナル・テクノポリス」と言われてきた大田区の製造業集積は，世界の母工場都市「グローパルテ
クノポリス」に発展していくことが期待されているのである。
大田区には，従業者30人以上規模の事業所を中心とする開発 ・設計機能をもっ開発型企業と，従業
者10人以下の小規模事業所を中心とする様々な基盤技術や技能により部品加工を行う企業が現在も集
積しており，こうした企業群の集積による高い対応力が大田区製造業の強みといえる。業種別内訳で
は， 一般機械が34.1%，金属製品が21.2%，電気機械が7.3%で機械金属を中心とした構造を依然維持
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している。実際，従業者一人当たりの付加価値額をみると， 1990年代からの変わらない高水準を保っ
ており，かつては日本全国，現在では世界を相手に，高付加価値のある技術や製品を売り込んでいる
ことがうかがえる。
しかしその半面，大田区製造業が苦境に立たされている状況も指摘されている。産業をとりまく環
境の変化として，グローパル化，産業構造の転換（サービス業が増大），少子高齢化，都市化の進展な
どがあげられている。特に大田区のものづくり産業の現状課題としては，区内事業所の減少が指摘さ
れている。操業上の最大の問題は都市化の進展による操業環境の悪化であり，そのほかにも，経営者・
従業員の高齢化，若手人材の不足，需要の低迷，原材料の価格の高騰が問題として挙げられている。
これらの要因による事業所の減少は，大田区の産業の特徴である「仲間回し」（＝技術の相互連携・分
業体制）によるものづくり力のす断を意味し，大田区の産業の根幹に関わる喫緊の課題となる。
このような状況を踏まえ，戦略の中での産業振興の方向性として，ものづくり集積の維持と発展の
ために，多様な基盤技術集積の維持と開発型企業の拡大を目指し，発展可能性を高める良好な操業環
境の創出や，大田製造業の世界への発信の支援，ものづくり産業のサービス機能の強化支援が必要で
あると指摘している。
世界への発信や支援の強化というところでは，羽田空港の国際化と，空港跡地が重要な政策的位置
を占める。羽田空港跡地は東京都が進める国際戦略総合特区「アジ、アヘッドクォーター特区Jの区域
に指定されており，区としても特区の一翼を担い， ここを産業支援の拠点としたい考えである。
実際の施策としては，例えば2010年3月に「企業立地の促進等による地域における産業集積の形成
及び活性化に関する法律（企業立地促進法）Jに基づく基本計画（「大田区企業立地促進基本計画J）を
策定している。これは，区内への企業立地促進等を通じ，区内産業集積の維持発展を目的としたもの
で，まさに上記の基本戦略をうけて，「区内操業環境の向上」，「人材の育成」，「技術開発の支援」等に
取り組むことを具体的に盛り込んだものとなっている。
以上見てきたように， 2000年代後半以降の大田区の状況は，製造業の事業所数・従業者数がピーク
時の半数程度となっているとはいえ 従業員一人当たりの付加価値額が下がっていない状況や，1980
年代にいわれていたように，製品開発型企業や専門部品加工を行う企業集積が存在しており， 工業の
発展をまだまだ産業振興の第一義としている。区では，大田区工業を一地域の産業として捉えるので
はなく，京浜臨海部における産業クラスターを担うものとして捉えており，さらには首都東京，首都
圏，すなわち日本の，世界の産業的公共財と捉えているo しかし産業振興基本戦略にはものづくり
産業の現状と課題とともに商業 ・サービス業の現状と課題も併記されているなど，産業振興施策のあ
り方が総花的にも見えることは指摘しておかなければならない。
7. 4 まとめ
2000年以降の大田区の施策は，人口の社会増，子育て世代の定着などによる住宅地化に伴った対応
と，工業の衰退への対応というこつの傾向を持っている。これら二つの相反する課題に対して，地域
ごとの特色に合わせた都市計画により，住み分けを進めよう という意図が読み取れる。そのような状
況の中で，産業施策を見ると，グローバル化に対応するための構想として， 産業集積を保持したうえ
で，羽田空港国際化を契機に大田区工業を世界に売り込むという部分では， 80年代から一歩踏み込ん
だものであるともいえる。しかし，大森・蒲団地域の商業地区としての拠点化も進み，当然ながら，
産業施策には商業に対応したものも並列されている状況である。
-85ー
このような大田区全体の住宅地化，商業地化の進展と，工業の衰退にそれぞれ対応した総花的な政
策動向を見ると，どこまで本気で製造業の発展に取り組むのか定かではないところも見受けられる。
ここでも，日本産業の要として製造業を世界に売り込む上で，基礎自治体の限界が見えてくる。羽田
空港跡地のアジアヘッドクォーター特区など国や都との協調を含め 大田区工業をどのように振興し
ていくのか，今後の国，都も含めた動きに注目したい。
注
1) 本節の1980年代の大田区工業の状況については，関 ・加藤（1990）によっている。
文献
関満博・加藤秀雄， 1990，『現代日本の中小機械工業一一ナショナル・テクノポリスの形成j新評論。
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N 日本における都市政策の現状と課題
玉野和志
本研究は当初「グローパル・シティ・ リージョンズ」としての日本都市の現状と可能性の探究とい
う課題からスター トした。しかしながら，すでにこの報告書の内容から明らかなとおり，「グローパ
ル・シティ・リージョンズjとよばれる特定の分野に焦点を絞ったものではない。むしろ，「グローパ
ル ・シティ ・リージョンズ」という議論をひとつの事例とした1980年代以降の都市政策に関する世界
的な潮流を問題としている。この潮流を総称としてどのようによぶかは，意外とむずかしい問題であ
る。ポス ト・フォーデイズムないしネオ・リベラリズムという呼称がもっとも一般的であろうが，前
者は資本主義世界経済に関する一定の理解を前提とすることになるし後者は新自由主義という日本
語の含意からは少し離れてしまうので，なかなかむずかしいところがある。ここでは，とりあえず70
年代以降の資本主義世界経済の変化にともなう， 80年代以降の都市政策の転換という具体的な歴史的
時期を指定するだけの言い方に留めておく。文脈に応じてポスト ・フォーデイズムの下での都市政策
といったり，新自由主義的な転換といったり，国家のリスケーリングなどの用語を用いるが，もっと
も広い意味では80年代以降の都市政策の転換とだけ理解しておきたい。以下，この時期の具体的な転
換の諸相について論じていくが，それらが単一の原理のもとに統一的に理解できるものなのか，それ
とも複数の原理のもとに理解すべきものなのかについても，ここでは聞かれた課題としておく。
さて，本研究の課題は80年代以降，具体的にはアメリカのレーガン政権とイギリスのサッチャ一政
権において典型的に取り組まれた都市政策の転換が，その後，世界のさまざまな地域や国々に影響を
与えていく過程で， 日本においてはどのような状況にあるのかということを明らかにすることであっ
た。まず， I部においてはアメリカや西ヨーロッパを中心と した80年代以降の経験にもとづいて論じ
られてきた議論を整理すると同時に，近年のリスケ リー ング論に関する紹介を行った。そこで明らか
になったのは， 80年代以降の政策的な転換の背景には，欧米においては70年代以降に顕わになって
いった資本主義世界経済におけるフォーデイズムの危機と，それにたいする新しい成長モデルと成長
戦略の模索としての改革ないし政策転換があったという事実である。ここで重要なのは，その内容は
いずれもかつてのフォーデイズムからの転換であり，それを促したグローパリゼーションの結果で
あったという点である。したがって，転換の内実はいずれもそれらの特徴と対応することになる。
まず，フォーデイズムの特徴から改めて整理してみたい。フォーデイズムは，大量生産 ・大量消費
のシステムであり，テーラ｝主義にもとづく科学的管理によって労働過程を細分化し，合理化するこ
とで労働者の裁量権を奪い，経営側の意思を徹底することで生産性を上げるシステムである。労働に
おける裁量権を奪われた労働者は，その対価として労働組合を通じて生産性の向上に見合うだけの賃
金を獲得することで，この体制と妥協することになる。と同時に，相対的に高い賃金を受け取って大
量消費の担い手となる。このような内包的蓄積の体制は国家のスケールで成立し，国家の政策的介入
によって支持される。それがケインズ政策による完全雇用の実現を目標とした福祉国家の体制であっ
た。大量消費の体制を支えるために，中央集権的に標準化された福祉政策によって国家のスケールで
の均質化が図られ，いわゆる空間的ケインズ主義が現出する。
以上のような特質がグローパリゼーションによって転換するのが，ポスト・フォーデイズムの特徴
ということになる。すなわち，国際的な金融市場の成立と流通によって一国単位のケインズ政策が意
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味をもたなくなる。多国籍企業の成立によって企業の生産活動が国境を越えて広がるようになり，製
造業の周辺諸国への移転によって先進国の産業は空洞化し，国際競争が激化する。その結果，フォー
デイズムのもとでのリジットな生産組織，労働過程，労働組合による交渉などの体制が維持できなく
なる。この点に関する変化については「フレキシブルな蓄積体制」という総称がよく使われるが，そ
の内実はさまざまである。たとえば，労働過程についてはテーラー主義のもとでの規格化された職務
の遂行から，現場での創意工夫とそれを可能にする多能工的な熟練，そこから生まれる創造性，革新
性の重視というある意味で積極的な側面が語られると同時に，雇用という側面ではフレキシブルで不
安定な就労形態が賞揚されるという否定的な側面が生じてくる。さらに，フレキシブルな生産組織と
いう点では，垂直的な分業にもとづく大企業による大量生産体制に替わって，水平的な分業にもとづ
く中小企業のネットワークがもたらす効率性と創発性が高く評価されるようになる。しかしながら，
それら中小企業のもつイノベーテイブな創発性も あくまで多国籍企業によって世界市場へと媒介さ
れて初めて意味をもつことや，場合によっては単に多国籍企業による中小企業における不安定就労の
搾取にすぎないことがあることに注意すべきである。
このような生産面での転換とグローパリゼーションの進展にもとづき，政策面では次のような変化
が生まれてくる。もはや国家単位での経済政策に拘泥しなくなったグローパルな金融資本は，国家の
領域性とは無関係に，特定の都市や地域の競争的な優位性にもとづき投資を行うようになる。そのよ
うな競争力は都市のもつグローパルな中心性や中枢性にもとづく多国籍企業の本社機能の集積度や，
イノベーティブで創造性に富んだ、高度の熟練やハイテクの集積度合いに依存するようになる。した
がって，国家はこれまでのような大量消費を支える均質的な国土の発展よりも，そのような国際的な
競争力をもった都市や地域を優先的に開発し，多国籍企業やグローパルな投資を呼び込むことに注力
するようになる。その結果，国家というスケールよりも，都市やリージョンというスケールにもとづ
く戦略的な成長地域の形成が，グローパル・シティ・リージョンズとして求められたり，経済特区や
クラスター戦略というかたちで展開するようになる。
このことは必然的に政策形成やガパナンスにおけるスケールの再編をもたらすことになる。一般的
には一方における分権化とイ也方におけるグローパル化というグローカリゼーションの過程が進行し，
国家の相対的な力が弱まるように見えるが，国家の主導によって分権化や国際化が図られる場合もあ
るので，この点での評価は単純ではない。しかしいずれにせよ空間的ケインズ主義に見られる国家
単位での均質的な発展は必ずしも有効な成長戦略とは見なされなくなり 特定の都市や地域の優先的
な発展を図ることが市場原理の貫徹という意味でも正当なことであり，その他の地域も結果として成
長のおこぼれ（trickle-down）にあずかることができるという新自由主義的な原理が優勢になり，結果
として格差の拡大を招くことになっていく。
こうしてポスト・フォーデイズムないしネオ・リベラリズムのもとでの都市政策は，経済成長を優
先し，グローパルな市場で競争力をもっ地域や産業を育成し，そのために国境を越えたリージョンと
しての広がりを視野に収め，多国籍企業ならびにグローパルな投資を呼び込むことに腐心するような
内実を帯びるようになる。以上が，敵米を中心とした80年代以降の経済政策や都市政策の転換なので
ある。
それでは，このような欧米における都市政策の転換は 日本においてはどのような意味をもつので
あろうか。 H部におけるわれわれの分析は， 日本においても90年代後半以降，そのような転換を必要
とするような経済情勢が確実に現れてきていることを示していた。とりわけ製造業を中心とした東京
圏と関西圏に比べた名古屋圏の堅実な状況は，グロ｝パル企業としてのトヨタが世界市場へと媒介す
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ることによって系列中小企業をそれなりに支えていることをよく示していた。しかしながら，東京圏
のみならず，関西圏においても，製造業の減少分がサービス業の増加分によって相殺されることで，
かろうじて少なくとも80年代までの雇用の水準を維持している点も確認された。もちろん，サービス
業の内実に東京圏と関西国の違いは顕著であり，関西国のより深刻な状況は明らかであるが，少なく
とも三大都市圏においては，国際的に見て，まだ全面的な崩壊に至るという段階ではないことが確認
できる。
そのためかもしれないが，皿部で検討した日本における経済政策・都市政策の現状は，国際的な流
れから見ると，その転換の度合いはまだまだ本格的とはいえないようである。まず国レベルの産業政
策として，通産省ならびに経産省の政策動向を見ていくと，やはり90年代後半以降から，政策体系が
大きく変わっていることがわかる。国際化への対応，新規産業分野の開拓，知識創造立国，産学官連
携， IT・コンテンツ・サービス産業振興，イノベーションの強調，アジア経済圏の構築，産業クラス
ター計画の推進など，新しい成長戦略に関するメニューはすべてそろっているといってよいだろう。
しかしながら，それらの項目は毎年その強調点が入れ替わり，特定の戦略が重点的 ・長期的に取り組
まれているという印象はうすい。それ以前の年報においては， 20年近くその体裁が変わっていないこ
とも含めて，日本経済についての長期的な見通しと戦略にあまりぶれがなかったのとは対照的である。
いずれにせよ， 90年代後半以降，政策の基調が変化したことだけ確かである。
東京都の政策動向についても，少なくとも2010年までの段階では，それほど大きな転換は見られな
い。国レベルの政策動向と同様に，石原都政の成立以来，確かに新しい成長戦略への転換の意向は十
分にくみ取れるし，やはりメニューとしてはIT産業を中心とした秋葉原の開発，アニメ・デザインの
海外への発信，航空機産業などハイテク部門への参入，国際的な観光客の誘致，羽田空港の国際化な
ど，それなりの項目がそろっている。ところが，その内実は従来からの各部局による施策の中から
ピックアップして重点項目として並べているだけで，実際にどの程度重点的に一貫した施策がとられ
ているかはよくわからないところがある。 一貫しているのは，東京の雇用の大部分を支えている製造
業を中心とした中小企業支援であり，この点でもハイテク部門への参入や起業の促進という新しい側
面が見られないわけではないが，それらを世界市場へと媒介する大企業や多国籍企業への働きかけは，
ほとんどなされていないのが現状である。ただしこの点では最近になってアジアのヘッドクオー
タープロジェクトというかたちで，外国企業の誘致への取組が始まった点は注目される。同じように
国内の大企業と中小企業との関係づくりにも工夫があってよい気がするが，この点での進展は見られ
ないようである。
さらに，基礎自治体のレベルでの政策動向においては，港区だけがはっきりとした産業政策の転換
を示しているが，新産業分野のそれなりの集積が見られるはずの渋谷区や新宿区においては，実質的
に新しい動きが見られるとはいえない状況である。他方，製造業の衰退が激しい墨田区と大田区にお
いては，墨田区においては製造業への支援がかなり後退し，観光業への転換が進みつつあること，大
田区においては製造業を中心とした地域産業振興の基調は崩れていないが，羽田空港の拡張が大田区
製造業のグローパルな展開というよりも，観光業の振興という点で受け止められている傾向が見られ
る。
結論として，資本主義世界経済の転換にともなう，日本経済の新たな対応が求められていることは
確かであり，それなりの政策的な対応が生じつつあることも確認できる。しかしながら，いくつかの
点であまり意識されていないところがあることが興味深い。ひとつは国家のリスケーリングという点
で，特定の都市や地域のグローパルな展開を促すために，分権的な政策形成やガパナンスを求めてい
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くという点が，それほど顕著な傾向としては認められないという点が挙げられる。特定の都市や地域
が，海外からの直接投資を見込んで，独自の開発計画を推進するという事例はあまり見られない。国
内の多国籍企業がまだそれほど国際的な地位を落としていないということがあるのかもしれないが，
かといって国内産業の振興のために国内の多国籍企業を媒介にグローパル市場との接点を模索すると
いう動きもあまり見られない。近年東京都においてそのような施策が始まったとはいえ，海外の企業
を誘致して産業クラスターを再編したり，グローパル ・シティ・リージョンズを展望するという発想
も，それほど重点の置かれているものではない。
以上のような日本における産業政策や都市政策の状況は，どのように理解すべきものなのだろうか。
アメ リカやヨ ローツパとは異なり，国家というスケールがまだまだ強い力をもっている点については，
東アジアにおける開発主義国家に共通した傾向であるという議論がある。フジタとヒルは，東アジア
諸国においても，欧米における新自由主義的な改革が一定の影響を与えていることは認めつつも，新
自由主義はあくまでケインズ主義的自由主義にたいして現われた動きであり，ケインズ主義はその前
の古典的自由主義に対応したものであった。今日の日本における転換はあくまで従来までの開発主義
にたいするものであって，ケインズ主義的自由主義にたいする動きではない。しかも 日本の開発主義
はたとえあったとしてもほんのわずかしか自由主義とは関係していない。したがって，それはポスト
開発主義とよぶべきものであると論じ，経産省の推進する産業クラスター政策を取り上げ，とりわけ
仙台におけるプロジ‘ェクトにおいてフィンランドからの投資を呼び込み，共同開発による知識生産を
試みている点に，日本の「管理されたJ世界経済への開放というかたちでの開発主義の変化を見いだ
そうとしている（F吋itaand Hill 2012）。また，東京についても，イノベーテイブな科学 ・技術開発へ
の投資を増やし，製造業を中心としながらも， IT産業やマルチメディア産業でのソフ ト開発をハード
の生産と連動させながら展開する 「新産業都市・東京（Neo・industrialTokyo) Jが成立しているとし
東京都についても，固と同様，研究開発機能を単に市場に委ねるのではなく，独自に支援するととも
に，開発主義的な政府として中小企業部門への支援を行っていると評価している（Fujita2003）。確か
に，これらの指摘はいずれもわれわれのE部での分析と照応している。さらに，東京のもつ草新性は
欧米の都市とは異なり，ずば抜けた個人の才能にもとづくものではなく，知識，技術，開発，生産，
販売，マーケテイングの各部門が緊密に連携し，協同的・組織的に生み出されるものと考えられており，
世界有数の人口を抱えた都市における市場調査と試作品製造にもとづく商品開発力によって，「東京
モデルjとでもいうべきイノベーテイブな創造性を示しているという（Fujitaand Hill 2005）。はたし
てこれほどまでに楽観的に評価できる段階にあるかどうかは疑問なしとしないが，ヨーロッパなどに
比べて日本や東京にまだそれほど競争力の低下が見られないがゆえに，本格的な海外資本の呼び込み
やそれにたいする政策的な対応が見られないということは，ある程度いえるのだろう。そのことも
あって，あくまでも開発主義の延長にあるというのが，フジタとヒルの見解である。
他方， 斉藤麻人は全国総合開発計画の変遷や石原都政の展開を分析することで，日本においても都
市・地域政策の脱中心化や個々の都市や地域への分権化の動きが見られ，国家というスケー1レを当然
のこととする傾向はゆらぎつつあると論じている。それを新自由主義的というべきかどうかは別とし
て，地域計画の脱中心化や東京とその周辺への再注目などの傾向は，他の先進国諸国における国家空
間の再編やリスケーリングと共通するものであると結論している（Saito2012）。
さらに，チョイは同じ時期の韓国における変化を念頭に置きながら，それを「開発主義的新自由主
義（developmentalneoliberalism) Jと特徴づけている。チョイによれば，新自由主義の国々において
も国家がカギとなる役割を果たさなかったことはないのであって，開発主義的新自由主義とは，新自
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由主義とそれとは異なる開発主義国家ならびにポスト開発主義国家との組み合わせを意味するのだと
いう。そして，金融危機以降の韓国において，外資の導入が積極的に図られていることは，台湾やシ
ンガポールとはちがって国家主義的に自国資本を中心に経済成長を図ってきた韓国にとっては，画期
的な変化であると指摘している（Choi2012）。
同様に，パクとレパウスキーは，ブレナ とーテオ ドー ルが強調するように （Brennerand Theodore 
2002），新自由主義はつねにその歴史的文脈と経路依存性にもとづき「実際に存在する新自由主義Jと
してとらえられなければならないとしたうえで，新自由主義的言説のグローパルなヘゲモニーのもと
で，国家官僚が新自由主義的改革と市場原理への指向を強めることで，アジアの開発主義国家が国家
主導で新自由主義化していくことを，同じく「開発主義的新自由主義」と特徴づけている。そして，
韓国とマレーシアに見られるように，両者の勢力の措抗と妥協の産物として，特定の地域を選んでそ
こだけに新自由主義的な改革を認める「空間的に選別された自由主義（spatialyselective liberaliza-
tion）」が現われているという（Parkand Lepawsky 2012）。
チョイとパクらが指摘している外資の積極的な受け入れと空間選別的な自由主義の導入という近年
の韓国において顕著な傾向は，われわれの分析からわかるように，日本ではまだあまり意識されてい
ない新自由主義的な政策の中でも，もっとも典型的なものである。そのような方策がまだあまり必要
とされていないことが フジタとヒルの評価のように，東京や日本がまだそれほど競争力を失ってい
ないがゆえに，独自の発展モデルとなりえているからだというべきなのか，それとも斉藤が認めてい
るような開発主義国家としての変化の途上にあるからだと評価すべきかは，むずかしい問題である。
しかしながら，最近年の韓国企業の世界的な飛躍と日本企業の停滞を念頭におくならば， 日本におけ
る政策的な対応の遅れは否定できないというべきかもしれない。
いずれにせよ，ポスト ・フォーデイズムないしネオ・リベラリズムのもとでの資本主義世界経済の
中で， 日本の都市カ宝何らかの対応を迫られる転換点にあることは確かであり，そのための主要な政策
的メニューや改革への方向性も徐々に示されつつある。しかしながら，それらがどのような帰結や成
果をもたらすかまでは，まだよくわからないというのが実情である。と同時に，そのような状況は近
年になって発展を遂げた東アジアの開発主義諸国家と共通する点が多く＼今後北米や西ヨーロッパと
はまた異なった展開を示していくと考えられる。新自由主義の都市政策が，すでに都市のコミュニ
テイの問題へと展開している欧米とはちがって， 日本における都市政策はその新しい方向性もコミュ
ニテイのレベルへの影響のいかんも，まだ定かなものではない。今後，欧米での経験や近隣諸国にお
ける動向にも注意を払いながら，それぞれの歴史的文脈における経路依存的なあり方をふまえて研究
を深めていくことが求められるのだろう。
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